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公布された条例のあらまし 
 

亀岡市人事行政の運営等の状況の

公表に関する条例等の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一

部を改正する法律の施行に伴い、関係条例に

ついて所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ 行政不服審査法の施行に伴い、関係条例に

ついて所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市職員の退職管理に関する条

例要綱 

 

１ 地方公務員法の一部改正に伴い、営利企業

等に再就職した元職員に対する現職員への働

きかけの規制に関する必要な事項を定めるこ

とにより、職員の退職管理の適正化を図るこ

ととした。 

 

２ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

議会の議員及び非常勤の職員の公

務災害補償等に関する条例の一部

を改正する条例要綱 

 

１ 地方公務員災害補償法施行令の一部を改正

する政令の施行に伴い、所要の規定整備を図

ることとした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

ガレリアかめおか条例の一部を改

正する条例要綱 

 

１ ガレリアかめおかの休館日を変更すること

とした。 

 

２ この条例は、平成２８年７月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市行政不服審査に関する条例

要綱 

 

１ 行政不服審査法（以下「法」という。）の

規定に基づき、市が行う不服審査等に関し必

要な事項を定めることとした。 

 

２ 法の規定によりその権限に属させられた事

項を処理するため、市長の附属機関として、

亀岡市行政不服審査会（以下「審査会」とい

う。）を設置し、その組織及び運営に関し必

要な事項を定めることとした。 

 

３ 法の規定等による書面等の閲覧及び交付に

係る手数料の額等について定めることとした。 
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４ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。ただし、審査会の委員の委

嘱に関し必要な行為は、条例の施行の日前に

おいてもすることができることとした。 

 

 

 

行政不服審査法の施行に伴う関係

条例の整備に関する条例要綱 

 

１ 行政不服審査法（以下「法」という。）の

全部改正に伴い、関係する条例について次の

とおり改正することとした。 

⑴ 情報公開・個人情報保護制度について次

のとおり改正することとした。 

ア 法の審理員による審理手続の規定を適

用除外とし、引き続き現行の情報公開・

個人情報保護審査会により不服審査を行

うこととすることとした。 

イ 情報公開・個人情報保護審査会の調査

審議の手続等に関し、法に則した規定整

備を行うこととした。 

⑵ 法の規定により審理員等の求めに応じて

出頭した者に対する実費弁償の支給を定め

ることとした。 

⑶ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 

亀岡市手数料徴収条例及び亀岡市

印鑑条例の一部を改正する条例要

綱 

 

１ 行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律の規定により、

希望者に交付される個人番号カードを活用し

て、印鑑登録証明書をコンビニエンスストア

で交付（以下「コンビニ交付」という。）す

るための規定を整備することとした。 

 

２ コンビニ交付の開始に伴い、市庁舎に設置

している自動交付機用カード（住民票及び印

鑑登録証明書用）の発行を終了することとし

た。 

 

３ 個人番号カードの利用機会拡充のため、窓

口において印鑑登録者が自ら個人番号カード

を提示すれば印鑑登録証明書の交付を申請す

ることができるよう規定を整備することとし

た。 

 

４ この条例は、平成２８年７月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市消費生活センターの組織及

び運営等に関する条例要綱 

 

１ 不当景品類及び不当表示防止法等の一部を

改正する等の法律における消費者安全法の一

部改正に伴い、亀岡市消費生活センターの組

織及び運営等に関する事項を定めることとし

た。 

 

２ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 
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亀岡市国民健康保険条例の一部を

改正する条例要綱 

 

１ 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、

保険料の基礎賦課限度額を５４０，０００円

（現行５２０，０００円）に、後期高齢者支

援金等賦課限度額を１９０，０００円（現行

１７０，０００円）に改めることとした。 

 

２ 保険料を減額する基準のうち、５割   

軽減基準の被保険者数に乗ずる金額を   

２６５，０００円（現行２６０，０００円）

に、２割軽減基準の被保険者数に乗ずる金額

を４８０，０００円（現行４７０，０００

円）に改めることとした。 

 

３ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

４ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改

正する条例要綱 

 

１ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準等の一部改正に伴い、指

定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準等を改めることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 

亀岡市指定地域密着型介護予防 

サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基

準等を定める条例の一部を改正す

る条例要綱 

 

１ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準等の一部改正に伴い、指

定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準等を改めることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市急傾斜地崩壊防止事業分担

金徴収条例要綱 

 

１ 京都府が施行し、亀岡市が事業費の一部を

負担する急傾斜地崩壊防止事業に関し、地方

自治法の規定に基づき分担金を徴収すること

について、必要な事項を定めることとした。 

 

２ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 
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亀岡市公共下水道事業受益者負担

に関する条例の一部を改正する条

例要綱 

 

１ 公共下水道事業受益者負担金について、排

水区域外からの流入に係る特別使用許可等に

対応するため、次のとおり改正することとし

た。 

⑴ 特別使用許可者を受益者に加えることと

した。 

⑵ 年度途中においても、特別の理由がある

場合は、賦課対象区域を変更できるものと

することとした。 

⑶ 特別使用許可を受けようとする土地に受

益者負担金を賦課することができるものと

することとした。 

⑷ 特別使用許可に係る受益者負担金は、管

理者が特に必要と認めた場合を除き、一括

で徴収するものとすることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市消防団員等公務災害補償条

例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 非常勤消防団員等の損害補償の基準を定め

る政令の一部を改正する政令の施行に伴い、

所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 
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条 例 
 

 亀岡市人事行政の運営等の状況の公表に関す

る条例等の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第７号 

 

亀岡市人事行政の運営等の状況の

公表に関する条例等の一部を改正

する条例 

 

（亀岡市人事行政の運営等の状況の公表に関

する条例の一部改正） 

第１条 亀岡市人事行政の運営等の状況の公表

に関する条例（平成１７年亀岡市条例第５

号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中第９号を第１１号とし、第８号を

第１０号とし、同条第７号中「及び勤務成績

の評定」を削り、同号を同条第９号とし、同

号の前に次の１号を加える。 

⑻ 職員の退職管理の状況 

 第３条中第６号を第７号とし、第２号から

第５号までを１号ずつ繰り下げ、第１号の次

に次の１号を加える。 

⑵ 職員の人事評価の状況 

 第５条第２号中「不服申立て」を「審査請

求」に改める。 

（亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条

例の一部改正） 

第２条 亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例（平成６年亀岡市条例第２７号）の一

部を次のように改正する。 

 第１条中「第２４条第６項」を「第２４条

第５項」に改める。 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条

例の一部改正） 

第３条 公益的法人等への職員の派遣等に関す

る条例（平成１４年亀岡市条例第７号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第２項第３号中「条件附」を「条件

付」に改め、同項第５号中「一に」を「いず

れかに」に改める。 

（亀岡市一般職員の給与に関する条例の一部

改正） 

第４条 亀岡市一般職員の給与に関する条例

（昭和３０年亀岡市条例第２５号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条中「第２４条第６項」を「第２４条

第５項」に改める。 

 第２０条の３第６項中「行政不服審査法

（昭和３７年法律第１６０号）による不服申

立て」を「行政不服審査法（平成２６年法律

第６８号）による審査請求」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市職員の退職管理に関する条例をここに

公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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 亀岡市条例第８号 

 

亀岡市職員の退職管理に関する条

例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号。以下「法」という。）第

３８条の６第２項の規定に基づき、職員の退

職管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （任命権者への届出） 

第２条 管理又は監督の地位にある職員の職と

して規則で定めるものに就いている職員で 

あった者（退職手当通算予定職員（法第３８

条の２第３項に規定する退職手当通算予定職

員をいう。）であった者であって引き続いて

退職手当通算法人（同条第２項に規定する退

職手当通算法人をいう。）の地位に就いてい

る者及び公益的法人等への一般職の地方公務

員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第

５０号）第１０条第２項に規定する退職派遣

者を除く。）は、離職後２年間、営利企業以

外の法人その他の団体の地位に就いた場合

（報酬を得る場合に限る。）又は営利企業の

地位に就いた場合は、日々雇い入れられる者

となった場合その他規則で定める場合を除き、

規則で定めるところにより、速やかに、離職

した職又はこれに相当する職の任命権者に規

則で定める事項を届け出なければならない。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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 議会の議員及び非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第９号 

 

議会の議員及び非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 議会の議員及び非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年亀岡市条例第３５号）

の一部を次のように改正する。 

 

 附則第５条第１項の表を次のように改める。 

 

傷病補償年金 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）による障害厚生

年金又は被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険

法等の一部を改正する法律（平成２４年法律第６３号。以下

「平成２４年一元化法」という。）附則第４１条第１項の規定

による障害共済年金若しくは平成２４年一元化法附則第６５条

第１項の規定による障害共済年金（以下単に「障害厚生年金

等」という。）及び国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）

による障害基礎年金（同法第３０条の４の規定による障害基礎

年金を除く。以下単に「障害基礎年金」という。） 

０．７３

 障害厚生年金等（当該補償の事由となった障害について障害基

礎年金が支給される場合を除く。） 

０．８８

 障害基礎年金（当該補償の事由となった障害について障害厚生

年金等又は平成２４年一元化法附則第３７条第１項に規定する

給付のうち障害共済年金（以下「平成２４年一元化法改正前国

共済法による障害共済年金」という。）若しくは平成２４年一

元化法附則第６１条第１項に規定する給付のうち障害共済年金

（以下「平成２４年一元化法改正前地共済法による障害共済年

金」という。）が支給される場合を除く。） 

０．８８

 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４

号。以下「国民年金等改正法」という。）附則第８７条第１項

に規定する年金たる保険給付のうち障害年金（以下「旧船員保

険法による障害年金」という。） 

０．７５

 国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定する年金たる保険

給付のうち障害年金（以下「旧厚生年金保険法による障害年

金」という。） 

０．７５
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 国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定する年金たる給付

のうち障害年金（以下「旧国民年金法による障害年金」とい

う。） 

０．８９

障害補償年金 障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３

 障害厚生年金等（当該補償の事由となった障害について障害基

礎年金が支給される場合を除く。） 

０．８３

 障害基礎年金（当該補償の事由となった障害について障害厚生

年金等又は平成２４年一元化法改正前国共済法による障害共済

年金若しくは平成２４年一元化法改正前地共済法による障害共

済年金が支給される場合を除く。） 

０．８８

 旧船員保険法による障害年金 ０．７４

 旧厚生年金保険法による障害年金 ０．７４

 旧国民年金法による障害年金 ０．８９

遺族補償年金 厚生年金保険法による遺族厚生年金又は平成２４年一元化法附

則第４１条第１項の規定による遺族共済年金若しくは平成２４

年一元化法附則第６５条第１項の規定による遺族共済年金（以

下単に「遺族厚生年金等」という。）及び国民年金法による遺

族基礎年金（国民年金等改正法附則第２８条第１項の規定によ

る遺族基礎年金を除く。以下単に「遺族基礎年金」という。） 

０．８０

 遺族厚生年金等（当該補償の事由となった死亡について遺族基

礎年金が支給される場合を除く。） 

０．８４

 遺族基礎年金（当該補償の事由となった死亡について遺族厚生

年金等又は平成２４年一元化法附則第３７条第１項に規定する

給付のうち遺族共済年金若しくは平成２４年一元化法附則第 

６１条第１項に規定する給付のうち遺族共済年金が支給される

場合を除く。）又は国民年金法による寡婦年金 

０．８８

 国民年金等改正法附則第８７条第１項に規定する年金たる保険

給付のうち遺族年金 

０．８０

 国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定する年金たる保険

給付のうち遺族年金 

０．８０

 国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定する年金たる給付

のうち母子年金、準母子年金、遺児年金又は寡婦年金 

０．９０

 

 附則第５条第２項の表を次のように改める。 
 
障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３

障害厚生年金等（当該補償の事由となった障害について障害基礎年金が支給さ

れる場合を除く。） 

０．８８

障害基礎年金（当該補償の事由となった障害について障害厚生年金等又は平成

２４年一元化法改正前国共済法による障害共済年金若しくは平成２４年一元化

法改正前地共済法による障害共済年金が支給される場合を除く。） 

０．８８

旧船員保険法による障害年金 ０．７５

旧厚生年金保険法による障害年金 ０．７５

旧国民年金法による障害年金 ０．８９
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   附 則 

 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行

する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の議会の議員その他

非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

（以下「新条例」という。）附則第５条第１

項及び第２項の規定は、この条例の施行の日

以後に支給すべき事由の生じた年金たる補償

及び休業補償並びに同日前に支給すべき事由

の生じた同日以後の期間に係る年金たる補償

について適用し、同日前に支給すべき事由の

生じた同日前の期間に係る年金たる補償及び

同日前に支給すべき事由の生じた休業補償に

ついては、なお従前の例による。 

３ 平成２４年一元化法第２条の規定による改

正前の国家公務員共済組合法（昭和３３年法

律第１２８号。以下この項において「改正前

国共済法」という。）による職域加算額（被

用者年金制度の一元化等を図るための厚生年

金保険法等の一部を改正する法律の施行及び

国家公務員の退職給付の給付水準の見直し等

のための国家公務員退職手当法等の一部を改

正する法律の一部の施行に伴う国家公務員共

済組合法による長期給付等に関する経過措置

に関する政令（平成２７年政令第３４５号）

第８条第１項の規定により読み替えられた平

成２４年一元化法附則第３６条第５項の規定

によりなおその効力を有するものとされた改

正前国共済法第８２条第２項に規定する公務

等による旧職域加算障害給付（平成２４年一

元化法附則第３６条第５項に規定する改正前

国共済法による職域加算額のうち障害を給付

事由とするものをいう。）又は平成２４年一

元化法附則第３６条第５項の規定によりなお

その効力を有するものとされた改正前国共済

法第８９条第３項に規定する公務等による旧

職域加算遺族給付（平成２４年一元化法附則

第３６条第５項に規定する改正前国共済法に

よる職域加算額のうち死亡を給付事由とする

ものをいう。）に係るものに限る。）又は平

成２４年一元化法第３条の規定による改正前

の地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律

第１５２号。以下この項において「改正前地

共済法」という。）による職域加算額（被用

者年金制度の一元化等を図るための厚生年金

保険法等の一部を改正する法律及び地方公務

員等共済組合法及び被用者年金制度の一元化

等を図るための厚生年金保険法等の一部を改

正する法律の一部を改正する法律の施行に伴

う地方公務員等共済組合法による長期給付等

に関する経過措置に関する政令（平成２７年

政令第３４７号。以下この項において「平成

２７年地共済経過措置政令」という。）第７

条第１項の規定により読み替えられた平成 

２４年一元化法附則第６０条第５項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた改正

前地共済法第８７条第２項に規定する公務等

による旧職域加算障害給付（改正前地共済法

による職域加算額のうち障害を給付事由とす

るものをいう。）又は平成２７年地共済経過

措置政令第７条第１項の規定により読み替え

られた平成２４年一元化法附則第６０条第５

項の規定によりなおその効力を有するものと

された改正前地共済法第９９条の２第３項に

規定する公務等による旧職域加算遺族給付

（改正前地共済法による職域加算額のうち死

亡を給付事由とするものをいう。）に係るも

のに限る。）の受給権者が同一の支給事由に

より平成２４年一元化法第１条の規定による

改正後の厚生年金保険法による障害厚生年金

若しくは遺族厚生年金、平成２４年一元化法

附則第４１条第１項の規定により国家公務員

共済組合連合会（国家公務員の退職給付の給
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付水準の見直し等のための国家公務員退職手

当法等の一部を改正する法律（平成２４年法

律第９６号）第５条の規定による改正後の国

家公務員共済組合法第２１条第１項に規定す

る国家公務員共済組合連合会をいう。）が支

給する年金である給付のうち障害共済年金若

しくは遺族共済年金又は平成２４年一元化法

附則第６５条第１項の規定により地方公務員

共済組合（平成２４年一元化法附則第５６条

第２項に規定する地方公務員共済組合をい

う。）が支給する年金である給付のうち障害

共済年金若しくは遺族共済年金の支給を受け

るときは、当分の間、新条例附則第５条第１

項の規定は、適用しない。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 ガレリアかめおか条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１０号 

 

ガレリアかめおか条例の一部を改

正する条例 

 

 ガレリアかめおか条例（平成１０年亀岡市条

例第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第２上記以外の施設の項中「第２及び」

を削る。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年７月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市行政不服審査に関する条例をここに公

布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１１号 

 

亀岡市行政不服審査に関する条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、行政不服審査法（平成 

２６年法律第６８号。以下「法」という。）

の規定に基づき、市が行う不服審査等に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 （審査会の設置） 

第２条 法第８１条第１項の規定に基づき、法

の規定によりその権限に属させられた事項を

処理するため、市長の附属機関として、亀岡

市行政不服審査会（以下「審査会」とい

う。）を置く。 

 （組織） 

第３条 審査会は、５人以内の委員で組織する。 

 （委員） 

第４条 審査会の委員は、審査会の権限に属す

る事項に関し公正な判断をすることができ、

かつ、法律又は行政に関して優れた識見を有

する者のうちから、市長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、

後任者が任命されるまで引き続きその職務を

行うものとする。 

５ 市長は、委員が心身の故障のために職務の

執行ができないと認める場合又は委員に職務

上の義務違反その他委員たるに適しない非行

があると認める場合には、その委員を罷免す

ることができる。 

６ 委員は、非常勤とする。 

７ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏

らしてはならない。その職を退いた後も同様

とする。 

８ 委員は、在任中、政党その他の政治的団体

の役員となり、又は積極的に政治運動をして

はならない。 

９ 委員の報酬及び費用弁償については、別に

条例で定める。 

 （会長） 

第５条 審査会に、会長を置き、委員の互選に

より選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその

指名する委員が、その職務を代理する。 

 （専門委員） 

第６条 審査会に、専門の事項を調査させるた

め、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、学識経験のある者のうちから、

市長が選任する。 

３ 専門委員は、その者の選任に係る当該専門

の事項に関する調査が終了したときは、解任

されるものとする。 

４ 第４条第６項から第８項までの規定は、専

門委員について準用する。 

 （会議） 

第７条 審査会は、会長が招集し、その議長と

なる。 

２ 審査会は、委員の半数以上が出席しなけれ

ば、会議を開くことができない。 

３ 審査会の議事は、出席委員の過半数で決し、

可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

４ 委員は、自己の利害に関係する議事に参与

することができない。 

 （調査審議の手続の非公開） 

第８条 審査会の行う調査審議の手続は、非公

開とする。 

 （調査審議の手続の併合又は分離） 

第９条 審査会は、必要があると認める場合に

は、数個の事件に係る調査審議の手続を併合

し、又は併合された数個の事件に係る調査審

議の手続を分離することができる。 

２ 審査会は、前項の規定により、事件に係る

調査審議の手続を併合し、又は分離したとき

は、審査関係人（法第８１条第３項において

準用する法第７４条の審査関係人をいう。）

にその旨を通知しなければならない。 

 （庶務） 

第１０条 審査会の庶務は、総務部総務課にお

いて処理する。 

 （手数料） 

第１１条 法第３８条第１項（法第９条第３項

の規定により読み替えて適用する場合及び他

の法令において準用する場合を含む。以下同

じ。）及び法第８１条第３項において準用す

る法第７８条第１項の規定による閲覧に係る

手数料は、亀岡市手数料徴収条例（平成１２

年亀岡市条例第６号）第２条第３２号の規定

にかかわらず、無料とする。 

２ 法第３８条第６項の規定により読み替えて

適用する同条第４項（他の法令において準用

する場合を含む。）及び法第８１条第３項に

おいて準用する法第７８条第４項の条例で定

める手数料の額は、次の各号に掲げる交付の

方法の区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。 
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⑴ 行政不服審査法施行令（平成２７年政令

第３９１号。以下「令」という。）第１１

条第１号又は第２号に掲げる交付の方法  

用紙１枚につき１０円（カラーで複写され、

又は出力された用紙にあっては、５０円）。

この場合において、両面に複写され、又は

出力された用紙については、片面を１枚と

して手数料の額を算定する。 

⑵ 令第１１条第３号に掲げる交付の方法  

同条第１号又は第２号に掲げる交付の方法

（用紙の片面に複写し、又は出力する方法

に限る。）によってするとしたならば、複

写され、又は出力される用紙１枚につき 

１０円 

 （手数料の減免） 

第１２条 次の各号に掲げる規定による交付を

行う場合において、当該各号に定める者（以

下「減免権者」という。）は、当該交付を受

ける審査請求人（法第９条第１項の審査請求

人をいう。）又は参加人（法第１３条第４項

の参加人をいう。）（以下「審査請求人等」

という。）が経済的困難により前条第２項の

手数料を納付する資力がないと認めるときは、

当該交付の求め１件につき２，０００円を限

度として、当該手数料を減額し、又は免除す

ることができる。 

⑴ 法第３８条第１項 当該交付を行う審理

員又は審査庁 

⑵ 法第８１条第３項において準用する法第

７８条第１項 審査会 

２ 前項の規定による手数料の減額又は免除を

受けようとする審査請求人等は、前項に規定

する交付を求める際に、併せて当該減額又は

免除を求める旨及びその理由を記載した書面

を減免権者に提出しなければならない。 

３ 前項の書面には、審査請求人等が生活保護

法（昭和２５年法律第１４４号）第１１条第

１項各号に掲げる扶助を受けていることを理

由とする場合にあっては当該扶助を受けてい

ることを証明する書面を、その他の事実を理

由とする場合にあっては当該事実を証明する

書面を、それぞれ添付しなければならない。 

 （委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行

する。ただし、次項の規定は、公布の日から

施行する。 

 （準備行為） 

２ 第４条第１項の規定による審査会の委員の

委嘱に関し必要な行為は、この条例の施行の

日前においても、同項の規定の例によりする

ことができる。 

 （会議の招集の特例） 

３ この条例の施行後 初の審査会の会議は、

第７条第１項の規定にかかわらず、市長が招

集する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備

に関する条例をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１２号 
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行政不服審査法の施行に伴う関係

条例の整備に関する条例 

 

（亀岡市固定資産評価審査委員会条例の一部

改正） 

第１条 亀岡市固定資産評価審査委員会条例

（昭和３０年亀岡市条例第４３号）の一部を

次のように改正する。 

 第４条第２項第１号中「住所」の次に「又

は居所」を加え、同項中第４号を第５号とし、

第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、

第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 審査の申出に係る処分の内容 

 第４条第３項中「住所」の次に「又は居

所」を加え、「行政不服審査法（昭和３７年

法律第１６０号）第１３条第１項」を「行政

不服審査法施行令（平成２７年政令第３９１

号）第３条第１項」に改め、同条に次の１項

を加える。 

６ 審査申出人は、代表者若しくは管理人、

総代又は代理人がその資格を失ったときは、

書面でその旨を委員会に届け出なければな

らない。 

 第６条中第３項を第４項とし、第２項ただ

し書を削り、同項を第３項とし、第１項の次

に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政手続等に

おける情報通信の技術の利用に関する法律

（平成１４年法律第１５１号）第３条第１

項の規定により同項に規定する電子情報処

理組織を使用して弁明がされた場合には、

前項の規定に従って弁明書が提出されたも

のとみなす。 

 第６条に次の１項を加える。 

５ 委員会は、審査申出人から反論書の提出

があったときは、これを市長に送付しなけ

ればならない。 

 第１１条中「においては、」の次に「次に

掲げる事項を記載し、委員会が記名押印し

た」を加え、同条に次の各号を加える。 

⑴ 主文 

⑵ 事案の概要 

⑶ 審査申出人及び市長の主張の要旨 

⑷ 理由 

 第１１条第２項中「請求者」を「審査申出

人」に改める。 

（亀岡市情報公開条例の一部改正） 

第２条 亀岡市情報公開条例（平成１２年亀岡

市条例第３２号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１５条中「第１条」を「第２条第３２

号」に改める。 

 第１７条第１項中「行政不服審査法（昭和

３７年法律第１６０号）」を「行政不服審査

法（平成２６年法律第６８号）」に、「不服

申立て」を「審査請求」に、「審査会」を

「亀岡市情報公開・個人情報保護審査会」に

改め、「又は決定」を削り、同条第２項中

「前項」を「第１項」に、「不服申立て」を

「審査請求」に改め、「又は決定」を削り、

同項を同条第４項とし、同条第１項の次に次

の２項を加える。 

２ 前項に規定する審査請求については、行

政不服審査法第９条第１項の規定は、適用

しない。 

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関

は、審査請求人及び参加人（行政不服審査

法第４３条第３項の審査請求人及び参加人

をいう。）に対し、当該諮問をした旨を通

知しなければならない。 

（亀岡市情報公開・個人情報保護審査会条例

の一部改正） 

第３条 亀岡市情報公開・個人情報保護審査会

条例（平成１２年亀岡市条例第３８号）の一

部を次のように改正する。 

 第４条の次に次の２条を加える。 
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（除斥） 

第４条の２ 委員は、諮問を受けた事件が自

己に直接の利害関係のあるものであるとき

は、その議事に加わることができない。 

（審査手続の併合又は分離） 

第４条の３ 審査会は、必要があると認める

場合には、数個の事件に係る審査手続を併

合し、又は併合された数個の事件に係る審

査手続を分離することができる。 

２ 審査会は、前項の規定により事件に係る

審査手続を併合し、又は分離したときは、

審査関係人（行政不服審査法（平成２６年

法律第６８号）第７４条の審査関係人をい

う。以下同じ。）にその旨を通知しなけれ

ばならない。 

 第５条を次のように改める。 

（審査会の調査権限） 

第５条 審査会は、必要があると認める場合

には、諮問を受けた事件に関し、審査関係

人にその主張を記載した書面又は資料（以

下「主張書面等」という。）の提出を求め

ること、適当と認める者にその知っている

事実の陳述又は鑑定を求めることその他必

要な調査をすることができる。 

 第５条の次に次の９条を加える。 

（意見の陳述） 

第５条の２ 審査会は、審査関係人の申立て

があった場合には、当該審査関係人に口頭

で意見を述べる機会を与えなければならな

い。ただし、審査会が、その必要がないと

認める場合には、この限りでない。 

２ 前項本文の場合において、審査請求人

（行政不服審査法第９条第１項の審査請求

人をいう。）又は参加人（同法第１３条第

４項の参加人をいう。）（以下「審査請求

人等」という。）は、審査会の許可を得て、

補佐人とともに出頭することができる。 

（主張書面等の提出） 

第５条の３ 審査関係人は、審査会に対し、

主張書面等を提出することができる。この

場合において、審査会が、主張書面等を提

出すべき相当の期間を定めたときは、その

期間内にこれを提出しなければならない。 

（提出資料の閲覧等） 

第５条の４ 審査関係人は、審査会に対し、

審査会に提出された主張書面等の閲覧（電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをい

う。以下同じ。）にあっては、記録された

事項を審査会が定める方法により表示した

ものの閲覧）又は当該主張書面等の写し若

しくは当該電磁的記録に記録された事項を

記載した書面の交付を求めることができる。

この場合において、審査会は、第三者の利

益を害するおそれがあると認めるとき、そ

の他正当な理由があるときでなければ、そ

の閲覧又は交付を拒むことができない。 

２ 審査会は、前項の規定による閲覧をさせ、

又は同項の規定による交付をしようとする

ときは、当該閲覧又は交付に係る主張書面

等の提出人の意見を聴かなければならない。

ただし、審査会が、その必要がないと認め

るときは、この限りでない。 

３ 審査会は、第１項の規定による閲覧につ

いて、日時及び場所を指定することができ

る。 

（交付の方法） 

第５条の５ 前条第１項の規定による交付は、

次の各号のいずれかの方法によってする。 

⑴ 対象主張書面等の写しの交付にあって

は、当該対象主張書面等を複写機により

用紙の片面又は両面に白黒又はカラーで

複写したものの交付 

⑵ 対象電磁的記録に記録された事項を記
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載した書面の交付にあっては、当該事項

を用紙の片面又は両面に白黒又はカラー

で出力したものの交付 

⑶ 電子情報処理組織（審査会の使用に係

る電子計算機と交付を受ける者の使用に

係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。）を使用

して行う方法 

（手数料） 

第５条の６ 第５条の４第１項の規定による

閲覧に係る手数料は、亀岡市手数料徴収条

例（平成１２年亀岡市条例第６号）第２条

第３２号の規定にかかわらず、無料とする。 

２ 第５条の４第１項の規定による交付を受

ける審査請求人等は、当該交付に係る手数

料を納めなければならない。 

３ 前項の手数料の額は、次の各号に掲げる

交付の方法の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。 

⑴ 前条第１号又は第２号に掲げる交付の

方法 用紙１枚につき１０円（カラーで

複写され、又は出力された用紙にあって

は、５０円）。この場合において、両面

に複写され、又は出力された用紙につい

ては、片面を１枚として手数料の額を算

定する。 

⑵ 前条第３号に掲げる交付の方法 同条

第１号又は第２号に掲げる交付の方法

（用紙の片面に複写し、又は出力する方

法に限る。）によってするとしたならば、

複写され、又は出力される用紙１枚につ

き１０円 

（手数料の減免） 

第５条の７ 審査会は、第５条の４第１項の

規定による交付を受ける審査請求人等が経

済的困難により前条第２項の手数料を納付

する資力がないと認めるときは、交付の求

め１件につき２，０００円を限度として、

当該手数料を減額し、又は免除することが

できる。 

２ 手数料の減額又は免除を受けようとする

審査請求人等は、第５条の４第１項の規定

による交付を求める際に、併せて当該減額

又は免除を求める旨及びその理由を記載し

た書面を審査会に提出しなければならない。 

３ 前項の書面には、審査請求人等が生活保

護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１

条第１項各号に掲げる扶助を受けているこ

とを理由とする場合にあっては当該扶助を

受けていることを証明する書面を、その他

の事実を理由とする場合にあっては当該事

実を証明する書面を、それぞれ添付しなけ

ればならない。 

（送付による交付） 

第５条の８ 第５条の４第１項の規定による

交付を受ける審査請求人等は、第５条の６

第２項の規定により納付しなければならな

い手数料のほか送付に要する費用を納付し

て、対象主張書面等の写し又は対象電磁的

記録に記録された事項を記載した書面の送

付を求めることができる。 

（答申書の送付等） 

第５条の９ 審査会は、諮問に対する答申を

したときは、答申書の写しを審査請求人等

に送付するとともに、答申の内容を公表す

るものとする。 

（亀岡市個人情報保護条例の一部改正） 

第４条 亀岡市個人情報保護条例（平成１２年

亀岡市条例第３７号）の一部を次のように改

正する。 

 第２６条中「第１条」を「第２条第３２

号」に改める。 

 第２８条第１項中「行政不服審査法（昭和

３７年法律第１６０号）」を「行政不服審査

法（平成２６年法律第６８号）」に、「不服

申立て」を「審査請求」に改め、「又は決
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定」を削り、同条第２項中「前項」を「第１

項」に、「不服申立て」を「審査請求」に改

め、「又は決定」を削り、同項を同条第４項

とし、同条第１項の次に次の２項を加える。 

２ 前項に規定する審査請求については、行

政不服審査法第９条第１項の規定は、適用

しない。 

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関

は、審査請求人及び参加人（行政不服審査

法第４３条第３項の審査請求人及び参加人

をいう。）に対し、当該諮問をした旨を通

知しなければならない。 

（亀岡市行政手続条例の一部改正） 

第５条 亀岡市行政手続条例（平成８年亀岡市

条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

 第１９条第２項第４号中「ことのある」を

削る。 

（亀岡市実費弁償条例の一部改正） 

第６条 亀岡市実費弁償条例（平成２１年亀岡

市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中第８号を第９号とし、第７号の次

に次の１号を加える。 

⑻ 行政不服審査法（平成２６年法律第 

６８号）第３４条（同法第９条第３項の

規定により読み替えて適用する場合及び

他の法令において準用する場合を含

む。）又は同法第８１条第３項において

準用する同法第７４条の規定により審理

員若しくは審査庁又は亀岡市行政不服審

査会の求めに応じて出頭した者 

（職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第７条 職員の退職手当に関する条例（昭和 

３０年亀岡市条例第２８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１７条第４項中「行政不服審査法（昭和

３７年法律第１６０号）第１４条第１項又は

第４５条」を「行政不服審査法（平成２６年

法律第６８号）第１８条第１項」に改める。 

（亀岡市消防団員等公務災害補償条例の一部

改正） 

第８条 亀岡市消防団員等公務災害補償条例

（昭和４１年亀岡市条例第１７号）の一部を

次のように改正する。 

 第２５条（見出しを含む。）中「異議申立

て」を「審査請求」に改める。 

 

   附 則 

 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行

する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にされた処分等に係

る手続その他の行為については、なお従前の

例による。 

（適用区分） 

３ 第１条の規定による改正後の亀岡市固定資

産評価審査委員会条例第４条第２項、第３項

及び第６項、第６条第２項、第３項及び第５

項並びに第１１条第１項の規定は、平成２８

年度以後の年度分の固定資産税に係る固定資

産について固定資産課税台帳に登録された価

格に係る審査の申出について適用し、平成 

２７年度までの固定資産税に係る固定資産に

ついて固定資産課税台帳に登録された価格に

係る審査の申出（申出期間の初日が平成２８

年４月１日以後である審査の申出を除く。）

については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市手数料徴収条例及び亀岡市印鑑条例の

一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１３号 

 

亀岡市手数料徴収条例及び亀岡市

印鑑条例の一部を改正する条例 

 

 （亀岡市手数料徴収条例の一部改正） 

第１条 亀岡市手数料徴収条例（平成１２年亀

岡市条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条第１項第３０号を次のように改める。 

（３０） 削除 

 （亀岡市印鑑条例の一部改正） 

第２条 亀岡市印鑑条例（平成６年亀岡市条例

第２０号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第４号中「（以下「暗証番号」とい

う。）」を削り、同条に次の１号を加える。 

⑸ キオスク端末 地方公共団体情報シス

テム機構の使用に係る電子計算機を経由

して本市の使用に係る電子計算機と電気

通信回線で接続された通信端末機器をい

う。 

 第１０条を削る。 

 第１１条の見出し中「又は印鑑カード」を

削り、同条第１項中「印鑑登録証又は印鑑登

録者識別カード再交付申請書」を「印鑑登録

証再交付申請書」に改め、同条第２項中「登

録証又は印鑑カードを再交付」を「登録証を

再交付」に改め、同条を第１０条とする。 

 第１２条の見出し中「暗証番号」を「登録

者暗証番号」に改め、同条中「、暗証番号」

を「、登録者暗証番号」に改め、同条を第 

１１条とする。 

 第１３条の見出し中「暗証番号」を「登録

者暗証番号」に改め、同条第１項中「自動交

付機」を「印鑑登録証明書自動交付機（以下

「自動交付機」という。）」に改め、同条第

２項中「暗証番号」を「登録者暗証番号」に

改め、同条を第１２条とする。 

 第１４条を第１３条とし、第１５条を第 

１４条とし、第１６条を第１５条とする。 

 第１７条第１項中「場合」の次に「（自動

交付機又はキオスク端末により印鑑登録証明

書の交付を受けようとする場合を除く。）」

を加え、同条第２項中「前項」を「前２項」

に改め、「照合し」の次に「、必要があると

認めたときは、申請を行う者が本人であるこ

との確認を行い」を加え、同項を同条第３項

とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、登録者本人が

その意思により同項の申請を行うときは、

登録証又は印鑑カードを添えることに代え

て、利用者証明用電子証明書（電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律（平成１４年法律第 

１５３号）第２２条第１項に規定する利用

者証明用電子証明書をいう。以下同じ。）

が記録された個人番号カード（行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成２５年法律第 

２７号）第２条第７項に規定する個人番号

カードをいう。以下同じ。）を職員に提示

して、申請を行うことができる。 

 第１７条を第１６条とする。 

 第１８条第１項中「暗証番号」を「登録者

暗証番号」に改め、同条を第１７条とし、同

条の次に次の１条を加える。 

（キオスク端末による印鑑登録証明書の交

付） 

第１８条 登録者は、キオスク端末において、
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利用者証明用電子証明書が記録された個人

番号カードを用いて、かつ、キオスク端末

に利用者証明用電子証明書の暗証番号を入

力することにより、自らの印鑑登録証明書

の交付を申請することができる。 

 第１９条第１号中「又は印鑑カード」を 

「、印鑑カード又は利用者証明用電子証明書

が記録された個人番号カード」に改める。 

 第２０条（見出しを含む。）中「暗証番

号」を「登録者暗証番号」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年７月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正前の亀岡市印鑑条例第

１０条の規定により届け出られた登録者暗証

番号は、この条例による改正後の亀岡市印鑑

条例に規定する登録者暗証番号とみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市消費生活センターの組織及び運営等に

関する条例をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１４号 

 

亀岡市消費生活センターの組織及

び運営等に関する条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、消費者安全法（平成２１

年法律第５０号。以下「法」という。）第 

１０条の２第１項の規定に基づき、亀岡市消

費生活センター（以下「センター」とい

う。）の組織及び運営並びに情報の安全管理

に関する事項について定めるものとする。 

 （名称及び位置等） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとお

りとする。 

  名 称  亀岡市消費生活センター 

  位 置  亀岡市安町野々神８番地 

２ 市長は、法第８条第２項第１号及び第２号

の事務を行う日及び時間を定めたときは、遅

滞なく、これを告示しなければならない。当

該日及び時間を変更したときも、同様とする。 

 （事務） 

第３条 センターは、次の事務を行う。 

⑴ 法第８条第２項各号に掲げる事務 

⑵ 前号に掲げるもののほか、規則で定める

事務 

 （職員） 

第４条 センターに所長その他必要な職員を置

く。 

 （消費生活相談員） 

第５条 センターには、法第１０条の３第１項

に規定する消費生活相談員資格試験に合格し

た者（不当景品類及び不当表示防止法等の一

部を改正する等の法律（平成２６年法律第 

７１号）附則第３条の規定により合格した者

とみなされた者を含む。）を消費生活相談員

として置くよう努めるものとする。 

 （消費生活相談員の人材及び処遇の確保） 

第６条 市長は、消費生活相談員が実務の経験

を通じて専門的な知識及び技術を体得してい

ることに十分配慮し、任期ごとに客観的な能

力実証を行った結果として同一の者を再度任

用することは排除されないことその他の消費
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生活相談員の専門性に鑑み適切な人材及び処

遇の確保に必要な措置を講じるよう努めるも

のとする。 

 （職員に対する研修） 

第７条 市長は、センターにおいて第３条第１

号に掲げる事務に従事する職員に対し、その

資質の向上のための研修の機会を確保するも

のとする。 

 （情報の安全管理） 

第８条 市長は、第３条第１号に掲げる事務の

実施により得られた情報の漏えい、滅失又は

毀損の防止その他の当該情報の適切な管理の

ために必要な措置を講じなければならない。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、必要な

事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市国民健康保険条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１５号 

 

亀岡市国民健康保険条例の一部を

改正する条例 

 

 亀岡市国民健康保険条例（昭和３４年亀岡市

条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１６条の６中「５２０，０００円」を 

「５４０，０００円」に改める。 

 第１６条の６の１０中「１７０，０００円」

を「１９０，０００円」に改める。 

 第２０条第１項中「５２０，０００円」を

「５４０，０００円」に改め、同項第２号中

「２６０，０００円」を「２６５，０００円」

に改め、同項第３号中「４７０，０００円」を

「４８０，０００円」に改め、同条第３項中

「５２０，０００円」を「５４０，０００円」

に、「１７０，０００円」を「１９０，０００

円」に改め、同条第４項中「５２０，０００

円」を「５４０，０００円」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の亀岡市国民健康保

険条例の規定は、平成２８年度以後の年度分

の保険料について適用し、平成２７年度分ま

での保険料については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 
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          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１６号 

 

亀岡市指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例の一部を改

正する条例 

 

 亀岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例（平

成２４年亀岡市条例第３３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第１８条及び第１９条中「第８条第２３項」

を「第８条第２４項」に改める。 

 第６８条第１項中「第８条第１９項」を「第

８条第２０項」に改め、同条第２項中「第８条

第２４項」を「第８条第２５項」に改める。 

 第８１条中第２項を第４項とし、第１項を第

３項とし、同項の前に次の２項を加える。 

 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定

認知症対応型通所介護の提供に当たっては、

利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、

指定認知症対応型通所介護事業所が所在する

市の職員又は当該指定認知症対応型通所介護

事業所が所在する区域を管轄する法第１１５

条の４６第１項に規定する地域包括支援セン

ターの職員、認知症対応型通所介護について

知見を有する者等により構成される協議会

（以下この項において「運営推進会議」とい

う。）を設置し、おおむね６月に１回以上、

運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営

推進会議による評価を受けるとともに、運営

推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会

を設けなければならない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、前項

の報告、評価、要望、助言等についての記録

を作成するとともに、当該記録を公表しなけ

ればならない。 

 第８１条に次の１項を加える。 

５ 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定

認知症対応型通所介護事業所の所在する建物

と同一の建物に居住する利用者に対して指定

認知症対応型通所介護を提供する場合には、

当該建物に居住する利用者以外の者に対して

も指定認知症対応型通所介護の提供を行うよ

う努めなければならない。 

 第９０条中「第８条第２３項」を「第８条第

２４項」に改める。 

 第１１２条中「第８条第１９項」を「第８条

第２０項」に改める。 

 第１３２条第１項中「第８条第２０項」を

「第８条第２１項」に改める。 

 第１５３条第１項中「第８条第２１項」を

「第８条第２２項」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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 亀岡市条例第１７号 

 

亀岡市指定地域密着型介護予防 

サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基

準等を定める条例の一部を改正す

る条例 

 

 亀岡市指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準等を定める条例

（平成２４年亀岡市条例第３４号）の一部を次

のように改正する。 

 

 第１０条第１項中「第８条第１９項」を「第

８条第２０項」に改め、同条第２項中「第８条

第２４項」を「第８条第２５項」に改める。 

 第４０条中第２項を第４項とし、第１項を第

３項とし、同項の前に次の２項を加える。 

 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定介護予防認知症対応型通所介護の提

供に当たっては、利用者、利用者の家族、地

域住民の代表者、指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所が所在する市の職員又は当該

指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が

所在する区域を管轄する法第１１５条の４６

第１項に規定する地域包括支援センターの職

員、介護予防認知症対応型通所介護について

知見を有する者等により構成される協議会

（以下この項において「運営推進会議」とい

う。）を設置し、おおむね６月に１回以上、

運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営

推進会議による評価を受けるとともに、運営

推進会議から必要な要望、助言等を聞く機会

を設けなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、前項の報告、評価、要望、助言等につい

ての記録を作成するとともに、当該記録を公

表しなければならない。 

 第４０条に次の１項を加える。 

５ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定介護予防認知症対応型通所介護事業

所の所在する建物と同一の建物に居住する利

用者に対して指定介護予防認知症対応型通所

介護を提供する場合には、当該建物に居住す

る利用者以外の者に対しても指定介護予防認

知症対応型通所介護の提供を行うよう努めな

ければならない。 

 第４１条第２項に次の１号を加える。 

⑹ 前条第２項に規定する報告、評価、要望、

助言等の記録 

 第６４条を次のように改める。 

第６４条 削除 

 第６６条第２項第８号中「第６４条第２項」

を「次条において準用する第４０条第２項」に

改める。 

 第６７条中「、第３９条」を「から第４０条

まで」に、「読み替える」を「、第４０条第１

項中「介護予防認知症対応型通所介護について

知見を有する者」とあるのは「介護予防小規模

多機能型居宅介護について知見を有する者」と、

「６月」とあるのは「２月」と、「活動状況」

とあるのは「通いサービス及び宿泊サービスの

提供回数等の活動状況」と読み替える」に改め

る。 

 第８７条第２項第７号中「第６４条第２項」

を「第４０条第２項」に改める。 

 第８８条中「第３９条」の次に「、第４０

条」を加え、「第６１条、第６３条及び第６４

条」を「第６１条及び第６３条」に改め、「第

３３条中「介護予防認知症対応型通所介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、」の次に

「第４０条第１項中「介護予防認知症対応型通
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所介護について知見を有する者」とあるのは

「介護予防認知症対応型共同生活介護について

知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２

月」と、」を加え、「と、第６４条第１項中

「介護予防小規模多機能型居宅介護について知

見を有する者」とあるのは「介護予防認知症対

応型共同生活介護について知見を有する者」と、

「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等

の活動状況」とあるのは「活動状況」」を削る。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市急傾斜地崩壊防止事業分担金徴収条例

をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１８号 

 

亀岡市急傾斜地崩壊防止事業分担

金徴収条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、京都府が施行し、亀岡市

が事業費の一部を負担する急傾斜地崩壊防止

事業（以下「事業」という。）に関し、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２４

条の規定に基づき分担金を徴収することにつ

いて、必要な事項を定めるものとする。 

 （被徴収者の範囲） 

第２条 分担金の被徴収者は、事業の実施によ

り利益を受ける者又はそれらの者の組織する

団体（以下「受益者」という。）とする。 

 （分担金の額） 

第３条 分担金の額は、その年度における実施

事業費に要する市負担分のうち、１０分の４

とする。 

 （分担金の徴収方法） 

第４条 市長は、分担金を定めたときは遅滞な

く、当該分担金の額及び納付期日等を受益者

に通知し、徴収するものとする。 

 （分担金の減免及び徴収猶予） 

第５条 市長は、災害その他特別の事情がある

と認めるときには、分担金の徴収を猶予し、

納期を延長し、又はその額の一部若しくは全

部を減免することができる。 

 （委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する条

例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１９号 
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亀岡市公共下水道事業受益者負担

に関する条例の一部を改正する条

例 

 

 亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する条

例（昭和５６年亀岡市条例第２１号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第２条第１項中「所有者」の次に「及び亀岡

市下水道条例（昭和５７年亀岡市条例第２４

号）第１７条による特別使用許可を受けた者

（以下「許可者」という。）」を加える。 

 第５条に次の２項を加える。 

２ 管理者は、特別の理由により賦課対象区域

に変更の必要を認めたときは、変更する賦課

対象区域を定め、これを公告しなければなら

ない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、管理者は、亀

岡市下水道条例第１７条に規定する特別使用

の許可を受けようとする土地に負担金を賦課

することができる。この場合において、当該

特別使用許可をもって、第１項の公告があっ

たものとみなす。 

 第６条に次の１項を加える。 

５ 前項の規定にかかわらず、受益者のうち許

可者に係る負担金は、管理者の定める日まで

に一括で徴収するものとする。ただし、管理

者が特に必要と認めた場合においては、この

限りでない。 

 第８条第１項及び第９条第２項中「一に」を

「いずれかに」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 亀岡市消防団員等公務災害補償条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２０号 

 

亀岡市消防団員等公務災害補償条

例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市消防団員等公務災害補償条例（昭和 

４１年亀岡市条例第１７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 附則第５条第１項中「当該損害補償」を「当

該年金たる損害補償」に、「掲げる年金たる給

付」を「掲げる当該法律による年金たる給付」

に改め、同項の表を次のように改める。 
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１ 傷病補償
年 金 （ 第 
１８条の２
に規定する
公務上の災
害に係るも
の を 除
く。） 

厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）による障害厚生
年金又は被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険
法等の一部を改正する法律（平成２４年法律第６３号。以下こ
の表及び次項の表において「平成２４年一元化法」という。）
附則第４１条第１項の規定による障害共済年金若しくは平成 
２４年一元化法附則第６５条第１項の規定による障害共済年金
（以下「障害厚生年金等」という。）及び国民年金法（昭和 
３４年法律第１４１号）による障害基礎年金（同法第３０条の
４の規定による障害基礎年金を除く。以下この表、次項の表及
び第５項の表において「障害基礎年金」という。） 

０．７３

２ 傷病補償
年 金 （ 第 
１８条の２
に規定する
公務上の災
害に係るも
の に 限
る。） 

障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．８２（第
１級又は第２
級の傷病等級
に該当する障
害に係る傷病
補 償 年 金 に
あ っ て は 、
０．８１） 

３ 障害補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の を 除

く。） 

障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３

４ 障害補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の に 限

る。） 

障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．８２（第

１級又は第２

級の障害等級

に該当する障

害に係る障害

補 償 年 金 に

あ っ て は 、

０．８１） 

５ 遺族補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の を 除

く。） 

厚生年金保険法による遺族厚生年金又は平成２４年一元化法附

則第４１条第１項の規定による遺族共済年金若しくは平成２４

年一元化法附則第６５条第１項の規定による遺族共済年金（以

下この表及び次項の表において「遺族厚生年金等」という。）

及び国民年金法による遺族基礎年金（国民年金法等の一部を改

正する法律（昭和６０年法律第３４号。以下「国民年金等改正

法」という。）附則第２８条第１項の規定による遺族基礎年金

を除く。以下この表及び次項の表において「遺族基礎年金」と

いう。） 

０．８０

 



 
亀 岡 市 公 報 

 28 

第８５５号平成２８年４月１５日発行 

６ 遺族補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の に 限

る。） 

遺族厚生年金等及び遺族基礎年金 ０．８７

 

 附則第５条第２項中「、当該損害補償」を「、当該年金たる損害補償」に、「から当該損害補

償」を「から当該年金たる損害補償」に改め、同項の表を次のように改める。 

 

１ 傷病補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の を 除

く。） 

１ 障害厚生年金等 ０．８８

２ 障害基礎年金（当該損害補償の事由となった障害について

平成２４年一元化法附則第３７条第１項に規定する給付のう

ち障害共済年金、平成２４年一元化法附則第６１条第１項に

規定する給付のうち障害共済年金、平成２４年一元化法附則

第７９条に規定する給付のうち障害共済年金又は厚生年金保

険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るため

の農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律（平成

１３年法律第１０１号）附則第２条第１項第２号に規定する

旧農林共済法（以下この表において「旧農林共済法」とい

う。）による障害共済年金（以下この表及び第５項の表にお

いて「平成２４年一元化法改正前国共済法等による障害共済

年金」という。）が支給される場合を除く。） 

０．８８

２ 傷病補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の に 限

る。） 

１ 障害厚生年金等 ０．９２（第

１級の傷病等

級に該当する

障害に係る傷

病補償年金に

あ っ て は 、

０．９１） 

２ 障害基礎年金（当該損害補償の事由となった障害について

平成２４年一元化法改正前国共済法等による障害共済年金が

支給される場合を除く。） 

０．９２（第

１級の傷病等

級に該当する

障害に係る傷

病補償年金に

あ っ て は 、

０．９１） 

３ 障害補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の を 除

く。） 

１ 障害厚生年金等 ０．８３

２ 障害基礎年金（当該損害補償の事由となった障害について

平成２４年一元化法改正前国共済法等による障害共済年金が

支給される場合を除く。） 

０．８８
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４ 障害補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の に 限

る。） 

１ 障害厚生年金等 ０．８９（第

１級又は第２

級の障害等級

に該当する障

害に係る障害

補 償 年 金 に

あ っ て は 、

０．８８） 

２ 障害基礎年金（当該損害補償の事由となった障害について

平成２４年一元化法改正前国共済法等による障害共済年金が

支給される場合を除く。） 

０．９２（第

１級の障害等

級に該当する

障害に係る障

害補償年金に

あ っ て は 、

０．９１） 

５ 遺族補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の を 除

く。） 

１ 遺族厚生年金等 ０．８４

２ 遺族基礎年金（当該損害補償の事由となった死亡について

平成２４年一元化法附則第３７条第１項に規定する給付のう

ち遺族共済年金、平成２４年一元化法附則第６１条第１項に

規定する給付のうち遺族共済年金、平成２４年一元化法附則

第７９条に規定する給付のうち遺族共済年金又は旧農林共済

法による遺族共済年金（以下この表において「平成２４年一

元化法改正前国共済法等による遺族共済年金」という。）が

支給される場合を除く。）又は国民年金法による寡婦年金 

０．８８

６ 遺族補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の に 限

る。） 

１ 遺族厚生年金等 ０．８９

２ 遺族基礎年金（当該損害補償の事由となった死亡について

平成２４年一元化法改正前国共済法等による遺族共済年金が

支給される場合を除く。）又は国民年金法による寡婦年金 

０．９２

 

 附則第５条第３項中「当該損害補償」を「当該年金たる損害補償」に、「年金たる給付の２が支

給される」を「法律による年金たる給付の数が２である」に、「、当該年金たる給付」を「、当該

法律による年金たる給付」に改め、同項の表を次のように改める。 

 

１ 傷病補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の を 除

く。） 

１ 国民年金等改正法附則第８７条第１項に規定する年金たる

保険給付のうち障害年金（以下この表及び第６項の表におい

て「旧船員保険法による障害年金」という。） 

０．７５

２ 国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定する年金たる

保険給付のうち障害年金（以下この表及び第６項の表におい

て「旧厚生年金保険法による障害年金」という。） 

０．７５

３ 国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定する年金たる

給付のうち障害年金（以下この表及び第６項の表において

「旧国民年金法による障害年金」という。） 

０．８９
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２ 傷病補償
年 金 （ 第 
１８条の２
に規定する
公務上の災
害に係るも
の に 限
る。） 

１ 旧船員保険法による障害年金 ０．８３（第

１級の傷病等

級に該当する

障害に係る傷

病補償年金に

あ っ て は 、

０．８２） 

 ２ 旧厚生年金保険法による障害年金 ０．８３（第

１級の傷病等

級に該当する

障害に係る傷

病補償年金に

あ っ て は 、

０．８２） 

３ 旧国民年金法による障害年金 ０．９３（第

１級又は第２

級の傷病等級

に該当する障

害に係る傷病

補 償 年 金 に

あ っ て は 、

０．９２） 

３ 障害補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の を 除

く。） 

１ 旧船員保険法による障害年金 ０．７４

２ 旧厚生年金保険法による障害年金 ０．７４

３ 旧国民年金法による障害年金 ０．８９

４ 障害補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の に 限

る。） 

１ 旧船員保険法による障害年金 ０．８３（第

１級の障害等

級に該当する

障害に係る障

害 補 償 年 金

に あ っ て は

０．８１、第

２級の障害等

級に該当する

障害に係る障

害 補 償 年 金

に あ っ て は

０．８２） 

２ 旧厚生年金保険法による障害年金 ０．８３（第

１級の障害等

級に該当する

障害に係る障
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  害 補 償 年 金

に あ っ て は

０．８１、第

２級の障害等

級に該当する

障害に係る障

害 補 償 年 金

に あ っ て は

０．８２） 

３ 旧国民年金法による障害年金 ０．９３（第

１級又は第２

級の障害等級

に該当する障

害に係る障害

補 償 年 金 に

あ っ て は 、

０．９２） 

５ 遺族補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の を 除

く。） 

１ 国民年金等改正法附則第８７条第１項に規定する年金たる

保険給付のうち遺族年金 

０．８０

２ 国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定する年金たる

保険給付のうち遺族年金 

０．８０

３ 国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定する年金たる

給付のうち母子年金、準母子年金、遺児年金又は寡婦年金 

０．９０

６ 遺族補償

年 金 （ 第 

１８条の２

に規定する

公務上の災

害に係るも

の に 限

る。） 

１ 国民年金等改正法附則第８７条第１項に規定する年金たる

保険給付のうち遺族年金 

０．８７

２ 国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定する年金たる

保険給付のうち遺族年金 

０．８７

３ 国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定する年金たる

給付のうち母子年金、準母子年金、遺児年金又は寡婦年金 

０．９３

 

 附則第５条第４項中「当該損害補償」を「当該年金たる損害補償」に改め、「当該各号に掲げ

る」の次に「法律による」を加え、同条第５項を次のように改める。 

５ 休業補償を受ける権利を有する者が、同一の事由について次の表の左欄に掲げる法律による年

金たる給付の支給を受ける場合には、当分の間、第８条の規定にかかわらず、同条の規定による

休業補償の額に、同表の左欄に掲げる当該法律による年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲

げる率を乗じて得た額（その額が当該休業補償の額から同一の事由について支給される当該法律

による年金たる給付の額（当該法律による年金たる給付の数が２である場合にあっては、その合

計額）を３６５で除して得た額を控除した残額を下回る場合には、当該残額）を支給する。 
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障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３

障害厚生年金等（当該損害補償の事由となった障害について障害基礎年金が支

給される場合を除く。） 

０．８８

障害基礎年金（当該損害補償の事由となった障害について障害厚生年金等又は

平成２４年一元化法改正前国共済法等による障害共済年金が支給される場合を

除く。） 

０．８８

 

 附則第５条第６項中「この条例の規定にかかわらず、この条例」を「第８条の規定にかかわらず、

同条」に改め、「同表の左欄に掲げる」の次に「当該」を加え、「がこの条例の規定による」を

「が当該」に、「当該年金たる給付」を「当該法律による年金たる給付」に改め、同項の表中「の

規定」を削る。 

 

   附 則 

 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の亀岡市消防団員等公務災害補償条例附則第５条の規定は、この条例の

施行の日（以下「施行日」という。）以後に支給すべき事由の生じた年金たる損害補償及び休業

補償並びに施行日前に支給すべき事由の生じた施行日以後の期間に係る年金たる損害補償につい

て適用し、施行日前に支給すべき事由の生じた施行日前の期間に係る年金たる損害補償及び施行

日前に支給すべき事由の生じた休業補償については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 
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 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２１号 

 

議会の議員の議員報酬及び費用弁

償等に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例（昭和３１年亀岡市条例第２４号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第４条第３項中「前項」を「前３項」に、

「旅費」を「費用弁償」に、「亀岡市職員等の

旅費に関する条例（昭和３７年亀岡市条例第 

１４号）中第１８条第２項及び第３項の規定を

除き」を「亀岡市職員等の旅費に関する条例

（昭和３７年亀岡市条例第１４号）の規定（第

１項の旅費にあっては同条例第１８条第２項及

び第３項を除く。）を」に改め、同項を同条第

４項とし、同条第２項中「前項」を「前２項」

に、「旅費」を「費用弁償」に改め、同項を同

条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加

える。 

２ 議長、副議長及び議員が招集に応じて本会

議、常任委員会、議会運営委員会、特別委員

会又は亀岡市議会会議規則（昭和５３年議会

規則第１号）第１６６条に規定する協議等の

場に出席したときは、住居から参集場所まで

の往復の路程に応じて、費用弁償として交通

費の実費相当額を支給する。 

 別表中 

「 

 

 

 

 

 

                    」

を 

「 

 

 

 

 

 

                    」

に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市議会委員会条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２２号 

 

亀岡市議会委員会条例の一部を改

正する条例 

 

鉄道賃 船賃 
車賃（１キロメート

ルにつき） 

特別職の職員で常勤

の者の例に準じる。

円

３７ 

交通費 

鉄道賃 船賃 車賃 

特別職の職員で常勤

の者の例に準じる。

１キロメートルにつ

き３７円又は実費額
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 亀岡市議会委員会条例（昭和４８年亀岡市条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条総務文教常任委員会の項第２号中「政

策推進室」を「市長公室」に改め、同条産業建

設常任委員会の項中第４号を第５号とし、第３

号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加え

る。 

⑶ 土木建築部の所管に属する事項 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

規 則 
 

 亀岡市災害対策本部条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第７号 

 

亀岡市災害対策本部条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

 亀岡市災害対策本部条例施行規則（昭和４８

年亀岡市規則第１４号）の一部を次のように改

正する。 

 

 第６条第１項中「（昭和３６年法律第２２３

号）」を「（昭和３６年法律第２２３号。以下

「法」という。）」に改める。 

 第１４条中「災害対策基本法」を「法」に改

める。 
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 別表第２中 

「 

都市整備班 １ 公園等の被害状況調査及び応急復旧に関すること。 

                                     」 

を 

「 

都市整備班 １ 公園等の被害状況調査及び応急復旧に関すること。 

政策交通班 
 

１ 公共交通機関等の被害状況調査及び連絡調整に関するこ
と。 

                                     」 

に改める。 

 別表第３中 

「 

近畿農政局企画調整室 食糧の確保及びあっせん 

                                         」 

を 

「 

近畿農政局生産部生産技術環境課 食糧の確保及びあっせん 

                                         」 

に、 

「 

関西電力株式会社京都営業所 電気施設の復旧 

                                         」 

を 

「 

関西電力株式会社京都支社 電気施設の復旧 

                                         」 

に、 

「 

社団法人京都府エルピーガス協会（昭和
５４年１月４日に社団法人京都府エル
ピーガス協会という名称で設立された法
人をいう。）亀岡支部 

ＬＰガスの供給 

日本郵便株式会社亀岡支店 関係日本郵便株式会社の営業所又は郵便
局（日本郵便株式会社法（平成１７年法
律第１００号）第２条第４項に規定する
郵便局をいう。）の被害及び滞貨状況等
の連絡通報 

                                         」 

を 
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「 

一般社団法人京都府ＬＰガス協会（平成
２５年４月１日に一般社団法人京都府Ｌ
Ｐガス協会という名称で設立された法人
をいう。）亀岡支部 

ＬＰガスの供給 

西日本高速道路株式会社関西支社京都高
速道路事務所 

高速道路施設の復旧 

国土交通省近畿地方整備局京都国道事務
所 

一般国道９号の応急復旧 

日本郵便株式会社亀岡郵便局 関係日本郵便株式会社の営業所又は郵便
局（日本郵便株式会社法（平成１７年法
律第１００号）第２条第４項に規定する
郵便局をいう。）の被害及び滞貨状況等
の連絡通報 

                                         」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第８号 

 

亀岡市事務分掌規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市事務分掌規則（平成１２年亀岡市規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第１項中「政策推進室」を「市長公室」に改める。 

 第４条第２項中「企画管理部長」を「市長公室長」に改める。 

 別表第１から別表第３までを次のように改める。 
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別
表

第
１
（

第
２

条
関

係
）
 

室
及
び
部
 

課
 

係
 

市
長
公
室
 

秘
書

広
報
課
 

秘
書
係
 
広
報
広
聴
係
 

人
事

課
 

能
力
開
発
係
 
人
事
係
 

給
与
係
 

ふ
る

さ
と
創
生

課
 

 

企
画
管
理

部
 
企
画

調
整
課
 

企
画
係
 
行
政
改
革
係
 

財
政

課
 

財
務
係
 
予
算
係
 

契
約

検
査
課
 

 

生
涯
学
習

部
 
市
民

力
推
進
課
 

市
民
活
動
推
進
係
 
文
化

・
国
際

交
流
係
 

地
球
環
境

子
ど
も

村
係

 

人
権

啓
発
課
 

啓
発
振
興
係
 
男
女
共
同
参
画
推

進
係
 

ス
ポ

ー
ツ
推
進

課
 

 

総
務
部
 

総
務

課
 

総
務
係
 
行
政
係
 
文
書

管
理
係

 
情
報
化

推
進
係
 

自
治

防
災
課
 

自
治
振
興
係
 
防
災
・
危
機
管
理

係
 
セ
ー

フ
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
係

消
防
係
 

税
務

課
 

諸
税
係
 
市
民
税
係
 
土

地
係
 

家
屋
係
 

収
納
係
 

環
境
市
民

部
 
環
境

政
策
課
 

環
境
政
策
係
 
環
境
保
全
係
 
施

設
整
備
係
 

環
境

ク
リ
ー
ン

推
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課
 

計
画
係
 
施
設
管
理
係
 

埋
立
施

設
係
 
若

宮
管
理
係
 

市
民

課
 

市
民
相
談
係
 
受
付
係
 

戸
籍
係

 
国
民
年

金
係
 

保
険

医
療
課
 

高
齢
者
医
療
係
 
国
保
給

付
係
 

国
保
料
係
 

健
康
福
祉

部
 
地
域

福
祉
課
 

福
祉
総
務
係
 
地
域
福
祉
係
 
保

護
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１
係

 
保
護
第

２
係
 

子
育

て
支
援
課
 

子
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係
 
保
育
幼

稚
園
係
 

障
害

福
祉
課
 

障
害
総
務
係
 
障
害
者
医
療
係
 

障
害
者
給

付
係
 
地

域
生
活

支
援

係
 

高
齢

福
祉
課
 

介
護
保
険
係
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護
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定
係
 
い

き
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き
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高

齢
者
係
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進
課
 

健
康
企
画
係
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康
診
査
係
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健
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生
係

 
母
子
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康
係
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業
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光

部
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り
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業
課
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り
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係
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興
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農
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興
課
 

営
農
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進
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担
い
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農
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林
務
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農
地

整
備
課
 

土
地
改
良
係
 
国
営
事
業
係
 

ま
ち
づ
く

り
推

進
部
 

都
市

計
画
課
 

計
画
係
 
景
観
係
 
開
発

指
導
係
 

都
市

整
備
課
 

公
園
緑
地
係
 
区
画
整
理
係
 

政
策

交
通
課
 

政
策
交
通
係
 

土
木
建
築

部
 
桂
川

・
道
路
整

備
課
 

広
域
事
業
係
 
整
備
係
 

土
木
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理
課
 

管
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係
 
道
路
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係
 

河
川
維

持
係
 
用

地
係
 

建
築

住
宅
課
 

住
宅
係
 
建
築
係
 

別
表

第
２
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第

２
条

関
係
）

 

室
及

び
部

 
課

 

市
長
公

室
 

秘
書

広
報

課
 

企
画
管

理
部

 
企
画

調
整

課
 

生
涯
学
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市
民

力
推

進
課

 

総
務
部

 
総
務

課
 

環
境
市
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環
境

政
策

課
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康
福
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地
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産
業
観

光
部

 
も
の

づ
く

り
産
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ち
づ
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り
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進

部
 

都
市

計
画

課
 

土
木
建

築
部

 
桂
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・
道

路
整
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課
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別
表

第
３

（
第

７
条
関

係
）

 

室
及

び
部

 
課
 

分
掌
事

務
 

市
長

公
室

 
秘
書

広
報

課
 

市
長

及
び

副
市

長
の

秘
書

に
関

す
る

こ
と

。
 

儀
式

及
び

交
際

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
長

会
及

び
副

市
長

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

褒
章

及
び

表
彰

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
長

車
の

運
行

管
理

に
関

す
る

こ
と

。
 

他
の

主
管

に
属

さ
な

い
外

部
団

体
と

の
連

絡
及

び
調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

広
報

及
び

広
聴

施
策

の
総

合
企

画
及

び
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
政

の
普

及
宣

伝
に

関
す

る
こ

と
。

 

報
道

機
関

と
の

連
絡

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
民

の
世

論
及

び
広

聴
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
政

に
係

る
陳

情
及

び
要

望
の

総
括

に
関

す
る

こ
と
。

 

市
出

版
物

の
総

合
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
広

報
紙

、
市

勢
要

覧
及

び
お

し
ら

せ
の

編
集

発
行
に

関
す

る
こ

と
。

 

室
の

総
務

担
当

課
事

務
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
人
事

課
 

職
員

の
任

免
及

び
選

考
に

関
す

る
こ

と
。

 

職
員

の
定

数
及

び
配

置
に

関
す

る
こ

と
。

 

職
員

の
進

退
、

賞
罰

及
び

服
務

に
関

す
る

こ
と

。
 

職
員

の
給

与
そ

の
他

勤
務

条
件

に
関

す
る

こ
と

。
 

職
員

の
考

課
に

関
す

る
こ

と
。

 

職
員

の
能

力
開

発
に

関
す

る
こ

と
。

 

職
員

の
保

健
及

び
衛

生
管

理
に

関
す

る
こ

と
。

 

職
員

の
福

利
厚

生
に

関
す

る
こ

と
。

 

職
員

互
助

会
及

び
共

済
組

合
に

関
す

る
こ

と
。

 

被
服

貸
与

に
関

す
る

こ
と

。
 

職
員

団
体

に
関

す
る

こ
と

。
 

他
の

部
局

の
任

命
権

者
と

の
連

絡
調

整
に

関
す

る
こ
と

。
 

そ
の

他
人

事
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
ふ
る

さ
と

創
生

課
 

定
住

促
進

対
策

及
び

少
子

化
対

策
に

関
す

る
こ

と
（
他

の
部

課
等

の
所

管
に

属
す

る
も

の
を

除
く

。
）。

 

シ
テ

ィ
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

に
関

す
る

こ
と

。
 

ふ
る

さ
と

力
向

上
寄

附
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

特
命

事
項

の
調

査
、

研
究

、
政

策
立

案
及

び
総

合
調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

 

企
画

管
理

部
 

企
画
調

整
課

 
総

合
計

画
の

策
定

に
関

す
る

こ
と

。
 

そ
の
他

総
合

計
画

推
進

に
係

る
総

合
調

整
及

び
進

行
管

理
に

関
す
る

こ
と

。
 

夢
ビ
ジ

ョ
ン

シ
ン

ボ
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
推

進
に

関
す

る
こ

と
。
 

市
政
の

重
要

施
策

の
調

査
、

研
究

、
政

策
立

案
及

び
総

合
調

整
に
関

す
る

こ
と

。
 

市
政
運

営
に

必
要

な
情

報
の

収
集

に
関

す
る

こ
と

。
 

重
要
な

国
・

府
に

関
す

る
陳

情
及

び
要

望
に

関
す

る
こ

と
。

市
政

の
基

本
政

策
に

係
る

事
業

推
進

の
調

整
に

関
す

る
こ

と
。
 

行
政
機

構
に

関
す

る
こ

と
。

 

高
幹

部
会

、
部

長
会

議
、

政
策

企
画

会
議

及
び

総
務

担
当

課
長
会

議
に

関
す

る
こ

と
。

 

総
合
教

育
会

議
に

関
す

る
こ

と
。

 

行
政
改

革
に

関
す

る
こ

と
。

 

地
方
分

権
に

関
す

る
こ

と
。

 

事
務
能

率
に

関
す

る
こ

と
。

 

主
要
事

務
事

業
の

進
行

管
理

に
関

す
る

こ
と

。
 

国
土
利

用
計

画
市

計
画

の
策

定
に

関
す

る
こ

と
。

 

部
の
総

務
担

当
課

事
務

に
関

す
る

こ
と

。
 

 
財

政
課

 
財

政
計

画
に

関
す

る
こ

と
。

 

予
算
の

編
成

に
関

す
る

こ
と

。
 

予
算
の

執
行

計
画

の
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

予
算
の

執
行

管
理

に
関

す
る

こ
と

。
 

地
方
交

付
税

に
関

す
る

こ
と

。
 

財
政
に

つ
い

て
の

調
整

及
び

報
告

に
関

す
る

こ
と

。
 

財
政
状

況
の

公
表

に
関

す
る

こ
と

。
 

税
外
収

入
の

調
定

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
債
及

び
借

入
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

公
債
費

の
償

還
に

関
す

る
こ

と
。

 

基
金
管

理
に

関
す

る
こ

と
。

 

土
地
開

発
公

社
と

の
連

絡
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

そ
の
他

予
算

に
関

す
る

こ
と

。
 

 
契

約
検

査
課

 
入

札
参

加
業

者
の

資
格

審
査

及
び

選
定

の
調

整
に

関
す

る
こ

と
。
 

指
名
委

員
会

に
関

す
る

こ
と

。
 

物
品
購

入
等

調
整

委
員

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

入
札
及

び
契

約
事

務
の

総
括

に
関

す
る

こ
と

。
 

主
要
事

業
の

進
行

管
理

に
関

す
る

こ
と

。
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主
要

事
業

の
検

査
及

び
指

導
に

関
す

る
こ

と
。

 

土
木

及
び

建
築

工
事

の
検

査
（

別
に

定
め

る
も

の
を
除

く
。
）

に
関

す
る

こ
と

。
 

複
数

の
建

設
工

事
担

当
課

に
係

る
事

務
に

関
す

る
こ
と

。
 

事
業

の
再

評
価

に
関

す
る

こ
と

。
 

建
設

工
事

事
故

調
査

委
員

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

生
涯

学
習

部
 

市
民

力
推

進
課

 
生
涯

学
習

に
係

る
総

合
企

画
及

び
調

整
に

関
す

る
こ
と

。
 

生
涯

学
習

に
係

る
調

査
及

び
研

究
に

関
す

る
こ

と
。
 

生
涯

学
習

推
進

審
議

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
民

協
働

及
び

市
民

活
動

に
係

る
総

合
調

整
及

び
推
進

に
関

す
る

こ
と

。
 

芸
術

文
化

の
企

画
及

び
総

括
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
民

憲
章

及
び

市
歌

の
普

及
に

関
す

る
こ

と
。

 

国
際

親
善

に
関

す
る

こ
と

。
 

国
内

交
流

に
関

す
る

こ
と

。
 

ガ
レ

リ
ア

か
め

お
か

に
関

す
る

こ
と

。
 

亀
岡

会
館

に
関

す
る

こ
と

。
 

交
流

会
館

に
関

す
る

こ
と

。
 

生
涯

学
習

か
め

お
か

財
団

と
の

連
絡

調
整

に
関

す
る
こ

と
。

文
化

団
体

等
と

の
連

絡
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

大
学

等
連

携
の

総
合

調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

地
球

環
境

子
ど

も
村

に
係

る
総

合
企

画
及

び
調

整
に
関

す
る

こ
と

。
 

地
球

環
境

子
ど

も
村

に
係

る
市

民
活

動
の

推
進

に
関
す

る
こ

と
。

 

地
球

環
境

子
ど

も
村

に
係

る
事

業
推

進
に

関
す

る
こ
と

。
 

環
境

学
習

施
設

に
関

す
る

こ
と

。
 

部
の

総
務

担
当

課
事

務
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
人
権

啓
発

課
 

人
権

施
策

に
係

る
総

合
企

画
及

び
調

整
に

関
す

る
こ
と

。
 

人
権

問
題

の
調

査
研

究
に

関
す

る
こ

と
。

 

人
権

擁
護

委
員

に
関

す
る

こ
と

。
 

人
権

啓
発

活
動

の
推

進
に

関
す

る
こ

と
。

 

人
権

相
談

に
関

す
る

こ
と

。
 

人
権

啓
発

資
料

の
収

集
、

作
成

及
び

活
用

に
関

す
る
こ

と
。

他
の

部
及

び
課

に
属

さ
な

い
人

権
問

題
に

関
す

る
こ
と

。
 

地
域

振
興

（
他

の
部

課
等

の
所

管
に

属
す

る
も

の
を
除

く
。
）

に
関

す
る

こ
と

。
 

文
化

セ
ン

タ
ー

及
び

児
童

館
に

関
す

る
こ

と
。

 

隣
保

事
業

の
届

出
に

関
す

る
こ

と
。

 

住
宅

新
築

資
金

等
貸

付
事

業
管

理
組

合
と

の
連

絡
調
整

に
関

 

 
 

す
る

こ
と

。
 

男
女

共
同

参
画

社
会

実
現

に
係

る
総

合
企

画
及

び
調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

男
女

共
同

参
画

に
係

る
調

査
研

究
及

び
情

報
の

収
集
に

関
す

る
こ

と
。

 

男
女

共
同

参
画

に
係

る
啓

発
及

び
施

策
の

推
進

に
関
す

る
こ

と
。

 

そ
の

他
男

女
共

同
参

画
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
ス
ポ

ー
ツ

推
進

課
 

生
涯

ス
ポ

ー
ツ

の
推

進
に

関
す

る
こ

と
。

 

競
技

力
向

上
に

関
す

る
こ

と
。

 

ス
ポ

ー
ツ

推
進

委
員

に
関

す
る

こ
と

。
 

ス
ポ

ー
ツ

団
体

と
の

連
携

及
び

指
導

者
の

指
導

育
成

に
関
す

る
こ

と
。

 

体
育

施
設

に
関

す
る

こ
と

。
 

体
育

関
係

補
助

金
に

関
す

る
こ

と
。

 

そ
の

他
ス

ポ
ー

ツ
に

関
す

る
こ

と
。

 

体
育

協
会

と
の

連
絡

調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

総
務

部
 

総
務

課
 

条
例

、
規

則
及

び
そ

の
他

例
規

の
制

定
改

廃
及

び
公
布

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
議

会
、

監
査

委
員

及
び

教
育

委
員

会
と

の
連

絡
に
関

す
る

こ
と

。
 

市
例

規
の

編
さ

ん
、

整
理

及
び

保
存

に
関

す
る

こ
と
。

 

事
務

引
継

に
関

す
る

こ
と

。
 

訴
訟

及
び

不
服

申
立

て
（

法
令

等
に

定
め

る
も

の
を
除

く
。
）

に
関

す
る

こ
と

。
 

行
政

境
界

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
長

の
資

産
等

の
公

開
に

関
す

る
こ

と
。

 

政
治

倫
理

に
関

す
る

こ
と

（
議

員
の

政
治

倫
理

に
係
る

調
査

請
求

に
関

す
る

こ
と

を
除

く
。
）
。
 

情
報

公
開

に
関

す
る

こ
と

。
 

個
人

情
報

の
保

護
に

関
す

る
こ

と
。

 

選
挙

管
理

委
員

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

庁
舎

及
び

そ
の

附
帯

設
備

の
維

持
管

理
に

関
す

る
こ
と

。
 

庁
舎

の
取

締
り

及
び

警
備

に
関

す
る

こ
と

。
 

当
直

に
関

す
る

こ
と

。
 

電
話

及
び

庁
内

放
送

の
運

用
管

理
に

関
す

る
こ

と
。
 

庁
内

の
受

付
案

内
及

び
市

民
サ

ー
ビ

ス
に

関
す

る
こ
と

。
 

町
又

は
字

の
区

域
の

新
設

等
の

告
示

に
関

す
る

こ
と
。

 

文
書

の
収

受
及

び
発

送
に

関
す

る
こ

と
。

 

文
書

の
整

理
及

び
保

存
に

関
す

る
こ

と
。
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市
税

に
係

る
調

査
及

び
減

免
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
税

に
係

る
統

計
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
税

に
係

る
証

明
及

び
閲

覧
に

関
す

る
こ

と
。

 

原
動

機
付

自
転

車
及

び
小

型
特

殊
自

動
車

の
標

識
交
付

に
関

す
る

こ
と

。
 

国
有

資
産

等
所

在
市

町
村

交
付

金
に

関
す

る
こ

と
。
 

市
税

、
市
税

の
督

促
手

数
料

及
び

延
滞
金
（

以
下
「

市
税
等

」

と
い

う
。
）
の

収
納

に
関
す

る
こ

と
。

 

市
税

等
の

督
促

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
税

等
の

過
誤

納
金

の
還

付
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
税

等
の

徴
収

金
の

徴
収

委
託

又
は

受
託

に
関

す
る
こ

と
。

市
税

等
の

不
納

欠
損

処
分

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
税

の
口

座
振

替
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
税

等
に

係
る

訴
訟

及
び

不
服

申
立

て
に

関
す

る
こ
と

。
 

京
都

地
方

税
機

構
と

の
連

絡
調

整
に

関
す

る
こ

と
。
 

環
境

市
民

部
 

環
境

政
策

課
 

環
境

政
策

に
係

る
総

合
企

画
、

調
整

及
び

指
導

に
関
す

る
こ

と
。

 

地
球

温
暖

化
対

策
に

関
す

る
こ

と
。

 

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

に
関

す
る

こ
と

。
 

亀
岡

市
環

境
審

議
会

に
関

す
る

こ
と

。
 

大
気

の
汚

染
、

水
質

の
汚

濁
、

騒
音

、
振

動
及

び
悪
臭

そ
の

他
の

公
害

の
防

止
対

策
の

企
画

、
調

整
及

び
指

導
に
関

す
る

こ
と

。
 

公
害

防
止

思
想

の
啓

蒙
及

び
普

及
に

関
す

る
こ

と
。
 

公
害

に
関

す
る

要
望

等
の

受
付

及
び

連
絡

調
整

（
各
部

課
等

と
の

連
絡

調
整

を
含

む
。
）

に
関

す
る

こ
と

。
 

環
境

美
化

（
他

の
部

課
等

の
所

管
に

属
す

る
も

の
を

除
く
。
）

の
推

進
に

関
す

る
こ

と
。

 

不
法

投
棄

対
策

に
関

す
る

こ
と

。
 

自
然

環
境

保
全

（
他

の
部

課
等

の
所

管
に

属
す

る
も
の

を
除

く
。
）
に

関
す

る
こ

と
。
 

土
砂

埋
立

て
等

の
規

制
に

関
す

る
こ

と
。

 

浄
化

槽
に

関
す

る
こ

と
。

 

墓
地

及
び

火
葬

場
に

関
す

る
こ

と
。

 

一
般

廃
棄

物
に

係
る

市
民

窓
口

に
関

す
る

こ
と

。
 

下
矢

田
み

ど
り

の
郷

広
場

に
関

す
る

こ
と

。
 

狂
犬

病
予

防
及

び
動

物
の

飼
養

管
理

等
に

関
す

る
こ
と

。
 

ね
ず

み
族

及
び

昆
虫

等
の

駆
除

に
関

す
る

こ
と

。
 

生
活

関
連

施
設

の
施

設
整

備
に

関
す

る
こ

と
。

 

部
の

総
務

担
当

課
事

務
に

関
す

る
こ

と
。

 

 

 
 

公
用

文
の

取
扱

い
改

善
に

関
す

る
こ

と
。

 

情
報

化
推

進
に

関
す

る
こ

と
。

 

行
政

情
報

シ
ス

テ
ム

の
導

入
及

び
総

合
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

電
算

室
及

び
電

算
機

器
等

の
管

理
運

用
に

関
す

る
こ

と
。
 

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

対
策

に
関

す
る

こ
と

。
 

公
告

式
に

関
す

る
こ

と
。

 

公
印

の
保

管
に

関
す

る
こ

と
。

 

基
幹

統
計

そ
の

他
各

種
統

計
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
公

報
の

発
行

に
関

す
る

こ
と

。
 

浄
書

及
び

印
刷

に
関

す
る

こ
と

。
 

他
の

部
及

び
課

の
主

管
に

属
さ

な
い

事
務

に
関

す
る
こ

と
。

部
の

総
務

担
当

課
事

務
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
自
治

防
災

課
 

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

推
進

に
関

す
る

こ
と

。
 

自
治

会
及

び
自

治
委

員
に

関
す

る
こ

と
。

 

地
縁

団
体

の
法

人
格

取
得

に
関

す
る

こ
と

。
 

自
衛

隊
に

関
す

る
こ

と
。

 

危
機

管
理

に
関

す
る

こ
と

。
 

災
害

対
策

（
事

業
を

除
く

。
）

及
び

防
災

会
議

に
関
す

る
こ

と
。

 

地
域

防
災

計
画

の
立

案
に

関
す

る
こ

と
。

 

地
域

防
災

無
線

の
運

用
及

び
管

理
に

関
す

る
こ

と
。
 

国
民

保
護

に
関

す
る

こ
と

。
 

セ
ー

フ
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

推
進

に
関

す
る

こ
と

。
 

防
犯

及
び

暴
力

追
放

に
関

す
る

こ
と

。
 

交
通

安
全

対
策
（
施

設
の

維
持

管
理
を

除
く

。）
に

関
す

る
こ

と
。

 

交
通

安
全

対
策

会
議

に
関

す
る

こ
と

。
 

消
防

団
の

組
織

及
び

定
員

に
関

す
る

こ
と

。
 

消
防

団
員

の
人

事
、

給
与

及
び

教
養

訓
練

に
関

す
る
こ

と
。

消
防

団
機

械
器

具
の

整
備

保
全

に
関

す
る

こ
と

。
 

消
防

地
水

利
に

関
す

る
こ

と
。

 

そ
の

他
非

常
備

消
防

及
び

水
防

に
関

す
る

こ
と

。
 

京
都

中
部

広
域

消
防

組
合

と
の

連
絡

調
整

に
関

す
る
こ

と
。

 
税
務

課
 

市
民

税
、

固
定

資
産

税
、

都
市

計
画

税
、

軽
自

動
車
税

、
市

た
ば

こ
税

、
入
湯

税
及

び
特

別
土
地

保
有

税
（
以

下
「

市
税

」

と
い

う
。
）
の

賦
課

並
び
に

調
定

に
関

す
る

こ
と

。
 

府
民

税
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
税

に
係

る
課

税
台

帳
及

び
関

係
資

料
の

整
理

保
管
に

関
す

る
こ

と
。
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環
境

ク
リ

ー
ン

推
進

課
 

一
般

廃
棄

物
の

処
理

及
び

計
画

に
関

す
る

こ
と

。
 

一
般

廃
棄

物
の

収
集

運
搬

に
関

す
る

こ
と

。
 

一
般

廃
棄

物
の

処
理

等
に

係
る

統
計

資
料

に
関

す
る
こ

と
。

一
般

廃
棄

物
（

ご
み

）
の

受
付

に
関

す
る

こ
と

。
 

ご
み

の
減

量
及

び
資

源
化

に
関

す
る

こ
と

。
 

一
般

廃
棄

物
処

理
業

及
び

浄
化

槽
清

掃
業

の
許

可
に
関

す
る

こ
と

。
 

亀
岡

市
循

環
型

社
会

推
進

審
議

会
に

関
す

る
こ

と
。
 

資
源

循
環

型
社

会
の

推
進

に
関

す
る

こ
と

。
 

環
境

事
業

公
社

と
の

連
絡

調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

一
般

廃
棄

物
処

理
施

設
の

維
持

管
理

及
び

技
術

的
管
理

に
関

す
る

こ
と

。
 

一
般

廃
棄

物
（

ご
み

）
の

埋
立

処
分

に
関

す
る

こ
と
。

 

一
般

廃
棄

物
処

理
に

係
る

特
殊

車
両

の
運

転
及

び
保
守

管
理

に
関

す
る

こ
と

。
 

終
処
分

場
の

維
持

管
理

に
関

す
る

こ
と

。
 

粗
大

ご
み

及
び

資
源

ご
み

等
の

保
管

に
関

す
る

こ
と
。

 

持
込

み
一

般
廃

棄
物

等
の

受
付

、
指

導
及

び
監

視
に
関

す
る

こ
と

。
 

労
働

安
全

衛
生

に
関

す
る

こ
と

。
 

し
尿

く
み

と
り

料
金

の
調

定
、

徴
収

及
び

滞
納

整
理
に

関
す

る
こ

と
。

 

し
尿

く
み

と
り

申
込

み
の

手
続

に
関

す
る

こ
と

。
 

し
尿

及
び

浄
化

槽
汚

泥
の

処
理

に
関

す
る

こ
と

。
 

そ
の

他
一

般
廃

棄
物

に
関

す
る

こ
と

（
他

の
部

課
等
の

所
管

に
属

す
る

も
の

を
除

く
。
）
。
 

 
市
民

課
 

市
民

相
談

に
関

す
る

こ
と

。
 

行
政

相
談

委
員

に
関

す
る

こ
と

。
 

住
民

基
本

台
帳

法
（

昭
和

４
２

年
法

律
第

８
１

号
）

に
関
す

る
こ

と
。

 

印
鑑

の
登

録
に

関
す

る
こ

と
。

 

住
民

異
動

に
関

す
る

届
出

の
受

付
及

び
転

出
証

明
書
の

交
付

に
関

す
る

こ
と

。
 

住
居

表
示

の
実

施
に

関
す

る
こ

と
。

 

住
民

票
の

写
し

等
の

自
動

交
付

機
の

管
理

に
関

す
る
こ

と
。

自
動

車
の

臨
時

運
行

許
可

申
請

に
関

す
る

こ
と

。
 

人
口

統
計

に
関

す
る

こ
と

。
 

さ
く

ら
カ

ー
ド

及
び

つ
つ

じ
カ

ー
ド

の
交

付
に

関
す

る
こ

と
。

 

個
人

番
号

の
指

定
及

び
通

知
等

並
び

に
個

人
番

号
カ
ー

ド
の

交
付

等
に

関
す

る
こ

と
。

 

 

 
 

公
的

個
人

認
証

の
電

子
証

明
書

発
行

に
関

す
る

こ
と
。

 

そ
の

他
諸

証
明

に
関

す
る

こ
と

。
 

戸
籍

法
（

昭
和

２
２

年
法

律
第

２
２

４
号

）
に

関
す

る
こ

と
。

 

特
別

永
住

者
及

び
在

留
管

理
に

関
す

る
こ

と
。

 

民
事

及
び

刑
事

処
分

の
通

知
及

び
管

理
に

関
す

る
こ
と

。
 

人
口

動
態

調
査

に
関

す
る

こ
と

。
 

埋
火

葬
許

可
及

び
火

葬
場

使
用

許
可

に
関

す
る

こ
と
。

 

相
続

税
法

（
昭

和
２

５
年

法
律

第
７

３
号

）
に
基

づ
く

税
務

署
長

へ
の

通
知

に
関

す
る

こ
と

。
 

国
民

年
金

被
保

険
者

の
資

格
等

に
関

す
る

こ
と

。
 

国
民

年
金

保
険

料
の

免
除

及
び

学
生

納
付

特
例

の
申
請

に
関

す
る

こ
と

。
 

福
祉

年
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

基
礎

年
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

国
民

年
金

の
相

談
に

関
す

る
こ

と
。

 

在
日

外
国

人
特

別
給

付
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

特
別

障
害

給
付

金
に

関
す

る
こ

と
。

 

そ
の

他
国

民
年

金
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
保
険

医
療

課
 

後
期

高
齢

者
医

療
被

保
険

者
の

資
格

得
喪

に
関

す
る
こ

と
。

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

の
徴

収
及

び
滞

納
処

分
に
関

す
る

こ
と

。
 

保
険

給
付

及
び

葬
祭

費
等

の
支

給
申

請
の

受
付

に
関
す

る
こ

と
。

 

高
齢

者
医

療
に

関
す

る
こ

と
。

 

京
都

府
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

と
の

連
絡

調
整
に

関
す

る
こ

と
。

 

そ
の

他
後

期
高

齢
者

医
療

に
関

す
る

こ
と

。
 

国
民

健
康

保
険

の
給

付
及

び
保

健
事

業
に

関
す

る
こ
と

。
 

出
産

育
児

一
時

金
及

び
葬

祭
費

の
交

付
に

関
す
る

こ
と

。
 

医
療

費
支

払
資

金
の

貸
付

け
に

関
す

る
こ

と
。

 

療
養

給
付

費
交

付
金

、
財

政
調

整
交

付
金

及
び

前
期
高

齢
者

交
付

金
に

関
す

る
こ

と
。

 

高
額

介
護

合
算

療
養

費
等

に
関

す
る

こ
と

。
 

高
額

医
療

費
共

同
事

業
及

び
保

険
財

政
共

同
安

定
化
事

業
等

に
関

す
る

こ
と

。
 

特
定

健
診

・
特

定
保

健
事

業
に

関
す

る
こ

と
。

 

後
期

高
齢

者
支

援
金

、
前

期
高

齢
者

納
付

金
及

び
介
護

納
付

金
に

関
す

る
こ

と
。

 

国
民

健
康

保
険

事
業

の
運

営
計

画
に

関
す

る
こ

と
。
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国
民

健
康

保
険

運
営

協
議

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

国
民

健
康

保
険

被
保

険
者

の
資

格
得

喪
に

関
す

る
こ
と

。
 

国
民

健
康

保
険

料
の

調
定

賦
課

及
び

減
免

に
関

す
る
こ

と
。

国
民

健
康

保
険

料
の

徴
収

及
び

滞
納

処
分

に
関

す
る
こ

と
。

そ
の

他
国

民
健

康
保

険
に

関
す

る
こ

と
。

 

健
康

福
祉

部
 

地
域

福
祉

課
 

保
健

及
び

福
祉

に
係

る
総

合
企

画
及

び
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

福
祉

事
務

所
の

必
要

な
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

社
会

福
祉

統
計

に
関

す
る

こ
と

。
 

社
会

福
祉

法
人

の
設

立
の

認
可

に
関

す
る

こ
と

。
 

社
会

福
祉

法
人

の
指

導
監

督
（

他
の

部
課

等
の

所
管
に

属
す

る
も

の
を

除
く

。）
に

関
す

る
こ

と
。

 

総
合

福
祉

セ
ン

タ
ー

に
関

す
る

こ
と

。
 

厚
生

会
館

に
関

す
る

こ
と

。
 

ふ
れ

あ
い

プ
ラ

ザ
に

関
す

る
こ

と
。

 

福
祉

関
係

諸
団

体
（

別
に

定
め

る
も
の

を
除

く
。
）
と
の

連
絡

調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

福
祉

有
償

運
送

運
営

協
議

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

民
生

委
員
・
児

童
委

員
及
び

主
任

児
童

委
員

に
関

す
る

こ
と

。

地
域

福
祉

計
画

に
関

す
る

こ
と

。
 

社
会

福
祉

協
議

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

災
害

時
要

配
慮

者
支

援
事

業
の

推
進

に
関

す
る

こ
と
。

 

生
活

保
護

の
決

定
及

び
実

施
に

関
す

る
こ

と
。

 

生
活

困
窮

者
自

立
支

援
法
（

平
成

２
５

年
法

律
第

１
０

５
号

）

に
関

す
る

こ
と

。
 

社
会

的
孤

立
防

止
対

策
に

関
す

る
こ

と
。

 

自
殺

予
防

対
策

に
関

す
る

こ
と

。
 

社
会

を
明

る
く

す
る

運
動

に
関

す
る

こ
と

。
 

社
会

福
祉

関
係

の
各

種
募

金
に

関
す

る
こ

と
。

 

勤
労

者
福

祉
に

関
す

る
こ

と
。

 

海
外

引
揚

者
及

び
留

守
家

族
の

援
護

に
関

す
る

こ
と
。

 

戦
没

者
の

慰
霊

に
関

す
る

こ
と

。
 

戦
傷

病
者

及
び

戦
没

者
遺

族
等

の
援

護
に

関
す

る
こ
と

。
 

災
害

弔
慰

金
の

支
給

に
関

す
る

こ
と

。
 

交
通

遺
児

の
支

援
に

関
す

る
こ

と
。

 

く
ら

し
の

資
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

行
旅

病
人

及
び

行
旅

死
亡

人
に

関
す

る
こ

と
。

 

ホ
ー

ム
レ

ス
に

関
す

る
こ

と
。

 

社
会

福
祉

事
業

基
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

 

 
 

保
護

司
会

に
関

す
る

こ
と

。
 

部
の

総
務

担
当

課
事

務
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
子
育

て
支

援
課

次
世

代
育

成
支

援
対

策
推

進
法

（
平

成
１

５
年

法
律

第

１
２

０
号

。
他

の
部

課
等

の
所

管
に

属
す

る
も

の
を

除

く
。
）
に

関
す

る
こ

と
。
 

青
少

年
の

健
全

育
成

に
関

す
る

こ
と

。
 

青
少

年
問

題
協

議
会

に
関

す
る

こ
と

。
 

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

に
関

す
る

こ
と

。
 

児
童

福
祉

法
（

昭
和

２
２

年
法

律
第

１
６

４
号

。
別
に

定
め

る
も

の
を

除
く

。）
に

関
す

る
こ

と
。

 

児
童

手
当

及
び

児
童

扶
養

手
当

に
関

す
る

こ
と
。

 

助
産

施
設

の
入

所
に

関
す

る
こ

と
。

 

母
子

及
び

父
子

並
び

に
寡

婦
福

祉
法

（
昭

和
３

９
年
法

律
第

１
２

９
号

）
に

関
す

る
こ

と
。

 

家
庭

児
童

相
談

室
に

関
す

る
こ

と
。

 

こ
ど

も
医

療
に

関
す

る
こ

と
。

 

ひ
と

り
親

家
庭

医
療

に
関

す
る

こ
と

。
 

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
事

業
計

画
に

関
す

る
こ

と
。
 

未
熟

児
養

育
医

療
に

関
す

る
こ

と
。

 

保
育

の
方

針
及

び
計

画
に

関
す

る
こ

と
。

 

保
育

所
施

設
の

整
備

及
び

管
理

に
関

す
る

こ
と

。
 

保
育

所
及

び
市

立
幼

稚
園

の
運

営
指

導
及

び
連

絡
調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

保
育

所
及

び
市

立
幼

稚
園

の
入

退
所

（
園

）
に

関
す

る
こ

と
。

 

保
育

料
の

調
定

及
び

徴
収

に
関

す
る

こ
と

。
 

そ
の

他
保

育
に

関
す

る
こ

と
。

 

そ
の

他
市

立
幼

稚
園

（
他

の
部

課
等

の
所

管
に

属
す
る

も
の

を
除

く
。
）
に

関
す

る
こ
と

。
 

 
障
害

福
祉

課
 

身
体

障
害

者
福

祉
法

（
昭

和
２

４
年

法
律

第
２

８
３
号

）
に

関
す

る
こ

と
。

 

知
的

障
害

者
福

祉
法

（
昭

和
３

５
年

法
律

第
３

７
号
）

に
関

す
る

こ
と

。
 

精
神

保
健

及
び

精
神

障
害

者
福

祉
に

関
す

る
法

律
（

昭
和

２
５

年
法

律
第

１
２

３
号

）
に

お
け

る
障

害
者

福
祉
に

関
す

る
こ

と
。

 

障
害

者
福

祉
に

関
す

る
こ

と
。

 

障
害

者
の

日
常

生
活

及
び

社
会

生
活

を
総

合
的

に
支
援

す
る

た
め

の
法

律
（

平
成

１
７

年
法

律
第

１
２

３
号

）
に
関

す
る

こ
と

。
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特
別

障
害

者
手

当
及

び
特

別
児

童
扶

養
手

当
等

に
関
す

る
こ

と
。

 

障
害

児
福

祉
に

関
す

る
こ

と
。

 

こ
ど

も
発

達
支

援
事

業
に

関
す

る
こ

と
。

 

障
害

者
（

児
）

の
計

画
に

関
す

る
こ

と
。

 

自
立

支
援

医
療

に
関

す
る

こ
と

。
 

福
祉

医
療

（
ひ

と
り

親
家

庭
医

療
を

除
く

。
）

に
関
す

る
こ

と
。

 

障
害

者
相

談
支

援
事

業
に

関
す

る
こ

と
。

 

障
害

者
介

護
給

付
費

等
の

審
査

会
に

関
す

る
こ

と
。
 

障
害

者
団

体
と

の
連

絡
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

障
害

者
に

係
る

成
年

後
見

制
度

に
関

す
る

こ
と

。
 

 
高
齢

福
祉

課
 

介
護

保
険

事
業

計
画

に
関

す
る

こ
と

。
 

介
護

保
険

の
給

付
に

関
す

る
こ

と
。

 

介
護

保
険

被
保

険
者

の
資

格
得

喪
に

関
す

る
こ

と
。
 

介
護

保
険

料
の

調
定

賦
課

及
び

減
免

に
関

す
る

こ
と
。

 

介
護

保
険

料
の

徴
収

及
び

滞
納

処
分

に
関

す
る

こ
と
。

 

介
護

保
険

施
設

に
係

る
関

係
機

関
と

の
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
に

関
す

る
こ

と
。

 

申
請

書
の

受
付

に
関

す
る

こ
と

。
 

対
象

者
の

調
査

、
調

査
委

託
及

び
相

談
業

務
に

関
す

る
こ

と
。

 

か
か

り
つ

け
医

師
の

意
見

書
に

関
す

る
こ

と
。

 

介
護

認
定

審
査

会
の

運
営

に
関

す
る

こ
と

。
 

介
護

予
防

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

に
関

す
る

こ
と

。
 

そ
の

他
介

護
保

険
に

関
す

る
こ

と
。

 

高
齢

者
福

祉
計

画
に

関
す

る
こ

と
。

 

老
人

福
祉

施
設

等
の

管
理

運
営

に
関

す
る

こ
と
。

 

敬
老

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

シ
ル

バ
ー

人
材

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

高
齢

者
の

総
合

相
談

に
関

す
る

こ
と

。
 

老
人

ク
ラ

ブ
の

指
導

育
成

に
関

す
る

こ
と

。
 

高
齢

者
の

生
き

が
い

づ
く

り
に

関
す

る
こ

と
。

 

高
齢

者
の

自
立

生
活

支
援

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

家
族

介
護

者
支

援
事

業
に

関
す

る
こ

と
。

 

養
護

老
人

ホ
ー

ム
入

所
措

置
費

及
び

費
用

徴
収

に
関
す

る
こ

と
。

 

高
齢

者
団

体
と

の
連

絡
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

高
齢

者
に

係
る

成
年

後
見

制
度

に
関

す
る

こ
と

。
 

 

 
健

康
増

進
課

 
保

健
衛

生
に

つ
い

て
の

計
画

、
調

査
及

び
統

計
に

関
す

る
こ

と
。
 

保
健
セ

ン
タ

ー
の

管
理

運
営

に
関

す
る

こ
と

。
 

休
日
急

病
診

療
所

に
関

す
る

こ
と

。
 

国
民
健

康
保

険
南

丹
病

院
組

合
と

の
連

絡
調

整
に

関
す

る
こ

と
。
 

献
血
の

推
進

に
関

す
る

こ
と

。
 

生
涯
健

康
管

理
シ

ス
テ

ム
に

関
す

る
こ

と
。

 

か
め
お

か
健

康
プ

ラ
ン

２
１

に
関

す
る

こ
と

。
 

健
康
づ

く
り

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

地
域
医

療
連

携
の

推
進

に
関

す
る

こ
と

。
 

医
療

機
関

及
び

衛
生

諸
団

体
と

の
連

絡
調

整
に

関
す

る
こ

と
。
 

各
種
防

疫
（

ね
ず

み
族

及
び

昆
虫

等
の

駆
除

を
除

く
。

）
に

関
す
る

こ
と

。
 

母
子
及

び
成

人
保

健
事

業
に

関
す

る
こ

と
。

 

特
定
保

健
指

導
に

関
す

る
こ

と
。

 

応
急
救

護
及

び
保

健
指

導
に

関
す

る
こ

と
。

 

衛
生
思

想
の

普
及

向
上

及
び

公
衆

衛
生

の
改

善
指

導
に

関
す

る
こ
と

。
 

感
染
症

に
関

す
る

こ
と

。
 

結
核
予

防
に

関
す

る
こ

と
。

 

予
防
接

種
に

関
す

る
こ

と
。

 

発
達
相

談
に

関
す

る
こ

と
。

 

妊
産
婦

及
び

新
生

児
訪

問
に

関
す

る
こ

と
。

 

母
子
健

康
手

帳
の

交
付

に
関

す
る

こ
と

。
 

未
熟
児

の
訪

問
指

導
等

に
関

す
る

こ
と

。
 

産
業

観
光

部
 

も
の
づ

く
り
産

業
課
 

産
業
振

興
計

画
に

関
す

る
こ

と
。

 

商
工
団

体
の

指
導

育
成

及
び

連
絡

調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

中
小
企

業
対

策
に

関
す

る
こ

と
。

 

企
業
誘

致
に

関
す

る
こ

と
。

 

工
業
団

地
の

調
査

及
び

計
画

に
関

す
る

こ
と

。
 

商
工
金

融
支

援
に

関
す

る
こ

と
。

 

創
業
支

援
に

関
す

る
こ

と
。

 

商
店
街

の
振

興
に

関
す

る
こ

と
。

 

特
産
品

開
発

及
び

地
域

ブ
ラ

ン
ド

の
確

立
に

関
す

る
こ

と
。

産
官
学

・
農

商
工

連
携

に
関

す
る

こ
と

。
 

鉱
業
権

に
関

す
る

こ
と

。
 

エ
ネ
ル

ギ
ー

対
策

に
関

す
る

こ
と

。
 

労
働
政

策
（

勤
労

者
福

祉
に

関
す

る
こ

と
を

除
く

。
）

に
関

す
る
こ

と
。
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そ
の

他
も

の
づ

く
り

産
業

の
振

興
に

関
す

る
こ

と
。
 

部
の

総
務

担
当

課
事

務
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
観
光

戦
略

課
 

観
光

振
興

の
企

画
及

び
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

観
光

関
連

団
体

と
の

連
携

及
び

指
導

育
成

に
関

す
る
こ

と
。

観
光

交
流

の
促

進
に

関
す

る
こ

と
。

 

観
光

「
亀

岡
」

の
Ｐ

Ｒ
に

関
す

る
こ

と
。

 

観
光

施
設

の
整

備
及

び
管

理
に

関
す

る
こ

と
。

 

観
光

資
源

の
発

掘
及

び
整

備
支

援
に

関
す

る
こ

と
。
 

広
域

観
光

の
推

進
に

関
す

る
こ

と
。

 

観
光

輸
送

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
に

関
す

る
こ

と
。

 

風
致

維
持

に
関

す
る

こ
と

。
 

そ
の

他
観

光
振

興
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
農
林

振
興

課
 

農
業

経
営

改
善

対
策

に
関

す
る

こ
と

。
 

農
用

地
利

用
増

進
事

業
等

に
関

す
る

こ
と

。
 

農
村

の
活

性
化

に
関

す
る

こ
と

。
 

「
食

農
」

学
習

の
促

進
に

関
す

る
こ

と
。

 

都
市

と
農

村
と

の
交

流
に

関
す

る
こ

と
。

 

農
産

物
等

の
地

産
地

消
の

促
進

に
関

す
る

こ
と

。
 

農
業

振
興

地
域

整
備

計
画

に
関

す
る

こ
と

。
 

総
合

農
政

計
画

審
議

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

農
業

委
員

会
に

関
す

る
こ

と
（

農
地

に
関

す
る

も
の

を
除

く
。
）
。
 

担
い

手
育

成
支

援
に

関
す

る
こ

と
。

 

米
の

生
産

調
整

推
進

対
策

に
関

す
る

こ
と

。
 

農
業

関
係

制
度

資
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

水
産

、
畜

産
、

野
菜

及
び

特
産

物
の

育
成

に
関

す
る
こ

と
。

病
虫

害
防

除
に

関
す

る
こ

と
。

 

食
肉

セ
ン

タ
ー

・
土

づ
く

り
セ

ン
タ

ー
・

農
業

公
園
に

関
す

る
こ

と
。

 

農
業

公
社

と
の

連
絡

調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

農
業

関
係

諸
団

体
等

と
の

連
絡

調
整

に
関

す
る

こ
と
。

 

森
林

（
公

有
林

を
含

む
。
）

経
営

の
改

善
に

関
す

る
こ

と
。

 

森
林

団
体

と
の

連
絡

協
調

に
関

す
る

こ
と

。
 

荒
廃

林
地

復
旧

及
び

林
業

施
設

整
備

に
関

す
る

こ
と
。

 

森
林

開
発

行
為

の
協

議
に

関
す

る
こ

と
。

 

林
産

物
の

生
産

指
導

及
び

加
工

に
関

す
る

こ
と

。
 

有
害

鳥
獣

対
策

に
関

す
る

こ
と

。
 

害
虫

駆
除

等
の

た
め

の
他

人
の

土
地

へ
の

立
入

許
可
に

関
す

る
こ

と
。

 

亀
岡

カ
ー

ボ
ン

マ
イ

ナ
ス

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

す
る
こ

と
。

 

 
農
地

整
備

課
 

国
営

農
地

再
編

整
備

事
業

等
の

計
画

調
査

に
関

す
る
こ

と
。

国
営

農
地

再
編

整
備

事
業

等
の

調
査

、
設

計
及

び
施
工

並
び

に
事

業
の

調
整

に
関

す
る

こ
と

。
 

土
地

改
良

区
の

指
導

に
関

す
る

こ
と

。
 

土
地

改
良

資
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

農
業

用
施

設
の

維
持

管
理

指
導

に
関

す
る

こ
と

。
 

農
道

に
係

る
交

通
安

全
対

策
事

業
に

関
す

る
こ

と
。
 

農
地

及
び

農
業

用
施

設
災

害
復

旧
事

業
に

関
す

る
こ
と

。
 

土
地

改
良

工
事

に
よ

る
整

備
に

関
す

る
こ

と
。

 

ま
ち

づ
く

り
推

進
部

 

都
市

計
画

課
 

国
土

利
用

計
画

法
（

昭
和

４
９

年
法

律
第

９
２

号
。
市

計
画

を
除

く
。
）
施

行
に

関
す
る

こ
と

。
 

公
有

地
の

拡
大

の
推

進
に

関
す

る
法

律
（

昭
和

４
７

年
法
律

第
６

６
号

）
に

関
す

る
こ

と
。

 

都
市

計
画

の
企

画
、

決
定

、
変

更
及

び
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
及

び
特

許
事

業
者

が
行

う
都

市
計

画
事

業
等

の
認
可

に
関

す
る

こ
と

。
 

都
市

計
画

審
議

会
に

関
す

る
こ

と
。

 

景
観

政
策

に
係

る
企

画
調

整
及

び
指

導
に

関
す

る
こ
と

。
 

住
居

表
示

（
別

に
定

め
る

も
の

を
除

く
。

）
に

関
す

る
こ

と
。

 

都
市

計
画

施
設

等
の

区
域

内
に

お
け

る
建

築
の

許
可
等

に
関

す
る

こ
と

。
 

そ
の

他
都

市
計

画
に

関
す

る
こ

と
。

 

開
発

行
為

の
指

導
に

関
す

る
こ

と
。

 

開
発

行
為

に
伴

う
関

係
部

課
等

と
の

連
絡

調
整

に
関
す

る
こ

と
。

 

優
良

宅
地

及
び

優
良

住
宅

認
定

事
務

の
取

扱
い

に
関
す

る
こ

と
。

 

建
築

行
為

の
指

導
に

関
す

る
こ

と
。

 

土
地

区
画

整
理

事
業

の
施

行
地

区
内

に
お

け
る

建
築
の

許
可

等
に

関
す

る
こ

と
。

 

京
都

府
屋

外
広

告
物

条
例

（
昭

和
２

８
年

京
都

府
条

例
第

３
０

号
）

に
関

す
る

こ
と

。
 

生
産

緑
地

に
関

す
る

こ
と

。
 

部
の

総
務

担
当

課
事

務
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
都
市

整
備

課
 

都
市

公
園

及
び

開
発

公
園

等
に

関
す

る
こ

と
。

 

公
園

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
花

及
び

市
の

木
の

普
及

に
関

す
る

こ
と

。
 

都
市

緑
花

協
会

と
の

連
絡

調
整

に
関

す
る

こ
と

。
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土
地

区
画

整
理

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
街

地
再

開
発

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

 
政
策

交
通

課
 

Ｊ
Ｒ

駅
舎

に
関

す
る

こ
と

。
 

Ｊ
Ｒ

千
代

川
駅

関
連

の
整

備
に

関
す

る
こ

と
。
 

山
陰

本
線

に
関

す
る

こ
と

。
 

北
陸

新
幹

線
に

関
す

る
こ

と
。

 

地
域

交
通

輸
送

計
画

に
関

す
る

こ
と

。
 

そ
の

他
公

共
交

通
政

策
（

別
に

定
め
る

も
の

を
除

く
。
）
に
関

す
る

こ
と

。
 

京
都

ス
タ

ジ
ア

ム
（

仮
称

）
に

関
す

る
こ

と
。

 

土
木

建
築

部
 

桂
川

・
道

路
整

備
課

 

京
都

縦
貫

自
動

車
道

並
び

に
国

道
及

び
府

道
の

整
備
促

進
に

関
す

る
こ

と
。

 

桂
川

治
水

対
策

事
業

の
促

進
に

関
す

る
こ

と
。

 

府
管

理
河

川
の

整
備

促
進

に
関

す
る

こ
と

。
 

砂
防

事
業

及
び

急
傾

斜
地

崩
壊

対
策

事
業

に
関

す
る
こ

と
。

桂
川

及
び

幹
線

道
路

に
係

る
国

及
び

府
事

業
の

連
絡
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

街
路

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

都
市

計
画

駐
車

場
整

備
に

関
す

る
こ

と
。

 

道
路

新
設

改
良

事
業

の
調

査
、

設
計

及
び

施
工

に
関
す

る
こ

と
。

 

河
川

改
修

事
業

の
調

査
、

設
計

及
び

施
工

に
関

す
る
こ

と
。

部
の

総
務

担
当

課
事

務
に

関
す

る
こ

と
。

 

 
土
木

管
理

課
 

道
路

及
び

河
川

の
維

持
管

理
に

関
す

る
こ

と
。

 

道
路

、
河

川
及

び
排

水
路

の
修

繕
工

事
に

関
す

る
こ
と

。
 

法
定

外
公

共
物
（

農
林

施
設

を
除
く

。）
の

管
理

、
処

分
及
び

登
記

に
関

す
る

こ
と

。
 

法
定

外
公

共
物

管
理

の
調

整
に

関
す

る
こ

と
。

 

公
共

土
木

施
設

災
害

復
旧

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
道

の
認

定
、

廃
止

及
び

変
更

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
道

及
び

河
川

の
占

用
に

関
す

る
こ

と
。

 

市
道

及
び

河
川

の
境

界
確

定
に

関
す

る
こ

と
。

 

道
路

及
び

河
川

台
帳

の
整

備
に

関
す

る
こ

と
。

 

道
路

及
び

河
川

愛
護

の
啓

発
に

関
す

る
こ

と
。

 

認
定

外
道

路
整

備
・

認
定

外
道

路
交

通
安

全
施

設
整
備

事
業

の
補

助
金

に
関

す
る

こ
と

。
 

交
通

安
全

対
策

施
設

に
関

す
る

こ
と

。
 

公
衆

街
路

灯
に

関
す

る
こ

と
。

 

駐
輪

対
策

に
関

す
る

こ
と

。
 

路
外

駐
車

場
の

設
置

・
管

理
に

係
る

届
出

受
理

等
に
関

す
る

 

 
 

こ
と
。

 

土
地
の

収
用

及
び

使
用

に
関

す
る

こ
と

。
 

地
価
の

公
示

に
関

す
る

こ
と

。
 

買
収
用

地
等

の
取

得
状

況
調

査
に

関
す

る
こ

と
。

 

用
地
対

策
連

絡
協

議
会

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
有
財

産
及

び
公

の
施

設
の

登
記

事
務

の
調

整
に

関
す

る
こ

と
。
 

地
籍
調

査
に

関
す

る
こ

と
。

 

公
共
基

準
点

の
管

理
及

び
保

全
に

関
す

る
こ

と
。

 

そ
の
他

市
の

行
う

土
木

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

 
建

築
住

宅
課

 
市

営
住

宅
の

管
理

及
び

処
分

に
関

す
る

こ
と

。
 

市
営
住

宅
の

計
画

及
び

建
設

に
関

す
る

こ
と

。
 

木
造
住

宅
耐

震
化

促
進

事
業

に
関

す
る

こ
と

。
 

住
宅
改

良
資

金
及

び
住

宅
建

設
資

金
の

取
扱

業
務

に
関

す
る

こ
と
。

 

優
良
賃

貸
住

宅
の

供
給

計
画

に
関

す
る

こ
と

。
 

そ
の
他

市
有

建
造

物
及

び
そ

の
附

属
施

設
の

調
査

、
設

計
、

施
工
並

び
に

維
持

工
事

に
関

す
る

こ
と

。
 

空
き
家

の
適

正
管

理
の

促
進

に
関

す
る

こ
と

。
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   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市会計管理者の補助組織設置規則等の一

部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第９号 

 

亀岡市会計管理者の補助組織設置

規則等の一部を改正する規則 

 

（亀岡市会計管理者の補助組織設置規則の一

部改正） 

第１条 亀岡市会計管理者の補助組織設置規則

（昭和４２年亀岡市規則第１０号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条中「、会計管理者」を「会計管理

者」に改め、「事務」の次に「及び市長の権

限に属する事務の一部」を加える。 

 第２条第１項を次のように改める。 

 室に置く課及び課に置く係は、次のとお

りとする。 

財産管理課 

 管財係 

 公共施設マネジメント係 

会計課 

 出納係 

 第２条中第２項を削り、第３項を第２項と

する。 

 第３条を次のように改める。 

 （課の事務） 

第３条 財産管理課の事務は、次のとおりと

する。 

⑴ 市有財産の保険契約に関すること。 

⑵ 市有財産台帳（道路及び橋梁を除

く。）の整備及び附属書類の整備に関す

ること。 

⑶ その他特別の定めがあるものを除くほ

か、普通財産の取得及び管理処分並びに

登記に関すること。 

⑷ 物品調達基金に関すること。 

⑸ 物品の廃棄処分に関すること。 

⑹ 債権管理に係る調査・研究及び総合調

整に関すること。 

⑺ 他の特別の定めがあるものを除くほか、

公用車両の配車及び管理に関すること。 

⑻ 公共施設マネジメントに関すること。 

⑼ 指定管理者制度に関すること。 

⑽ 財産区に関すること。 

⑾ 室の総務担当課事務に関すること。 

２ 会計課の事務は、次のとおりとする。 

⑴ 収入及び支出命令の審査に関すること。 

⑵ 現金（現金に代えて納付される証券及

び基金に属する現金を含む。）の出納保

管及び記録管理に関すること。 

⑶ 有価証券（公有財産及び基金に属する

ものを含む。）の出納及び保管に関する

こと。 

⑷ 小切手の振出しに関すること。 

⑸ 支出負担行為の確認に関すること。 

⑹ 収入支出書類の整理及び保管に関する

こと。 

⑺ 収入証紙に関すること。 

⑻ 指定金融機関等に関すること。 

⑼ 決算の調製に関すること。 

⑽ その他収入及び支出に関すること（収
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入及び支出の命令を除く。）。 

 第５条第６項中「室長」を「課長及び副課

長」に改め、同条第９項中「、課長」を「、

主管課長」に、「、副課長」を「、主管副課

長」に、「担当副課長」を「主管担当副課

長」に改める。 

 第６条中「企画管理部長」を「市長公室

長」に改める。 

 第７条第１項に次の２号を加える。 

⑶  財 産 区 特 別 会 計 に お け る １ 件    

２ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上      

２０，０００，０００円未満の支出負担

行為の決定に関すること。 

⑷  財 産 区 特 別 会 計 に お け る １ 件    

３ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上        

２，０００，０００円未満の負担金、補

助及び交付金の決定に関すること。 

 第７条第２項を次のように改める。 

２ 課長は、規程第１４条に規定する課長の

共通専決事項で所管事務に関することを専

決する。 

 第７条中第５項を第６項とし、第４項を第

５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次

に次の１項を加える。 

３ 次の事項は、財産管理課長が専決する。 

⑴ 普通財産の登記に関すること。 

⑵ １件５００，０００円未満の不用物件

の処分及び売却に関すること。 

⑶ 財産区特別会計予算の配当並びに予算

の目及び節の流用に関すること。 

 （亀岡市庁議等に関する規則の一部改正） 

第２条 亀岡市庁議等に関する規則（平成１５

年亀岡市規則第１５号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条第３項中「政策推進室長」を「市長

公室長」に改め、「まちづくり推進部長」の

次に「、土木建築部長」を加える。 

 第５条第３項中「夢ビジョン推進課長、総

務課長、財政課長」を「企画調整課長、財政

課長、総務課長」に改める。 

 第６条第２項中「政策推進室」を「市長公

室」に改め、「各部」の次に「、会計管理

室」を加える。 

（亀岡市総合計画審議会部会設置規則の一部

改正） 

第３条 亀岡市総合計画審議会部会設置規則

（平成２６年亀岡市規則第２号）の一部を次

のように改正する。 

 第６条中「夢ビジョン推進課」を「企画調

整課」に改める。 

 （亀岡市文書取扱規則の一部改正） 

第４条 亀岡市文書取扱規則（平成１３年亀岡

市規則第２７号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第１を次のように改める。 
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 （亀岡市公印規則の一部改正） 

第５条 亀岡市公印規則（昭和３０年亀岡市規則第６号）の一部を次のように改正する。 

 別表１４の項中「会計課長」を「総務課長」に改め、「印刷用とっ板」を削り、同表１６の項

中 

「 

国民健康保険の公簿に
よる証明専用 

保険医療課長

国民年金関係の公簿に
よる証明専用 

保険医療課長

                     」を 

別表第１（第１４条関係） 

 所管課を表す記号 

部課名 記号 部課名 記号 

議会事務局 議 まちづくり推進部  

市長公室  都市計画課 都計 

秘書広報課 秘 都市整備課 都整 

人事課 人 政策交通課 政 

ふるさと創生課 ふる 土木建築部  

企画管理部  桂川・道路整備課 桂 

企画調整課 企 土木管理課 土 

財政課 財 建築住宅課 建 

契約検査課 契 会計管理室  

生涯学習部  財産管理課 財管 

市民力推進課 市推 会計課 会 

人権啓発課 人権 上下水道部  

スポーツ推進課 スポ 総務・経営課 総経 

総務部  お客様サービス課 客サ 

総務課 総 水道課 水 

自治防災課 自 下水道課 下 

税務課 税 教育委員会事務局  

環境市民部  教育委員会教育部  

環境政策課 環政 教育総務課 教総 

環境クリーン推進課 環推 学校教育課 教学 

市民課 市 社会教育課 教社 

消費生活センター 消 学校給食センター 教給 

保険医療課 保 中央公民館 教中 

健康福祉部  図書館 教図 

地域福祉課 地福 文化資料館 教文 

子育て支援課 子育 教育研究所 教研 

障害福祉課 障福 監査委員事務局 監査 

高齢福祉課 高福 選挙管理委員会事務局 選管 

健康増進課 健増 公平委員会事務局 公平 

産業観光部  農業委員会事務局 農委 

ものづくり産業課 もの   

観光戦略課 観   

農林振興課 農林   

農地整備課 農地   
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「 

国民年金関係の公簿に
よる証明専用 

市民課長 

国民健康保険の公簿に
よる証明専用 

保険医療課長

                     」に改め、 

同表１９の項中「並びに自動車臨時運行許可用」を「、自動車臨時運行許可用並びに国民年金関

係の公簿による証明専用」に改め、同表２３の項中「会計室長名」を「会計管理室長名」に、

「会計課長」を「財産管理課長」に改め、同表中 

「                  「 

 

 

 

 

 

                  を 

 

 

 

 

 

                 」                  」 

に改め、２７の項の次に次のように加える。 

 

28 亀岡市消費生活
センター所長印 

22 21 隷書 所長名をもってす
る文書等 

消費生活セ
ンター所長 

1

 

 別掲中「２７」を「２８」に、「２６」を「２７」に、「２５」を「２６」に、「２４」を

「２５」に、「２３」を「２４」に、「２２」を「２３」に改め、２１の次に次のように加える。 

 

 

 

 

 

 

 （亀岡市広告掲載規則の一部改正） 

第６条 亀岡市広告掲載規則（平成２４年亀岡市規則第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第１６条中「夢ビジョン推進課」を「企画調整課」に改める。 

 （亀岡市職員服務規則の一部改正） 

第７条 亀岡市職員服務規則（昭和３０年亀岡市規則第５号）の一部を次のように改正する。 

28 京都府亀岡市福

祉事務所印 

22 

29 京都府亀岡市福

祉事務所長印 

23 

30 亀岡市福祉事務

所長印 

24 

31 亀岡市福祉事務

所何何課長印 

25 

32 亀岡市立何何保

育所印 

26 

33 亀岡市立何何保

育所長印 

27 

亀 岡 市 

消 費 生 活 

セ ン タ ー 

所 長 之 印 

22 

29 京都府亀岡市福

祉事務所印 

23 

30 京都府亀岡市福

祉事務所長印 

24 

31 亀岡市福祉事務

所長印 

25 

32 亀岡市福祉事務

所何何課長印 

26 

33 亀岡市立何何保

育所印 

27 

34 亀岡市立何何保

育所長印 

28 
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 別記第３号様式、別記第４号様式、別記第８号様式、別記第９号様式及び別記第１１号様式中

「亀岡市長 様」を「（宛先）亀岡市長」に、「企画管理部長」を「人事担当部長」に改める。 

 （亀岡市職員互助会規則の一部改正） 

第８条 亀岡市職員互助会規則（昭和３４年亀岡市規則第６号）の一部を次のように改正する。 

 第９条第５項中「総務課長及び財政課長」を「財政課長及び総務課長」に改める。 

 （亀岡市職員安全衛生管理規則の一部改正） 

第９条 亀岡市職員安全衛生管理規則（平成３年亀岡市規則第１３号）の一部を次のように改正す

る。 

 第５条第２項中「企画管理部長」を「市長公室長」に改め、同条第４項中「企画管理部」を

「市長公室」に改める。 

 第１２条第２項中「５名」を「５人」に改める。 

 第１５条第１項中「企画管理部」を「市長公室」に改める。 

 第２４条第１項及び第２８条中「一に」を「いずれかに」に改める。 

 （亀岡市退職手当審査会規則の一部改正） 

第１０条 亀岡市退職手当審査会規則（平成２１年亀岡市規則第３０号）の一部を次のように改正

する。 

 第６条中「企画管理部」を「市長公室」に改める。 

 （亀岡市財務規則の一部改正） 

第１１条 亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第４号中「部の長」を「室の長及び部の長」に、「第１条に定める室の長、」を「に定

める室の長及び課の長、」に改め、同条第５号を次のように改める。 

⑸ 副課長等 亀岡市事務分掌規則第３条に定める副課長、亀岡市会計管理者の補助組織設置

規則第４条に定める副課長、亀岡市教育委員会事務専決規程第１条に定める副課長、園長、

所長及び館長並びに亀岡市議会事務局規程に定める副課長 

 第１７４条第２項第３号、第１８２条第２項、第１８５条、第１８６条、第２０１条、第  

２０３条及び第２１０条中「会計課長」を「財産管理課長」に改める。 

 別表第１第１中「亀岡市事務処理規程」を「事務処理規程」に改め、同表第３中「会計課長」

を「会計管理室長及び課長」に改め、同表第５第１項中第２号を第４号とし、同号の前に次の１

号を加える。 

⑶ 議会事務局副課長 

 事務処理規程第４２条に規定する財務に関する事項 

 別表第１第５第１項第１号中「第６条から第１２号までに」を「第９条から第１４条まで及び

第１６条に」に改め、同号を同項第２号とし、同号の前に次の１号を加える。 

⑴ 会計管理室副課長 

 亀岡市会計管理者の補助組織設置規則第７条に規定する財務に関する事項 

 （出納員及びその他の会計職員設置規則の一部改正） 

第１２条 出納員及びその他の会計職員設置規則（昭和３９年亀岡市規則第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 
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 別表１の項中「市民協働課長」を「市民力推進課長」に、「市民協働課」を「市民力推進課」

に改め、同表中３４の項を削り、３３の項を３４の項とし、同表３２の項中「会計課長」を「財

産管理課長」に、「会計課」を「財産管理課」に改め、同項を同表３３の項とし、同表中２０の

項から３１の項までを１項ずつ繰り下げ、１９の項の次に次のように加える。 
 

20 市立幼稚園保育料等の収
納 

子育て支援課長 子育て支援課担
当職員 
幼稚園長及び幼
稚園副園長 

 

 

（市長の権限に属する教育事務の委任及び補助執行に関する規則の一部改正） 

第１３条 市長の権限に属する教育事務の委任及び補助執行に関する規則（平成８年亀岡市規則第

１４号）の一部を次のように改正する。 

 別表第３教育長の項中「総務部長」を「企画管理部長」に改め、同表教育部長の項中「まちづ

くり推進部長」を「土木建築部長」に改める。 

 （亀岡市放置自転車の防止に関する条例施行規則の一部改正） 

第１４条 亀岡市放置自転車の防止に関する条例施行規則（平成５年亀岡市規則第１５号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条第５項中「まちづくり推進部」を「土木建築部」に改める。 

（亀岡市河川管理規則の一部改正） 

第１５条 亀岡市河川管理規則（平成１２年亀岡市規則第３４号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「まちづくり推進部」を「土木建築部」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市臨時的任用職員取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１０号 

 

亀岡市臨時的任用職員取扱規則の一部を改正する規則 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 52 

第８５５号平成２８年４月１５日発行 

 亀岡市臨時的任用職員取扱規則（平成８年亀岡市規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２０条第２項中「手続き」を「手続」に改める。 

 別表第１中 

「 

一般事務 145,856円

保育士 158,152円

看護師 164,088円

保健師 191,648円

                      」を 

「 

一般事務 148,506円

保育士、幼稚園教諭⑴ 160,802円

保育士、幼稚園教諭⑵ 163,558円

看護師 166,738円

保健師 194,298円

                      」に、 

「 

6,000円 4,550円 6,400円 810円

6,400円 4,850円 6,850円 ／ 

                                   」 

を 

「 

6,100円 4,650円 6,500円 830円

6,500円 4,950円 6,950円 － 

                                   」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市非常勤職員取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１１号 

 

亀岡市非常勤職員取扱規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市非常勤職員取扱規則（平成８年亀岡市規則第９号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１中 

「 

7,100円（974円） 122,400円（4,219円）

7,550円（1,037円） 130,300円（4,492円）

8,100円（1,116円） 140,300円（4,835円）

8,700円（1,195円） 150,200円（5,179円）

9,300円（1,279円） 160,800円（5,543円）

9,800円（1,349円） 169,600円（5,847円）

12,600円（1,733円） 217,800円（7,509円）

9,650円（1,329円） 166,900円（5,755円）

11,600円（1,598円） 200,800円（6,923円）

                           」を 

「 

7,200円（991円） 124,600円（4,295円）

7,650円（1,054円） 132,500円（4,568円）

8,250円（1,133円） 142,500円（4,912円）

8,800円（1,213円） 152,400円（5,255円）

9,450円（1,297円） 163,000円（5,620円）

9,950円（1,367円） 171,800円（5,924円）

12,650円（1,741円） 218,900円（7,545円）

9,800円（1,346円） 169,200円（5,832円）

11,700円（1,611円） 202,400円（6,979円）

                           」に、 
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「        「 

        を        に改める。 

       」        」 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市職員の退職管理に関する条例施行規則

をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１２号 

 

亀岡市職員の退職管理に関する条

例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号。以下「法」という。）第

３８条の２及び亀岡市職員の退職管理に関す

る条例（平成２８年亀岡市条例第８号。以下

「条例」という。）第２条の規定に基づき、

職員の退職管理に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（離職前５年間に在職していた地方公共団体

の執行機関の組織等の役職員に類する者） 

第２条 法第３８条の２第１項の離職前５年間

に在職していた地方公共団体の執行機関の組

織等の役職員に類する者として規則で定める

ものは、再就職者（同項に規定する再就職者

をいう。以下同じ。）が離職前５年間に就い

ていた職が廃止された場合における当該再就

職者が当該職に就いていた時に担当していた

職務を担当している役職員（同項に規定する

役職員をいう。以下同じ。）が属する執行機

関の組織等（同項に規定する地方公共団体の

執行機関の組織等をいう。以下同じ。）（当

該再就職者が当該職に就いていた時に在職し

ていた執行機関の組織等を除く。）に属する

役職員とする。 

（子法人） 

第３条 法第３８条の２第１項の国家公務員法

（昭和２２年法律第１２０号）第１０６条の

２第１項に規定する子法人の例を基準として

規則で定めるものは、一の営利企業等（法第

３８条の２第１項に規定する営利企業等をい

う。以下同じ。）が株主等（株主若しくは社

員又は発起人その他の法人の設立者をい

う。）の議決権（株主総会において決議をす

ることができる事項の全部につき議決権を行

使することができない株式についての議決権

を除き、会社法（平成１７年法律第８６号）

第８７９条第３項の規定により議決権を有す

るものとみなされる株式についての議決権を

含む。以下同じ。）の総数の１００分の５０

を超える数の議決権を保有する法人をいい、

一の営利企業等及びその子法人又は一の営利

企業等の子法人が株主等の議決権の総数の 

１００分の５０を超える数の議決権を保有す

る法人は、当該営利企業等の子法人とみなす。 

（退職手当通算予定職員） 

第４条 法第３８条の２第３項の特別の事情が

ない限り引き続いて選考による採用が予定さ

れている者のうち規則で定めるものは、退職

手当通算法人の役員又は退職手当通算法人に

使用される者となるため退職する時に職員の

退職手当に関する条例（昭和３０年亀岡市条

810円 830円 
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例第２８号）の規定による退職手当の支給を

受けないこととされている者とする。 

（内部組織の長に準ずる職） 

第５条 法第３８条の２第４項の地方自治法第

１５８条第１項に規定する普通地方公共団体

の長の直近下位の内部組織の長の職に準ずる

職であって規則で定めるものは、次の各号に

掲げる職とする。 

⑴ 管理職手当支給規則（昭和３４年亀岡市

規則第７号）別表第１に掲げる区分が２種

又は３種に該当する職（次長及び総括指導

主事を除く。） 

⑵ 亀岡市立病院職員の給与に関する規程

（平成１６年病院事業管理規程第２６号）

別表第５行政職給料表の部に掲げる区分が

２種又は３種に該当する職（次長を除

く。） 

（内部組織の長等の職に就いていた時に在職

していた地方公共団体の執行機関の組織等の

役職員に類する者） 

第６条 法第３８条の２第４項の地方自治法第

１５８条第１項に規定する普通地方公共団体

の長の直近下位の内部組織の長又は前条で定

める職（以下この条において「内部組織の長

等の職」という。）に就いていた時に在職し

ていた地方公共団体の執行機関の組織等の役

職員に類する者として規則で定めるものは、

再就職者が離職した日の５年前の日より前に

就いていた内部組織の長等の職が廃止された

場合における当該再就職者が当該内部組織の

長等の職に就いていた時に担当していた職務

を担当している役職員が属する執行機関の組

織等（当該再就職者が当該内部組織の長等の

職に就いていた時に在職していた執行機関の

組織等を除く。）に属する役職員とする。 

（在職していた地方公共団体の執行機関の組

織等の役職員に類する者） 

第７条 法第３８条の２第５項の在職していた

地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に

類する者として規則で定めるものは、再就職

者が離職前に就いていた職が廃止された場合

における当該再就職者が当該職に就いていた

時に担当していた職務を担当している役職員

が属する執行機関の組織等（当該再就職者が

当該職に就いていた時に在職していた執行機

関の組織等を除く。）に属する役職員とする。 

（地方公共団体等の事務又は事業と密接な関

連を有する業務） 

第８条 法第３８条の２第６項第１号の地方公

共団体又は国の事務又は事業と密接な関連を

有する業務として規則で定めるものは、地方

独立行政法人が行う業務とする。 

（行政庁等への権利行使等に類する場合） 

第９条 法第３８条の２第６項第２号の規則で

定める場合は、法令に違反する事実がある場

合において、その是正のためにされるべき処

分がされていないと思料するときに、当該処

分をする権限を有する行政庁に対し、その旨

を申し出て、当該処分をすることを求める場

合とする。 

（再就職者による依頼等により公務の公正性

の確保に支障が生じないと認められる場合） 

第１０条 法第３８条の２第６項第６号の規則

で定める場合は、同号の要求又は依頼に係る

職務上の行為が電気、ガス又は水道水の供給

その他これらに類する継続的給付として市長

が定めるものを受ける契約に関する職務その

他役職員の裁量の余地が少ない職務に関する

ものである場合とする。 

（再就職者による依頼等の承認の手続） 

第１１条 法第３８条の２第６項第６号の承認

（以下この条において「依頼等の承認」とい

う。）を得ようとする再就職者は、次に掲げ

る事項を記載した再就職者による依頼等の承

認申請書（別記第１号様式）を任命権者に提

出しなければならない。 
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⑴ 氏名 

⑵ 生年月日 

⑶ 離職時の職 

⑷ 再就職者が現にその地位に就いている営

利企業等の名称 

⑸ 再就職者が現にその地位に就いている営

利企業等の業務内容 

⑹ 離職前５年間（再就職者が法第３８条の

２第４項に規定する職に就いていた場合に

あっては、当該職に就いていた期間を含

む。）の在職状況及び職務内容 

⑺ 当該依頼等の承認の申請に係る職員の職

又は特定地方独立行政法人の役員の職及び

その職務内容 

⑻ 当該依頼等の承認の申請に係る法第３８

条の２第６項第６号の要求又は依頼の対象

となる契約等事務（法第３８条の２第１項

に規定する契約等事務をいう。） 

⑼ 当該依頼等の承認の申請に係る法第３８

条の２第６項第６号の要求又は依頼の内容 

⑽ その他参考となるべき事項 

（管理又は監督の地位にある職員の職） 

第１２条 条例第２条の管理又は監督の地位に

ある職員の職として規則で定めるものは、第

５条各号に掲げる職員が就いている職とする。 

（任命権者への再就職の届出を要しない場合） 

第１３条 条例第２条の規則で定める場合は、

次に掲げる場合とする。 

⑴ 任命権者又はその委任を受けた者の要請

に応じ地方公務員又は国家公務員（以下こ

の号において「地方公務員等」という。）

となるため退職し、引き続き地方公務員等

となった場合 

⑵ 法第２８条の４第１項又は第２８条の５

第１項の規定により職員として採用された

場合 

（任命権者への再就職の届出） 

第１４条 条例第２条の規定による届出は、元

職員再就職届出書（別記第２号様式）を提出

することにより行うものとする。届出を行っ

た事項に変更があった場合も、同様とする。 

２ 条例第２条の規則で定める事項は、次に掲

げる事項とする。 

⑴ 氏名 

⑵ 生年月日 

⑶ 離職時の職 

⑷ 離職日 

⑸ 再就職日 

⑹ 再就職先の名称 

⑺ 再就職先の業務内容 

⑻ 再就職先における地位 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行す

る。 
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 ガレリアかめおか条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１３号 

 

ガレリアかめおか条例施行規則の

一部を改正する規則 

 

 ガレリアかめおか条例施行規則（平成１８年

亀岡市規則第７号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第９条第１項第１号オ中「５割」の次に「以

内」を加え、同号中オをカとし、エの次に次の

ように加える。 

オ 災害その他の特別の理由により公益の

ために使用する場合で、市長が特に必要

があると認めるとき。 免除 

 第１８条中「第９条第１項第１号」の次に

「カ」を加える。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市消費生活センターの組織及び運営等に

関する条例施行規則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１４号 

 

亀岡市消費生活センターの組織及

び運営等に関する条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市消費生活センター

の組織及び運営等に関する条例（平成２８年

亀岡市条例第１４号。以下「条例」とい

う。）の施行について必要な事項を定めるも

のとする。 

 （事務） 

第２条 条例第３条第２号に規定する規則で定

める事務は、消費者行政に関する事務とする。 

 （職員） 

第３条 亀岡市消費生活センターに所長のほか、

その他必要な職員として、所長補佐及びその

他の職員を置く。 

２ 所長は、市民課長をもって充てる。 

３ 所長補佐は、市民課市民相談係長をもって

充てる。 

４ その他の職員は、市民課の市民相談を担当

する職員をもって充てる。 

 （職務等） 

第４条 所長の職務及び職務権限等は、市長事

務部局の課長の例による。 

２ 所長補佐の職務等は、市長事務部局の係長

の例による。 

３ 所長に事故があるときは、所長補佐がその

職務を代理する。 

 （委任） 

第５条 この規則に定めるもののほか、必要な

事項は、市長が定める。 

 

   附 則 
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 この規則は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市副市長事務担任規則の一部を改正する

規則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１５号 

 

亀岡市副市長事務担任規則の一部

を改正する規則 

 

 亀岡市副市長事務担任規則（昭和３８年亀岡

市規則第９号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条中「政策推進室」を「市長公室」に改

め、「まちづくり推進部」の次に「、土木建築

部」を加える。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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 行政不服審査法の施行に伴う関係規則の整備に関する規則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１６号 

 

行政不服審査法の施行に伴う関係規則の整備に関する規則 

 

 （亀岡市情報公開条例施行規則の一部改正） 

第１条 亀岡市情報公開条例施行規則（平成１２年亀岡市規則第５３号）の一部を次のように改正

する。 

 第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。 

 （審査会に諮問した旨の通知） 

第７条 条例第１７条第３項の規定による通知は、審査会諮問通知書（別記第６号様式）により

行うものとする。 

 別記第３号様式から別記第５号様式までの規定中 

「 

１ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）の規定に

より、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、亀岡市長に対

して異議申立てをすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると、

異議申立てをすることができなくなります。）。 

２ この決定の取消しを求める訴えをする場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第  

１３９号）の規定により、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は亀岡市長となります。）、

提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。）。ただし、異議申立てをした場合には、この

取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、提起することができます。 

                                        」 

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌
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日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」 

に改める。 

 別記第５号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６号様式（第７条関係） 

 

審 査 会 諮 問 通 知 書 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 

          様 

 

 

                        亀岡市長          □印 

 

 

     年  月  日の審査請求については、次のとおり亀岡市情報公開・個人情報

保護審査会に諮問しましたので、亀岡市情報公開条例第１７条の規定により通知します。 
 

審査請求に係る 
 

公 文 書 の 名 称 

 

諮問をした年月日             年   月   日 

所 管 課 等 

 
 

    電話番号（      ）        －          （内線        ） 

備      考 
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 （亀岡市個人情報保護条例施行規則の一部改正） 

第２条 亀岡市個人情報保護条例施行規則（平成１２年亀岡市規則第５５号）の一部を次のように

改正する。 

 第１１条を第１２条とし、第１０条を第１１条とし、第９条の次に次の１条を加える。 

 （審査会に諮問した旨の通知） 

第１０条 条例第２８条第３項の規定による通知は、審査会諮問通知書（別記第９号様式）によ

り行うものとする。 

 別記第１号様式の２中 

「 

条 例 

第１２条・ 

第１２条の２ 

条 例 

第１０条 

           」を 

「 

条 例 

第１２条・ 

第１２条の２ 

 

 

           」に改める。 

 別記第３号様式から別記第５号様式までの規定中 

「 

１ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）の規定に

より、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、亀岡市長に対

して異議申立てをすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると、

異議申立てをすることができなくなります。）。 

２ この決定の取消しを求める訴えをする場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第  

１３９号）の規定により、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は亀岡市長となります。）、

提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。）。ただし、異議申立てをした場合には、この

取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、提起することができます。 

                                         」 
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を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                         」 

に改める。 

 別記第８号様式の次に次の１様式を加える。 
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 （亀岡市税条例施行規則の一部改正） 

第３条 亀岡市税条例施行規則（昭和６０年亀岡市規則第１７号）の一部を次のように改正する。 

 別記第１号様式から別記第４号様式までの規定中「呈示」を「提示」に改める。 

 別記第１２号様式から別記第１５号様式まで、別記第１７号様式、別記第１８号様式、別記第

２０号様式、別記第２１号様式、及び別記第２３号様式から別記第２７号様式までの規定中 

「６０日」を「３箇月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「決定の送達」を「裁決の送

達」に、「決定を」を「裁決を」に、「決定が」を「裁決が」に、「手続き」を「手続」に改め

る。 

 別記第２９号様式その１中「その１」を「（その１）」に、「６０日」を「３箇月」に、「異

議申立て」を「審査請求」に、「決定の送達」を「裁決の送達」に、「決定を」を「裁決を」に、

「決定が」を「裁決が」に、「手続き」を「手続」に改め、同様式を別記第２９号様式（その

１）とする。 

 別記第２９号様式その２中「その２」を「（その２）」に改め、同様式を別記第２９号様式

（その２）とする。 

第９号様式（第１０条関係） 

 

審 査 会 諮 問 通 知 書 
 

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 

          様 

 

 

                        亀岡市長          □印  

 

 

    年  月  日の審査請求については、次のとおり亀岡市情報公開・個人情報保

護審査会に諮問しましたので、亀岡市個人情報保護条例第２８条の規定により通知します。 
 

審査請求に係る 

保 有 個 人 情 報 

の 名 称 

 

諮問をした年月日             年   月   日 

所 管 課 等 

 
 

    電話番号（      ）       －          （内線        ） 

備 考  
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 別記第３３号様式（その１）及び別記第３３号様式（その２）中「６０日」を「３箇月」に、

「異議申立て」を「審査請求」に、「決定」を「裁決」に、「手続き」を「手続」に改める。 

 別記第３７号様式及び別記第３８号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　第３７号様式（第２０条関係）

します。

通知書番号

差 引 増 減

課

税

標

準

額

③

総所得

短期譲渡所得

長期譲渡所得

山林所得

その他の所得

公的年金所得金額

 総合譲渡・一時

 配当所得

 利子所得

給与
収入金額

賦　課　年　度

種　　　類

所

得

金

額

の

内

訳

①

 その他の所得

 前年繰越損失

 合 計 所 得 金 額

 営業等所得

 農業所得

所得金額

 株式等・先物・分離配当

分

離

所

得

金

額

 土地等

 長期譲渡所得

 山林所得

京都府亀岡市長

◎市・府 民税変更（決定）の明細

その他の雑所得

総

 

所

 

得

 

金

 

額

特別徴収税額

控

除

金

額

の

内

訳

②

普通徴収１期

特別徴収税額

 雑損

 医療費

 配偶者・配偶者特別

 所得控除の合計

変更(決定)後

 ◎ 充当後の納付額及び納期限

期　別 変 更 前

普通徴収４期

この通知書は黒色の電子公印を使用しています。

普通徴収３期

　　年　６月

　　年　８月

　　年　４月

普通徴収２期

単位（円）
変更(決定)後 差引増減徴 収 月 変 更 前

差引増減 納 期 限

　　年　２月

◎ 来年度の公的年金からの仮特別徴収額

　　年１２月

単位（円）

　　年　８月

　　年１０月

　　年　６月

期　別

普通徴収１期

普通徴収２期

普通徴収３期

普通徴収４期

変 更 前 変更(決定)後徴 収 月

　　年　４月

◎ 今年度の公的年金からの特別徴収税額

特別徴収合計充当額

単位（円）

 不動産所得

 短期譲渡所得

　　　　年　　月　　日

　　年度　 市民税・府民税税額変更通知書

変更（決定）後

　市民税・府民税額を、地方税法、市税条例および府税条例の規定により変更（決定）しましたので通知いた

雑

公的年金収入金額

変更前 変更（決定）後 差 引 増 減 種　　類 変更前

単位（円）

 住宅借入金

 特別控除

その他

の所得

市民税

府民税

税額控除⑤

算

出

所

得

割

額

④

府民税

市民税

市民税

府民税
総所得

短期譲

渡所得

市民税

府民税

長期譲

渡所得 府民税

山林所得

市民税

府民税

市民税

差引増減

 年 税 額 ⑦

普通徴収合計充当額

所得割より控除できなかっ

 た配当割・株割控除額

府民税

均等割額⑥
市民税

 扶養

 社会保険・小規模

 生命保険料

 地震保険料

 障・寡・勤

上記口座から振り替えさせていただきます。

 ◎ 充当前の納付額及び納期限

変 更 前 変更(決定)後 差引増減

 基礎

　　　　年度

◎ 変更(決定)の理由等

◎ 口座振替

納 期 限

単位（円）

府民税

市民税
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市・府民税の賦課の根拠について 

地方税法第294条及び亀岡市税条例第23条の規定により市内

に住所を有する(１月１日現在)個人、市内に事務所、事業所、

又は、家屋敷を有する個人で、市内に住所を有しない者も市

民税が課せられます。 

地方税法第24条及び京都府府税条例第24条の規定により市

民税が課せられる個人に対しては府民税が課せられます。 
◎この通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の

翌日から起算して3箇月以内に市長に対して審査請求をすることができます。

この税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送

達を受けた日の翌日から起算して、6箇月以内に市を被告として(市長が被

告の代表者となります。）提起することができます。なお、処分の取消しの

訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することが

できないこととされていますが、次に該当する場合は、その裁決を経ない

でも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ①審査請求があった日から3箇月を経過しても裁決がないとき。 

 ②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため

緊急の必要があるとき。 

 ③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

◎滞納処分について 

納期限を過ぎても納付いただかない場合は、督促状を発送し

ます。督促後10日を過ぎても納付がないときは、滞納処分を

受けることにもなります。 

◎この税金を納期限を過ぎても納められないときは、延滞金・

督促手数料を納付しなければなりません。 

・延滞金 納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ年

14.6％の割合(特例基準割合が年7.3％未満の場

合は、特例基準割合に年7.3％の割合を加算した

割合)又は納期限の翌日から1月を経過する日ま

での期間についての年7.3％の割合(特例基準割

合が年7.3％未満の場合は、特例基準割合に年

1％の割合を加算した割合(上限は年7.3％の割

合))を乗じて算出した額となります。 

・督促手数料 督促状１通について100円 

納付がない場合は、納期限後20日以内に督促状

を発送します。 
 
※退職等により特別徴収から普通徴収に切り替えた方について 

あなたの市民税・府民税は、今まで特別徴収として6月から翌 

年5月まで、12回に分割して給料から差し引いて勤務先から毎 

月納入していただいておりましたところ、あなたが年の途中に

退職（休職、その他の理由）されたため、給料から差し引けな

くなりましたので残額を地方税法第321条の7により、あなたか

ら直接納付していただく普通徴収に切り替えましたので通知し

ます。なお、特別徴収で納付いただいた額は、特別徴収月割額

欄の変更後の額で、普通徴収で納付いただく額は、普通徴収期

割税額欄の変更後の額（納付書の額と同じ）となっております。

納付については、同封の納付書でお願い申し上げます。なお、

口座振替をご利用の方は、手続き済みの金融機関等の預金口座

等から納期限の日に振り替えさせていただきます。 

◎税額の計算方法 
所
得
金
額
の
合
計 

－ 

控
除
金
額
の
合
計 

＝ 

課
税
所
得
金
額 

 市民税
税率 ＝ 市民税所得割 －

調整
控除 －

配当
控除 － 住宅借入金等

特別税額控除 － 寄附金税額控除 － 外国税額 
控 除 等 － 

配当・株式等譲 
渡所得割額控除 ＋ 

市民税均等割額 
3,500円 ＝

市民税
年税額

×               100円未満切捨て

 府民税
税率 ＝ 府民税所得割 －

調整
控除 －

配当
控除 －

住宅借入金等
特別税額控除 － 寄附金税額控除 －

外国税額 
控 除 等 －

 
配当・株式等譲 
渡所得割額控除 ＋ 

府民税均等割額 
2,100円 ＝

府民税
年税額

   1,000円未満
切捨て 

      100円未満切捨て

 
 
 

◎分離課税による所得割の税率 

課 税 所 得 金 額 市民税 府民税

山 林 6.0% 4.0%

分 離 短 期 譲 渡 （ 一 般 分 ） 5.4% 3.6%

分 離 短 期 譲 渡 （ 軽 減 分 ） 3.0% 2.0%

居 住 用 財 産 
の 長 期 譲 渡 

6 , 0 0 0 万円以下の部分 2.4% 1.6%

6,000万円を超える部分 3.0% 2.0%

優良住宅地等 
の 長 期 譲 渡 

2 , 0 0 0 万円以下の部分 2.4% 1.6%

2,000万円を超える部分 3.0% 2.0%

一 般 の 長 期 譲 渡 3.0% 2.0%

株式等
の譲渡 

上場株式等 
証券会社を通じた売却

3.0% 2.0%上記以外の売却

未 公 開 株 式 等

上 場 株 式 等 の 配 当 3.0% 2.0%

先 物 取 引 3.0% 2.0%

◎税額控除(配当控除) 

課税所得金額 
 
種 類 

1 , 0 0 0 万 円
以下の部分

1 , 0 0 0 万 円
超 の 部 分

市民税 府民税 市民税 府民税

利 益 の 配 当 等 1.6% 1.2% 0.8% 0.6%

外貨建等証券投資信託以外 0.8% 0.6% 0.4% 0.3%

外 貨 建 等 証 券 投 資 信 託 0.4% 0.3% 0.2% 0.15%

 

◎税額控除（調整控除） 
合計課税所得金額が200万円以下の者

次の①と②のいずれか少ない額の5％(府民税2％、市民税
3％）に相当する金額 
 ①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合

においては、同表金額欄に掲げる金額を合算した金
額 

 ②合計課税所得金額 
合計課税所得金額が200万円超の者 

①の金額から②の金額を控除した金額(5万円を下回る場
合は5万円)の5％(府民税2％、市民税3％)に相当する金額
 ①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合

においては、同表金額欄に掲げる金額を合算した金
額 

 ②合計課税所得金額から200万円を控除した金額 

控除の種類 金額 控除の種類 金額

基 礎 控 除 5万円 配偶者
控 除

一般 5万円

障害者
控 除

普通 1万円 老人 10万円

特別 10万円 配 偶 者
特 別
控 除

38万円超40万円未満 5万円

同居特別 22万円 40万円以上45万円未満 3万円

寡 婦
控 除

一般 1万円

扶養控除

一般 5万円

特別 5万円 特定 18万円

寡 夫 控 除 1万円 老人 10万円

勤労学生控除 1万円 同居老親等 13万円

◎税額控除(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除) 

区 分 市民税 府民税 

配 当 割 額 又 は
株 式 等 譲 渡 所 得 割 額 3／5 2／5 

◎税額控除(住宅借入金等特別税額控除) 
前年分の所得税において平成11年から18年まで又は平成21
年から29年までの入居に係る住宅借入金等特別控除の適用
を受けた場合、①から②を控除した金額(前年分の所得税に
係る課税総所得金額等の100分の5に相当する金額(97,500円
を限度)を超える場合には、当該金額)に下欄の割合を乗じた
金額 
 ただし、居住年が平成26年4月から平成29年12月までであ
って、特定取得に該当する場合は、「100分の5」を「100分の
7」と、「97,500円」を「136,500円」として計算した金額 
 ①前年度の所得税に係る住宅借入金等特別控除額(特定増

改築等に係る住宅借入金等の金額又は平成19年若しく
は平成20年の居住年に係る住宅借入金等の金額を有す
る場合には、当該金額がなかったものとして計算した金
額) 

 ②前年分の所得税の額(住宅借入金等特別控除等適用前の
金額) 

※平成11年から18年までの間に入居した者で、市長に住宅借
入金等特別税額控除申告書を提出した場合、上記の控除額
に代えて、地方税法附則第5条の4の規定に基づいて算出し
た金額 

市民税 3／5 府民税 2／5 

◎税額控除（寄附金税額控除） 
前年中に次に掲げる寄附金を支出し、合計額(寄附金の合計
額が総所得金額の合計額の30％を超える場合には当該30％
に相当する金額)が2千円を超える場合には、その超える金額
の府民税は4％、市民税は6％に相当する金額 
１ 都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金 
２ 京都府の共同募金会又は日本赤十字社の支部に対する

寄附金 
３ 所得税法等に規定される寄附金控除の対象のうち、住民

の福祉の増進に寄与する寄附金として京都府の条例で
定めるもの 

４ 特定非営利活動法人に対する寄附金のうち、住民の福祉
の増進に寄与する寄附金として京都府の条例で定める
もの 

 
 ただし1の寄附金が2千円を超える場合は、その超える
金額に、下表の左欄の区分に応じて右欄の割合を乗じて得
た額の府民税は5分の2、市民税5分の3に相当する金額
をさらに加算した金額(所得割の10％に相当する金額を超
えるときは、その10％に相当する金額） 
課税総所得金額から人的控除差調整額を控除した金額 割合 

0円以上195万円以下 84.895％
195万円を超え330万円以下 79.79％
330万円を超え695万円以下 69.58％
695万円を超え900万円以下 66.517％
900万円を超え1,800万円以下 56.307％

1,800万円超 49.16％
0円未満 
(課税山林所得金額及び課税退職所得金額を有しない場合）

90％ 

0円未満 
(課税山林所得金額又は課税退職所得金額を有する場合）

地方税法に
定める割合

◎所得控除 

雑 損 
控 除 

(実質損失額－総所得金額等の
合計額×10％)又は(災害関連支
出の金額－5万円）のうちいずれ
か多い方の金額 

医 療 費 
控 除 

医療費の実質負担額－(10万円
と総所得金額等の5％のいずれ
か低い金額)(限度額200万円) 

社会保険 
料控除等 

支払金額 

生
命
保
険
料
控
除 

支払金額 控除額 

新
契
約 

12,000円以下のとき 全額 

12,000円超32,000円以下のとき 支払金額の1/2＋6,000円 

32,000円超56,000円以下のとき 支払金額の1/4＋14,000円 

56,000円超のとき 28,000円 

旧
契
約 

15,000円以下のとき 全額 

15,000円超40,000円以下のとき 支払金額の1/2＋7,500円 

40,000円超70,000円以下のとき 支払金額の1/4＋17,500円 

70,000円超のとき 35,000円 

一般生命保険料、介護医療保険料及び個人年金保険料について、それ

ぞれ上の算式により計算した控除額の合計額(限度額70,000円) 

一般生命保険料又は個人年金保険料については、新契約と旧契約の双

方について控除の適用を受ける場合、新契約と旧契約それぞれ上の算

式により計算した控除額の合計額(限度額28,000円)  

地

震

保

険

料

控

除 

地
震
保
険
料

支払金額         控除額
50,000円以下のとき…支払金額の½
50,000円超のとき…………25,000円

旧
長
期
契
約

支払金額         控除額
5,000円以下のとき ……………全額
5,000円超15,000円以下のとき 
     …支払金額の½＋2,500円
15,000円超のとき…………10,000円

地震保険、旧長期の両方がある場合は、
限度額は25,000円 

配 偶 者 控 除 一 般 
老 人 

33万円
38万円

配
偶
者
特
別
控
除 

所得金額 控除額
380,001～449,999円 33万円
450,000～499,999円 31万円
500,000～549,999円 26万円
550,000～599,999円 21万円
600,000～649,999円 16万円
650,000～699,999円 11万円
700,000～749,999円 6万円
750,000～759,999円 3万円

760,000円～ 0円

 

障害者控除 

(特別障害者の場合)

(同居特別障害者の場合)

26万円

30万円

53万円

寡婦(寡夫)控除

(特別寡婦の場合)

26万円

30万円

勤労学生控除 26万円

扶

養

控

除

一 般 33万円

老 人 38万円

特 定 45万円

同居老親等 45万円

基 礎 控 除 33万円

 

◎税率 
・均等割      市民税 3,500円 府民税 2,100円 
・所得割(総合課税分)市民税   6％ 府民税   4％ 

(注)１ 分離課税の所得がある場合は計算方法が異なります。 
  ２ 配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除がある場合は、所得割から控除されます。
  ３ 合計課税所得金額とは、所得控除後の課税総所得金額、課税退職所得金額及び課

税山林所得金額の合計額で、課税長期譲渡所得金額等の分離課税に係る課税所得金
額は含まれません。 

第３８号様式（第２１条関係） 

                            給与所得等に係る 
                    平成   年度 市民税・府民税 特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用） 

  亀 岡 市

 給与所得等に係る市民税及び府民税の特別徴収税額を左記のとおり決定したので、地方
税法第41条及び第321条の4第1項の規定によって通知します。また、この通知書の記載事
項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して3箇月以内に市長
に対して審査請求をすることができます。この特別徴収税額の決定の取消しを求める訴え
は、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6箇月以内に市を被
告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 
 なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起す
ることができないこととされていますが、①審査請求があった日から3箇月を経過しても
裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるた
め緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁
決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 平成   年   月   日 

                                   □印  

  

様 

 

特別徴収税額      
課 税 人 員 非課税人員 

       

月

割

額 

  人 数 納 付 額   人 数 納 付 額 

6月分          12月分       

7月分          1月分       

  8月分          2月分       

  9月分          3月分       

  10月分          4月分       

  11月分          5月分       

   (備考)   

 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

   納

付

額

6月分    10月分    2月分       (摘要) 

7月分    11月分    3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分    4月分       

  
様

9月分    1月分    5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村 
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

   納

付

額

6月分    10月分    2月分       (摘要) 

7月分    11月分    3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分    4月分       

  
様

9月分    1月分    5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

   納

付

額

6月分    10月分    2月分       (摘要) 

7月分    11月分    3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分    4月分       

  
様

9月分    1月分    5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

   納

付

額

6月分    10月分    2月分       (摘要) 

7月分    11月分    3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分    4月分       

  
様

9月分    1月分    5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

   納

付

額

6月分    10月分    2月分       (摘要) 

7月分    11月分    3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分    4月分       

  
様

9月分    1月分    5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

   納

付

額

6月分    10月分    2月分       (摘要) 

7月分    11月分    3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分    4月分       

  
様

9月分    1月分    5月分       

変 更 月 月   
 

                                                        頁 特別徴収義務者名
様

 
問合せ先 亀岡市役所 〒621-8501 京都府亀岡市安町野々神8番地 
           税務課 ＴＥＬ 0771-22-3131（大代表） 
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第８５５号平成２８年４月１５日発行 

 別記第４０号様式及び別記第４１号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４０号様式（第２１条関係） 

        給与所得等に係る 
平成  年度 市民税 ･府 民税  特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用） 

所 

得 

給 与 収 入     主 た る 給 与 

以 外 の 合 算 

所 得 区 分  

営

業

等 

農

 

業 

不

動

産 

利

 

子 

配

 

当 

給

 

与 

雑 

譲
渡
・
一
時 

 

課 

税 

標 

準 

総 所 得 ③     

給 与 所 得      山 林 所 得     

その他の所得計           分離短期譲渡     

      総所得金額①     分離長期譲渡     

            株式等の譲渡     

            上場株式等の配当     

所 

得 

控 

除 

雑 損    障 ・ 寡 ・ 勤      先 物 取 引     

医 療 費    配 偶 者                     

社 会 保 険 料    配 偶 者 特 別    控

 

配

老

 

配

扶養親族該当区分 本人該当区分 繰 

越 

損 

失

小規模企業共済    扶 養    特

 

定

同

 

老

老

 

人

16

歳
未
満

そ

の

他

同

 

障

特

 

障

他

 

障

未
成
年
者

特

 

障

他

 

障

寡

 

婦

特

 

寡

寡

 

夫

勤
労
学
生生 命 保 険 料    基 礎    

地 震 保 険 料    所得控除合計②                    

（摘要） 

 

 

 

 受 給 者 番 号 氏              名 指 定 番 号 

税 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 

額 

市
民
税 

税額控除前所得割額④    
   

税額控除額⑤    

所 得 割 額 ⑥    住                    所 宛 名 番 号 

均 等 割 額 ⑦    
  

府
民
税 

税額控除前所得割額④    

税額控除額⑤    あなたの特別徴収税額を左記のとおり決定したので、地方税法第41条及び第321条の4の規定によって通知します。また、この通知書の記載事項に不服が
ある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以内に市長に対して審査請求をすることができます。この特別徴収税額の決定の取消
しを求める訴えは、前記の審査請求に係る決定の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提
起することができます。 
なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があった日
から３箇月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁
決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

所 得 割 額 ⑥    

均 等 割 額 ⑦    

特別徴収税額⑧    

控 除 不 足 額 ⑨         年   月   日
 
 

                                            □印 
既 充 当 額 ⑩    

既 納 付 額 ⑪    

差引納付額(⑧－⑪－⑨,⑩)    
納
付
額 

６月分    ９月分    12 月分    ３月分    

変 更 前 税 額 ⑫    ７月分    10月分    １月分    ４月分    

増減額(⑧－⑫)    ８月分    11月分    ２月分    ５月分    

変 更 月   月 問合せ先 亀岡市役所 税務課 ＴＥＬ 0771-22-3131（大代表） 

◎税額の計算方法 
 総所得金額①－所得控除合計②＝課税総所得金額③ 
 課税総所得金額③×税率＝税額控除前所得割額④ 
 税額控除前所得割額④－税額控除額⑤＝所得割額⑥ 
 所得割額⑥＋均等割額⑦＝特別徴収税額⑧ 
 特別徴収税額⑧－控除不足額⑨＝差引納付額 
（注)1 分離課税の所得がある場合は計算方法が異なります。 
   2 「税額控除額⑤」は調整控除、配当控除、住宅借入金 

等特別税額控除、寄附金税額控除、配当割額又は株式等 
譲渡所得割額の控除等の控除額の合算額を記載していま 
す。 

   3 「控除不足額⑨」は所得割額より控除することができ 
なかった配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除の額の 
ことです。 

◎税率 
 ・均等割 
   市民税 3,500円  府民税 2,100円 
             (豊かな森を育てる府民税600円含む) 
 ・所得割（総合課税分） 
   市民税 6％    府民税 4％ 
◎所得控除 

雑 損 
控 除 

（実質損失額－総所得金額等の合計額×10％）又は（災害関連支出
の金額－５万円）のうちいずれか高い方の金額 

医療費 
控 除 

医療費の実質負担額－(10万円と総所得金額等の５％のいずれか
低い金額)(限度額200万円） 

社会保険 
料控除等 支払金額 

 

◎税額控除（配当控除） 
課税所得金額

 

種 類 

1,000万円 
以下の部分 

1,000万円 
超の部分 

市町村民税 道府県民税 市町村民税 道府県民税 

利益の配当等 1.6％ 1.2％ 0.8％ 0.6％ 

外貨建等以外の証券投資信託 0.8％ 0.6％ 0.4％ 0.3％ 

外貨建等証券投資信託 0.4％ 0.3％ 0.2％ 0.15％ 

◎税額控除(住宅借入金等特別税額控除) 
 前年分の所得税において平成11年から18年まで又は平成21年から
31年までの入居に係る住宅借入金等特別控除の適用を受けた場合、
①から②を控除した金額（前年分の所得税に係る課税総所得金額等
の100分の5に相当する金額（97,500円を限度）を超える場合には、
当該金額）に下欄の割合を乗じた額 
ただし、居住年が平成26年から平成31年までであって、特定取得に
該当する場合には、「100分の5」を「100分の7」と、「97,500円」を
「136,500円」として計算した金額 
 ①前年分の所得税に係る住宅借入金等特別控除額（特定増改築等

に係る住宅借入金等の金額又は平成19年若しくは平成20年の居
住年に係る住宅借入金等の金額を有する場合には、当該金額が
なかったものとして計算した金額） 

 ②前年分の所得税の額（住宅借入金等特別控除等適用前の金額） 
※ 平成11年から18年までの間に入居した者で、市町村長に住宅借
入金等特別税額控除申告書を提出した場合、上記の控除額に代え
て、地方税法附則第5条の4の規定に基づいて算出した金額 

市町村民税 3/5 道府県民税 2/5 

◎税額控除（調整控除） 

合計課税所得金額が200万円以下の者 
次の①と②のいずれか少ない額の５％（府民税２％、市民税
３％）に相当する金額 
 ①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合に

おいては、同表金額欄に掲げる金額を合算した金額 
 ②合計課税所得金額 

合計課税所得金額が200万円超の者 
①の金額から②の金額を控除した金額（５万円を下回る場
合は５万円）の５％（府民税２％、市民税３％）に相当す
る金額 
 ①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合に

おいては、同表金額欄に掲げる金額を合算した金額 
 ②合計課税所得金額から200万円を控除した金額 

控除の種類 金額 控除の種類 金額

基 礎 控 除 ５万円 配偶者
控 除

一般 ５万円

障害者
控 除

普通 １万円 老人 10万円

特別 10万円 配偶者
特 別
控 除

38万円超40万円未満 ５万円

同居特別 22万円 40万円以上45万円未満 ３万円

寡 婦
控 除

一般 １万円

扶養控除

一般 ５万円

特別 ５万円 特定 18万円

寡 夫 控 除 １万円 老人 10万円

勤労学生控除 １万円 同居老親等 13万円

◎税額控除（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 
区   分 市民税 府民税 

配 当 割 又 は
株式等譲渡所得割

3/5 2/5 

生

命

保

険

料

控

除 

支払金額 控除額 

新
契
約 

12,000円以下のとき 全額 

12,000円超32,000円以下のとき 支払金額の½＋6,000円 

32,000円超56,000円以下のとき 支払金額の¼＋14,000円 

56,000円超のとき 28,000円 

旧
契
約 

15,000円以下のとき 全額 

15,000円超40,000円以下のとき 支払金額の½＋7,500円 

40,000円超70,000円以下のとき 支払金額の¼＋17,500円 

70,000円超のとき 35,000円 

一般生命保険料、介護医療保険料及び個人年金保険料に 

ついて、それぞれ上の算式により計算した控除額の合計 

額（限度額70,000円） 

一般生命保険料又は個人年金保険料については、新契約 

と旧契約の双方について控除の適用を受ける場合、新契 

約の旧契約それぞれ上の算式により計算した控除額の合 

計額（限度額28,000円） 

地

震

保

険

料

控

除

支払金額 控除額 

地
震

保
険
料

50,000円以下のとき 支払金額の½ 

50,000円超のとき 25,000円 

旧
長
期
契
約

5,000円以下のとき 全額 

5,000円超15,000円以下のとき 支払金額の½＋2,500円 

15,000円超のとき 10,000円 

地震保険料、旧長期契約の両方がある場合は、限度額は25,000円 

 

配 偶 者 控 除 一 般
老 人

33万円
38万円

配
偶
者
特
別
控
除 

所得金額 控除額

38万円超45万円未満 33万円

45万円以上50万円未満 31万円

50万円以上55万円未満 26万円

55万円以上60万円未満 21万円

60万円以上65万円未満 16万円

65万円以上70万円未満 11万円

70万円以上75万円未満 6万円

75万円以上76万円未満 3万円

76万円以上 0円

障 害 者 控 除 
(特別障害者の場合) 

（同居特別障害者の場合） 

26万円
30万円
53万円

寡 婦 (寡 夫 )控 除 
(特別寡婦の場合) 

26万円
30万円

勤 労 学 生 控 除 26万円

扶
養
控
除

一   般 33万円

老   人 38万円

特   定 45万円

同居老親等 45万円

基 礎 控 除 33万円

 

◎税額控除（寄附金税額控除） 

前年中に次に掲げる寄附金を支出し、合計額（寄附金の合計額
が総所得金額の合計額の30％を超える場合には当該30％に相
当する金額）が２千円を超える場合には、その超える金額の府
民税は４％、市民税は６％に相当する金額 
１ 都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金 
２ 京都府の共同募金会又は日本赤十字社の支部に対する寄

附金 
３ 所得税法等に規定される寄附金控除の対象のうち、住民の

福祉の増進に寄与する寄附金として京都府又は亀岡市の
条例で定めるもの 

４ 特定非営利活動法人に対する寄附金のうち、住民の福祉の
増進に寄与する寄附金として京都府の条例で定めるもの

 
ただし、１の寄附金が２千円を超える場合は、その超える金額
に、下表の左欄の区分に応じて右欄の割合を乗じて得た額の府
民税は５分の２、市民税は５分の３に相当する金額をさらに加
算した金額（所得割の20％に相当する金額を超えるときは、そ
の20％に相当する金額) 

課税総所得金額から人的控除差調整額を控除した金額 割合
0円以上195万円以上 84.895％

195万円超330万円以下 79.79％
330万円超695万円以下 69.58％
695万円超900万円以下 66.517％
900万円超1,800万円以下 56.307％

1,800万円超4,000万円以下 49.16％
1,800万円超 44.055％

0 円未満 
(課税山林所得金額及び課税退職所得金額を有しない場合)

90％ 

0 円未満 
(課税山林所得金額又は課税退職所得金額を有する場合)

地方税法に
定める割合

第４１号様式（第２１条関係） 

                            給与所得等に係る 
                    平成   年度 市民税・府民税 特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用） 

  亀 岡 市

 給与所得等に係る市民税及び府民税の特別徴収税額を左記のとおり決定(変更)したの
で、地方税法第41条及び第321条の4（第321条の6）第1項の規定によって通知します。ま
た、この通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起
算して3箇月以内に市長に対して審査請求をすることができます。この特別徴収税額の決
定（変更）の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日
から起算して6箇月以内に市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起する
ことができます。 
 なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起す
ることができないこととされていますが、①審査請求があった日から3箇月を経過しても
裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるた
め緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁
決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 平成   年   月   日 

                                   □印  

  

様 

 

特別徴収税額      
課 税 人 員 非課税人員 

       

月

割

額 

  人 数 納 付 額   人 数 納 付 額 

6月分          12月分       

7月分          1月分       

  8月分          2月分       

  9月分          3月分       

  10月分          4月分       

  11月分          5月分       

   (備考)   

 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

     納

付

額

6月分    10月分      2月分       (摘要) 

7月分    11月分      3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分      4月分       

  
様

9月分    1月分      5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村 
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

     納

付

額

6月分    10月分      2月分       (摘要) 

7月分    11月分      3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分      4月分       

  
様

9月分    1月分      5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

     納

付

額

6月分    10月分      2月分       (摘要) 

7月分    11月分      3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分      4月分       

  
様

9月分    1月分      5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

     納

付

額

6月分    10月分      2月分       (摘要) 

7月分    11月分      3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分      4月分       

  
様

9月分    1月分      5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

     納

付

額

6月分    10月分      2月分       (摘要) 

7月分    11月分      3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分      4月分       

  
様

9月分    1月分      5月分       

変 更 月 月   
 

指定
番号 

  
宛名
番号 

  
市町村
コード 

  
受給者
番 号 

  
特別徴収
税 額

     納

付

額

6月分    10月分      2月分       (摘要) 

7月分    11月分      3月分       

住 所 氏 名 8月分    12月分      4月分       

  
様

9月分    1月分      5月分       

変 更 月 月   
 

                                                        頁 特別徴収義務者名
様

 
問合せ先 亀岡市役所 〒621-8501 京都府亀岡市安町野々神8番地 
           税務課 ＴＥＬ 0771-22-3131（大代表） 
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第８５５号平成２８年４月１５日発行 

 別記第４５号様式中「法人番号」を「法人コード」に、「場合」を「とき」に、「６０日」を

「３箇月」に、「対して異議の申立て」を「審査請求」に改める。 

 別記第４８号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４８号様式（第２７条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
固定資産税・都市計画税納税通知書 

   年  税  額(円)    通知書番号  

        

          

   納税義務者氏名  

     

    

      期別 納 期 限 納付税額(円) 

      第1期   

      第2期   

      第3期   

      第4期   

          

納 付 方 法    上記のとおり決定しましたので通知します。 

金 融 機 関 名          

種別・口座番号  
                    亀 岡 市 長   □印  

口 座 名 義 人  

固定資産税に対して、ご不明な点がありましたら、右記までお問い合わせください。 亀岡市役所 総務部税務課 電話0771-22-3131（代表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（課税の根拠） 
⑴ 地方税法及び亀岡市税条例に基づき、1月1日に亀岡市内に所在する固定資産（土地・家屋・

償却資産）の所有者に対して固定資産税が課されます。 
⑵ 地方税法及び亀岡市都市計画税条例に基づき、市街化区域内に所在する固定資産（土地・家

屋）の所有者に対して都市計画税が課されます。 
 
（税率及び算出方法） 

⑴ 固定資産税   固定資産税課税標準額×税率1.5％ 
⑵ 都市計画税   都市計画税課税標準額×税率0.1％ 

 
（納税義務者） 

 賦課期日（毎年1月1日）現在の固定資産の所有者が納税義務者です。1月2日以降に所有権の移
転があっても、その年度の納税義務者は変わりません。納税義務者が死亡されているときは、現
に所有している人が納税義務者です。 

 
（審査請求） 

 この通知書に記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して3
箇月以内に市長に対して審査請求をすることができます。(ただし、固定資産課税台帳に登録さ
れた価格に関するものは除く。) 
 この賦課決定の取消しを求める訴えは、前記の審査請求にかかる裁決の送達を受けた日の翌日
から起算して6箇月以内に市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することが
できます。 
 なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起すること
ができないこととされていますが、①審査請求があった日から3箇月を経過しても裁決がないと
き、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある
とき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消
しの訴えを提起することができます。 

 
（審査申出） 

 固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある場合は、固定資産課税台帳に価格等を登録した旨の公示の日から納税通知書交付後3箇月を経過する日までの間に限り、固定資産評
価審査委員会に対して審査の申出をすることができます。 

 
 (延滞金及び督促手数料) 

 各納期限までに税金を納付されなかったときは、延滞金及び督促手数料が加算されます。 
⑴ 延滞金…納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ年14.6％の割合（特例基準割合が年7.3％未満の場合は、特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合）又は納期限の翌日から1

月を経過する日までの期間についての年7.3％の割合（特例基準割合が年7.3％未満の場合は、特例基準割合に年1％の割合を加算した割合（上限は年7.3％の割合)）を乗じて算
出した額 

⑵ 督促手数料…督促状1通について100円（納付がない場合は、納期限後20日以内に督促状を発送します。） 
 

◎お願い 
 次のときは、亀岡市役所総務部税務課まで、ご連絡ください。 
 ・納税義務者が死亡されているとき（相続人代表者の届出をしてください。） 
 ・家屋を取り壊したり新増築した時や、使用用途を変更したとき 
 ・納税義務者の住所、氏名に誤りや、変更があったとき 
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第８５５号平成２８年４月１５日発行 

 別記第５７号様式中「６０日」を「３箇月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「決定の

送達」を「裁決の送達」に、「決定を経た」を「裁決を経た」に、「決定が」を「裁決が」に、

「手続き」を「手続」に、「決定を経ない」を「裁決を経ない」に改める。 

 別記第５９号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賦課の根拠・その他 
1 地方税法第442条の2及び亀岡市税条例第75条の規定により賦課期日（毎年4月1日）現在で原動機付自転車・小型特殊自動車・軽自動車・二輪の

小型自動車を所有している方に課税されます。 
2 この納税通知書に記載された事項について不服があるときは、この納税通知書を受け取った日の翌日から起算して3箇月以内に、市長に対して

審査請求をすることができます。この税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の審査請求にかかる裁決の送達を受けた日の翌日から起算して
6箇月以内に亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は市長となります。）提起することができます。 
 なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求

があった日から3箇月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 
3 この税金を納期限までに納められないときは、延滞金・督促手数料を納付しなければなりません。 

⑴ 延滞金 納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ年14.6％の割合（特例基準割合が年7.3％未満の場合は、特例基準割合に年7.3％の割
合を加算した割合）又は納期限の翌日から1月を経過する日までの期間についての年7.3％の割合（特例基準割合が年7.3％未満の場
合は、特例基準割合に年1％の割合を加算した割合（上限は年7.3％の割合)）を乗じて算出した額 

⑵ 督促手数料 督促状一通について100円 
4 税率（1台につき年額） 

種 
 

別 

原 動 機 付 自 転 車 小型特殊自動車 軽 自 動 車 

小
型
自
動
車 

２ 

輪 

の 

1種 2種･乙 2種･甲 

ミ
ニ
カ
ー 

農

耕

用 

そ

の

他 

２ 
 

輪 

３ 
 

輪 

4輪乗用 4輪貨物 

50cc

(0.6kw)

まで

90cc 

(0.8kw) 

まで 

125cc 

(1.0kw) 

まで 

自
家
用 

営
業
用 

自
家
用 

営
業
用 

税額 
(円) 

2,000 2,000 2,400 3,700 2,400 5,900 3,600 3,900 10,800 6,900 5,000 3,800 6,000 

                                            ※重課税及び軽課税については別紙のとおり 

 

 

収納取扱金融機関等〔○印のある金融機関及びゆうちょ銀行・郵便局は口座振替の取り扱いができます。〕 

 亀岡市役所 

  ○京都銀行 ○京都信用金庫 ○京都農業協同組合 ○京都北都信用金庫 ○京都中央信用金庫 ○近畿労働金庫 
   三井住友銀行 三菱東京ＵＦＪ銀行 りそな銀行 みずほ銀行 関西アーバン銀行 京滋信用組合 
   ※近畿２府４県以外に所在する郵便局での納付はお問い合わせください。 

第５９号様式（第３８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたは口座振替の手続きをしていただいていますので、納期限に下記の口座から振替させていただきます。 

預貯金残高不足により振替不能となった場合は、再振替をさせていただきます。 

納 付 方 法  

金 融 機 関 名 
 

種別・口座番号  
口 座 名 義 人  

（口座番号は個人情報保護のため、下３桁のみを表示しています。） 

領収済通知書は、振替等処理後に市役所から送付します。 

 

亀岡市     軽自動車税納税通知書 

納税義務者  

  

   種別    標識番号   税額(円)  通知書番号 

 

期 別  納 期 限  

  合計金額 円

      上記のとおり決定しましたので通知します。 

 

 

                 亀 岡 市 長   □印  
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 別記第６９号様式及び別記第７１号様式中「６０日」を「３箇月」に、「異議申立て」を「審

査請求」に、「決定の送達」を「裁決の送達」に、「決定を」を「裁決を」に、「決定が」を

「裁決が」に、「手続き」を「手続」に改める。 

 （亀岡市福祉医療費支給条例施行規則の一部改正） 

第４条 亀岡市福祉医療費支給条例施行規則（昭和５０年亀岡市規則第２１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第４条中「福祉医療費受給者証交付申請却下通知書」を「福祉医療費受給資格非該当通知書」

に改める。 

 別記第４号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４号様式（第４条関係） 

 

                                    第     号 

                                    年  月  日 

 

福祉医療費受給者証交付申請却下通知書 

 

           様 

 

 

                        亀岡市長           □印  

 

 

    年  月  日付けで申請のあった福祉医療費受給資格について審査の結果、下記の

理由により受給資格がありませんので通知します。 

申 請 者 

住  所 

氏  名 

生年月日       年   月   日 性別 □男 □女 

申   請 

却 下 の 

理   由 

  

（教示） 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は亀岡市長

となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をし

た場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記

の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日

から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す

ることが認められる場合があります。 
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 （亀岡市休日保育の実施に関する規則の一部改正） 

第５条 亀岡市休日保育の実施に関する規則（平成１７年亀岡市規則第４１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 

６０日以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日から起

算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内

に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は、亀岡市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審

査請求をした場合には、当該審査請求に対する決定があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

                                          」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」

に改める。 

 （亀岡市一時保育の実施に関する規則の一部改正） 

第６条 亀岡市一時保育の実施に関する規則（平成１７年亀岡市規則第４２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別記第２号様式中 
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「 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 

６０日以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日から起

算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内

に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は、亀岡市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審

査請求をした場合には、当該審査請求に対する決定があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

                                          」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」

に改める。 

 （亀岡市立保育所延長保育実施規則の一部改正） 

第７条 亀岡市立保育所延長保育実施規則（平成２１年亀岡市規則第４０号）の一部を次のように

改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 

６０日以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日から起
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算して 1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内

に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は、亀岡市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審

査請求をした場合には、当該審査請求に対する決定があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

                                          」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」

に改める。 

 （亀岡市老人医療費支給条例施行規則の一部改正） 

第８条 亀岡市老人医療費支給条例施行規則（平成１４年亀岡市規則第１号）の一部を次のように

改正する。 

 別記第３号様式中 

「 

 この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０

日以内に、亀岡市長に対して異議申立てをすることができます。また、この決定があったこ

とを知った日（異議申立てをした場合は、当該異議申立てに対する決定があったことを知っ

た日）の翌日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表

する者は亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、

この決定の日（異議申立てをした場合の処分の取消しの訴えについては、当該異議申立てに

対する決定の日）の翌日から起算して１年を経過すると、正当な理由がある場合を除き異議
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申立て及び処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

                                          」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」

に改める。 

 別記第９号様式の３中 

「 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 

６０日以内に、亀岡市長に対して異議申立てをすることができます。（なお、この決定が

あったことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。） 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内

に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は亀岡市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の異

議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

                                          」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌
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日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」

に改める。 

 別記第１３号様式中 

「 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 

６０日以内に、亀岡市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この決定が 

あったことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内

に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は亀岡市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の異

議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

                                          」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある
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ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」

に改める。 

 （亀岡市国民健康保険条例施行規則の一部改正） 

第９条 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年亀岡市規則第２０号）の一部を次のように

改正する。 

 別記第５号様式、別記第６号様式及び別記第１６号様式から別記第１７号様式の２までの規定

中「６０日」を「３箇月」に改める。 

 別記第２０号様式及び別記第２１号様式中「６０日」を「３箇月」に改める。 

 （亀岡市介護保険条例施行規則の一部改正） 

第１０条 亀岡市介護保険条例施行規則（平成１２年亀岡市規則第３７号）の一部を次のように改

正する。 

 別記第１５号様式及び別記第１８号様式中「６０日」を「３箇月」に、「６ヶ月」を「６箇

月」に、「３ヶ月を経過していても」を「３箇月を経過しても」に、「または手続き」を「又は

手続」に改める。 

（亀岡市土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切土の規制に関する条例施行規則の一

部改正） 

第１１条 亀岡市土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切土の規制に関する条例施行規

則（平成１１年亀岡市規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 別記第６号様式を次のように改める。 
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 別記第１０号様式を次のように改める。 

 

 

第６号様式（第４条関係） 

                                  第     号 

                                  年  月  日 

 

            様 

 

                        亀岡市長         □印  

 

 

土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切土

事業（変更）許可（不許可）決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請の土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切

土事業（変更）許可申請について、下記のとおり許可（不許可）します。 

 

記 

 

１ 事 業 名 

 

２ 事業の目的 

 

３ 事業の種類 

 

４ 条   件 

 （不許可理由） 

 

５ 意   見 

 

 

（教示） 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の

審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 
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 別記第１２号様式から別記第１４号様式までを次のように改める。 

 

第１０号様式（第８条関係） 

                                  第     号 

                                  年  月  日 

 

            様 

 

                        亀岡市長         □印  

 

 

土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切土

事業承継承認（申請却下）通知書 

 

     年  月  日付けで申請の土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切

土事業承継承認申請について、下記のとおり承認（申請却下）します。 

 

記 

 

１ 事 業 名 

 

 

２ 事業の種類 

 

 

３ 条件（申請却下理由） 

 

 

 

 

 

（教示） 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の

審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 
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第
１

２
号
様
式

（
第
１

０
条
関
係

）
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
第

 
 
 

 
 
号

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
年

 
 
月

 
 
日

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
様
 

  
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
亀
岡
市
長

 
 

 
 
 
 
 

 
 
□印

 

 

土
砂

等
に
よ

る
土
地

の
埋
立
て

、
盛

土
、

堆
積
行

為
及
び
切

土
事
業
停

止
命
令
書
 

  
あ

な
た
が

行
っ

て
い

る
土

砂
等

に
よ

る
土
地

の
埋
立

て
、
盛

土
、

堆
積

行
為

及
び

切
土

事
業

は
、

亀
岡

市

土
砂

等
に
よ

る
土

地
の

埋
立

て
、

盛
土

、
堆
積

行
為
及

び
切
土

の
規

制
に

関
す

る
条

例
第

 
 

条
第

 
 

項

に
違

反
し
て

い
る

の
で

、
同

条
例

第
１

４
条
の

規
定
に

よ
り
、

直
ち

に
停

止
し
改

善
措
置

を
講

ず
る

よ
う

下

記
の

と
お
り
命

令
す
る

。
 

 

記
 

事
業

名
 
 

事
業

の
目

的
 
 

事
業

の
種

類
 
 

事
業

区
域

の
所

在
地
 
 

命
令

事
項
 
 

改
善

方
法
 
 

改
善

（
事

業
停
止

）
期

限
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
年

 
 
 
月

 
 
 
日

ま
で
 

そ
の

他
 
 

（
教

示
）
 

１
 

こ
の
決

定
に

つ
い

て
不

服
が

あ
る

場
合
は

、
こ
の

決
定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
３

箇
月
以

内
に

、
亀
岡
市

長
に
対
し

て
審
査
請

求
を
す

る
こ

と
が

で
き
ま

す
。
 

２
 

こ
の
決

定
に

つ
い

て
は

、
上

記
１

の
審
査

請
求
の

ほ
か
、

こ
の

決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日

か
ら
起

算
し
て

６
箇
月

以
内
に

、
亀

岡
市

を
被
告

と
し
て

（
訴

訟
に

お
い

て
亀

岡
市

を
代

表
す

る
者

は
亀

岡
市
長

と
な
り

ま
す
。
）
、

処
分

の
取

消
し
の

訴
え
を

提
起
す

る
こ

と
が

で
き
ま

す
。
な

お
、

上
記

１
の

審
査

請
求

を
し
た

場
合
に

は
、
処

分
の

取
消

し
の
訴

え
は
、

そ
の

審
査

請
求

に
対

す
る

裁
決

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た
日

の
翌

日
か
ら
起

算
し
て
６

箇
月
以
内

に
提
起

す
る

こ
と

が
で
き

ま
す
。
 

３
 

た
だ
し

、
上

記
の

期
間

が
経

過
す

る
前
に

、
こ
の

決
定
（

審
査

請
求

を
し

た
場

合
に

は
、

そ
の

審
査

請
求

に
対
す

る
裁
決

）
が
あ

っ
た
日

の
翌

日
か

ら
起
算

し
て
１

年
を

経
過

し
た

場
合

は
、

審
査

請
求

を
す

る
こ

と
や
処

分
の
取

消
し
の

訴
え
を

提
起

す
る

こ
と
が

で
き
な

く
な

り
ま

す
。

な
お

、
正

当
な

理
由

が
あ

る
と

き
は
、

上
記
の

期
間
や

こ
の
決

定
（

審
査

請
求
を

し
た
場

合
に

は
、

そ
の

審
査

請
求

に
対

す
る

裁
決

）
が

あ
っ
た

日
の
翌

日
か
ら

起
算
し

て
１

年
を

経
過
し

た
後
で

あ
っ

て
も

審
査

請
求

を
す

る
こ

と
や

処
分

の
取

消
し

の
訴
え

を
提

起
す
る
こ

と
が
認
め

ら
れ
る
場

合
が
あ

り
ま

す
。
 

第
１
３

号
様
式

（
第

１
０
条
関
係

）
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

第
 

 
 
 

 
号

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

年
 

 
月
 

 
日

  
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
様
 

  
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

亀
岡
市
長

 
 
 

 
 
 

 
 

 
□印

 

 

土
砂

等
に
よ

る
土
地

の
埋
立
て
、

盛
土
、
堆

積
行
為

及
び
切

土
事

業
改
善

命
令

書
 

  
 

 
 
 

年
 

 
月
 
 

日
付

け
 
 
第

 
 
 

 
号

で
許

可
し

た
土

砂
等

に
よ

る
土

地
の

埋
立

て
、

盛

土
、

堆
積
行

為
及

び
切
土
事

業
は

、
 
 
年

 
 
月

 
 

日
付

け
 

 
第

 
 

 
 

号
で

改
善

勧
告

を
し

た

と
こ
ろ

で
あ
る

が
、

い
ま
だ
に
改

善
措
置

が
講
じ
ら
れ
て
い
な

い
。
 

 
つ

い
て
は

、
亀

岡
市
土
砂

等
に

よ
る
土

地
の

埋
立

て
、

盛
土

、
堆

積
行

為
及

び
切

土
の

規
制

に
関

す
る

条

例
第
１

４
条
の

規
定

に
よ
り
、
直

ち
に
事

業
を
一
時
停
止
し
改

善
す
る
よ

う
下
記

の
と
お

り
命

令
す
る

。
 

 

記
 

事
業

名
 
 

事
業

の
目

的
 
 

事
業

の
種

類
 
 

事
業

区
域

の
所

在
地
 
 

改
善

を
命

ず
る

事
項
 
 

改
善

方
法
 
 

改
善

期
限
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
年

 
 

 
月

 
 
 

日
ま
で
 

そ
の

他
 
 

（
教
示

）
 

１
 

こ
の
決

定
に

つ
い
て
不

服
が

あ
る
場
合

は
、
こ

の
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し
て

３
箇
月
以
内
に
、

亀
岡
市

長
に

対
し
て

審
査

請
求
を
す

る
こ

と
が

で
き
ま

す
。
 

２
 

こ
の
決

定
に

つ
い
て
は

、
上

記
１
の
審

査
請
求

の
ほ

か
、

こ
の

決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日
か

ら
起

算
し

て
６
箇
月

以
内

に
、
亀

岡
市
を

被
告
と

し
て
（

訴
訟
に

お
い

て
亀

岡
市

を
代

表
す

る
者

は
亀
岡

市
長

と
な

り
ま
す
。
）
、

処
分

の
取

消
し

の
訴

え
を

提
起

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

な
お

、
上

記
１

の
審
査

請
求

を
し

た
場
合
に

は
、

処
分
の

取
消
し

の
訴
え

は
、
そ

の
審
査

請
求

に
対

す
る

裁
決

が
あ

っ
た

こ
と
を

知
っ
た
日
の
翌
日

か
ら
起

算
し

て
６
箇

月
以

内
に
提
起

す
る

こ
と

が
で
き

ま
す
。
 

３
 

た
だ
し

、
上

記
の
期
間

が
経

過
す
る
前

に
、
こ

の
決

定
（

審
査

請
求

を
し

た
場

合
に

は
、

そ
の

審
査

請
求
に

対
す

る
裁

決
）
が
あ

っ
た

日
の
翌

日
か
ら

起
算
し

て
１
年

を
経
過

し
た

場
合

は
、

審
査

請
求

を
す

る
こ
と

や
処

分
の

取
消
し
の

訴
え

を
提
起

す
る
こ

と
が
で

き
な
く

な
り
ま

す
。

な
お

、
正

当
な

理
由

が
あ

る
と
き

は
、

上
記

の
期
間
や

こ
の

決
定
（

審
査
請

求
を
し

た
場
合

に
は
、

そ
の

審
査

請
求

に
対

す
る

裁
決

）
が
あ

っ
た

日
の

翌
日
か
ら

起
算

し
て
１

年
を
経

過
し
た

後
で
あ

っ
て
も

審
査

請
求

を
す

る
こ

と
や

処
分

の
取
消

し
の
訴
え
を
提
起

す
る
こ

と
が

認
め
ら

れ
る

場
合
が
あ

り
ま

す
。
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 別記第１９号様式を次のように改める。 

第１４号様式（第１１条関係） 

                                  第     号 

                                  年  月  日 

 

            様 

 

                        亀岡市長         □印  

 

土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切土事業許可取消通知書 

 

     年  月  日付け  第    号で許可した土砂等による土地の埋立て、盛

土、堆積行為及び切土事業は、亀岡市土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切土

の規制に関する条例第１５条第１項の規定により、下記のとおり取り消したので通知する。 

 ついては、同条第２項の規定により、  年  月  日までに、事業区域を原状に回復

するよう命令する。 

 

記 

事 業 名  

事 業 の 目 的  

事 業 の 種 類  

事業区域の所在地  

取 消 年 月 日 年   月   日       

取 消 理 由   

原状回復方法・内容   

原状回復する期限 年   月   日まで     

そ の 他   

（教示） 
１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 
２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は
亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の
審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ
とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請
求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする
ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある
ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）
があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の
取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 
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 （亀岡市下矢田みどりの郷広場条例施行規則の一部改正） 

第１２条 亀岡市下矢田みどりの郷広場条例施行規則（平成１６年亀岡市規則第３号）の一部を次

のように改正する。 

 別記第３号様式を次のように改める。 

第１９号様式（第１４条関係） 

                                  第     号 

                                  年  月  日 

 

            様 

 

                        亀岡市長         □印  

 

土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切土

事業廃止（中止）に伴う災害発生防止等措置命令書 

 

     年  月  日付け土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行為及び切土事業廃

止（中止）届出については、検査の結果、亀岡市土砂等による土地の埋立て、盛土、堆積行

為及び切土の規制に関する条例第２１条第２項の規定により、災害発生防止等の措置を行う

よう下記のとおり命令する。 

 

記 

 

１ 事 業 名 

 

２ 事業の種類 

 

３ 措置を命ずる事項 

 

４ 措 置 方 法 

 

５ 措 置 期 限            年   月   日まで 

 

６ そ の 他 

 

（教示） 
１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算
して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌
日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は
亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の
審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ
とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請
求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする
ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある
ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）
があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の
取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 
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 （亀岡市環境美化条例施行規則の一部改正） 

第１３条 亀岡市環境美化条例施行規則（平成１７年亀岡市規則第４３号）の一部を次のように改

正する。 

 別記第３号様式中「亀岡市長    様」を「（宛先）亀岡市長」に改める。 

 別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 

６０日以内に、亀岡市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この決定が 

あったことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

第３号様式（第４条関係） 

 

                    住 所 

                    氏 名 

 

行  為  許  可  証 

 

    年  月  日付け申請のみどりの郷における行為を下記のとおり許可する。 

 

     年  月  日 

 

                      亀岡市長            □印  

 

記 

 

１ 行 為 の 場 所  

２ 行 為 の 内 容  

３ 行 為 の 目 的  

４ 許 可 の 期 間     年  月  日から   年  月  日まで 

５ 復 旧 方 法  

６ 使 用 料  

７ 許 可 の 条 件  

（教示） 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は亀岡市長

となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をし

た場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記

の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日

から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す

ることが認められる場合があります。 
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２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内

に亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は亀岡市長となります。）、処

分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の

翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過す

ると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 ただし、上記１の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することがで

きます。 

３ 正当な理由がなくこの命令に従わないときは、以下のとおりその旨及びその内容を公表

することがあります。 

                                          」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

４ 正当な理由がなくこの命令に従わないときは、以下のとおりその旨及びその内容を公表

することがあります。 

                                          」

に改める。 

 別記第５号様式中「亀岡市長    様」を「（宛先）亀岡市長」に改める。 

 （亀岡市国営土地改良事業負担金等徴収条例施行規則の一部改正） 

第１４条 亀岡市国営土地改良事業負担金等徴収条例施行規則（平成２３年亀岡市規則第３３号）

の一部を次のように改正する。 

 別記第１号様式及び別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

３０日以内に、亀岡市長に対して異議申立てをすることができます。なお、この決定が 
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あったことを知った日の翌日から起算して３０日以内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日（上記１の申立てをした場合は、

当該異議申立てに対する決定があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は、亀岡市長となります。）、処

分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の

翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過す

ると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

                                          」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３０日以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」

に改める。 

 （亀岡市桂川包括占用区域使用規則の一部改正） 

第１５条 亀岡市桂川包括占用区域使用規則（平成２６年亀岡市規則第１号）の一部を次のように

改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６０日以内に、亀岡市長に対して異議申立てをすることができます。なお、この決定が 

あったことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日（上記１の異議申立てをした場

合は、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月

以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は、亀岡市長となりま
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す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１

年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

                                          」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」

に改める。 

 （助産施設の入所に関する規則の一部改正） 

第１６条 助産施設の入所に関する規則（昭和４５年亀岡市規則第８号）の一部を次のように改正

する。 

 別記第３号様式及び別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 

６０日以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。なお、この決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日から起

算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日（上記１の審査請求をした場合

は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内

に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は、亀岡市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

                                          」

を 
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「 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は

亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１

の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請

求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする

ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

                                          」

に改める。 

 

   附 則 

 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前にされた処分等に係る手続その他の行為については、なお従前の例によ

る。 

 

「掲示済」 
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告 示 
 

 亀岡市告示第３２号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２８年３月３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１１２１－８１０１２ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２８年３月３日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３３号 

 

 亀岡市特別保育事業費補助金交付要綱（平成１１年亀岡市告示第４５号）の一部を次のように改

正する。 

 

   平成２８年３月４日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第２条を次のように改める。 

 （交付対象） 

第２条 この補助金は、民間保育所等が行う次の事業を交付の対象とする。 

⑴ 病児保育事業 

⑵ 保育環境改善等事業 

⑶ 延長保育事業 

⑷ 一時預かり事業 

 別表を次のように改める。 

別表（第３条関係） 

事業区分 基準額 対象経費 

病児保育事業 平成２７年度子ども・子育て
支援交付金の交付について
（平成２７年９月１１日付け
府子本第２７７号内閣総理大
臣通知別紙「平成２７年度子
ども・子育て支援交付金交付
要綱」。以下「交付要綱」と
いう。）別紙に定める病児保
育事業の基準額 

病児保育事業に必要な経費 

保育環境改善等事業 平成２７年度保育対策総合支
援事業費補助金の国庫補助に
ついて（平成２８年１月１４
日付け厚生労働省発雇児０１
１４第２号厚生労働事務次官
通知別紙「平成２７年度保育
対策総合支援事業費補助金交
付要綱」）別表に定める保育
環境改善等事業の基準額 

保育環境改善等事業に必要な
経費 

延長保育事業 交付要綱別表に定める延長保
育事業の基準額 

延長保育事業に必要な経費 

一時預かり事業 交付要綱別表に定める一時預
かり事業の基準額 

一時預かり事業に必要な経費 
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 別記第１号様式中 

「内訳 特定保育事業             円 

    休日・夜間保育事業          円 

    病児・病後児保育事業         円 

    待機児童解消促進等事業        円 

    保育環境改善等事業          円 

    延長保育促進事業           円 

    一時預かり事業            円」を 

「内訳 病児保育事業             円 

    保育環境改善等事業          円 

    延長保育事業             円 

    一時預かり事業            円」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２７年度分の補助金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３４号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定によ

り、下記の国民健康保険被保険者証は無効としたので告示する。 

 

   平成２８年３月８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１７０５－６１００１ 

１ 保 険 者   亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

 

２ 交付した日   平成２６年４月１日 
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３ 無効になる日  平成２８年３月８日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３５号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市総務部税務課において保管し、

送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２８年３月９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏  名 

1 
督促状 平成27年度随1期分 
市府民税 省略 省略 

2 
督促状 平成27年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３６号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市総務部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付

する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２８年３月１１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

固定資産現所有者認定通知書 

固定資産価格等登録通知書 

平成２７年度固定資産税・都市計画税賦

課額変更（決定）通知書 

２ 送達を受けるべき者の住所及び名称 

 

省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３７号 

 

 亀岡市低所得の高齢者向けの年金生活者等支

援臨時福祉給付金支給事業実施要綱を次のよう

に定める。 

 

   平成２８年３月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市低所得の高齢者向けの年金

生活者等支援臨時福祉給付金支給

事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、「一億総活躍社会」の実

現に向け、賃金引上げの恩恵が及びにくい低

所得の高齢者を支援し、個人消費の下支えに

も資するように実施する低所得の高齢者向け

の年金生活者等支援臨時福祉給付金支給事業

について、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 低所得の高齢者向けの給付金 前条の目

的を達するために、低所得の高齢者向けの

年金生活者等支援臨時福祉給付金として亀

岡市（以下「市」という。）によって贈与

される給付金をいう。 

⑵ 支給対象者 別記１に掲げる低所得の高

齢者向けの給付金が支給される者をいう。 

（低所得の高齢者向けの給付金の支給） 

第３条 市は、支給対象者に対し、この要綱の

定めるところにより、低所得の高齢者向けの

給付金を支給する。 

（支給額） 

第４条 前条の規定により支給対象者に対して

支給する低所得の高齢者向けの給付金の金額

は、支給対象者１人につき３万円とする。 

（申請受付開始日及び申請期限） 

第５条 低所得の高齢者向けの給付金に係る市

の申請受付開始日は、次条第２項各号に掲げ

る申請方式ごとに市長が別に定める日とする。 

２ 申請期限は、やむを得ない場合を除き、前

項の規定により定められた申請受付開始日の
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うち も早い日から３箇月とする。 

（申請及び支給の方式） 

第６条 低所得の高齢者向けの給付金の支給を

受けようとする者（以下「申請者」とい

う。）は、低所得の高齢者向けの給付金申請

書（請求書）（以下「申請書」という。）に

より申請を行う。 

２ 申請者による申請及び市による支給は、次

の各号に掲げる方式のいずれかにより行う。

この場合、第３号に掲げる申請方式は、申請

者が金融機関に口座を開設していないこと、

金融機関から著しく離れた場所に居住してい

ることその他第１号又は第２号に掲げる申請

方式による支給が困難な場合に限り行う。 

⑴ 郵送申請方式 申請者が申請書を郵送に

より市に提出し、市が申請者から通知され

た金融機関の口座に振り込む方式 

⑵ 窓口申請方式 申請者が申請書を市の窓

口に提出し、市が申請者から通知された金

融機関の口座に振り込む方式 

⑶ 窓口現金受領方式 申請者が申請書を郵

送により、又は市の窓口において市に提出

し、市が当該窓口で現金を交付することに

より支給する方式 

３ 申請者は、低所得の高齢者向けの給付金の

申請に当たり、公的身分証明書の写し等を提

出又は提示すること等により、申請者本人に

よる申請であることを証する。 

（代理による申請） 

第７条 申請者に代わり、代理人として前条の

規定による申請を行うことができる者は、原

則として次の各号に掲げる者に限る。 

⑴ 平成２７年１月１日（以下「基準日」と

いう。）時点での申請者の属する世帯の世

帯構成者 

⑵ 法定代理人（成年後見人、代理権付与の

審判がなされた保佐人及び代理権付与の審

判がなされた補助人） 

⑶ 親族その他の平素から申請者本人の身の

回りの世話をしている者等で市長が特に認

める者 

２ 代理人が低所得の高齢者向けの給付金の支

給の申請をするときは、当該代理人は申請書

に加え、原則として委任状（申請書の委任欄

への記載を含む。）を提出する。また、この

場合、市は、公的身分証明書の写し等の提出

又は提示を求めること等により、代理人が当

該代理人本人であることを確認する。 

３ 市は、代理人が第１項第１号の者にあって

は、住民基本台帳により、また、同項第２号

及び第３号の者にあっては、市長が別に定め

る方法により、代理権を確認するものとする。 

（支給の決定） 

第８条 市長は、第６条第１項の規定により提

出された申請書を受理したときは、速やかに

内容を確認の上、支給を決定し、当該支給対

象者に対し低所得の高齢者向けの給付金を支

給する。 

２ 基準日において配偶者からの暴力を理由に

避難している者及びその同伴者であって、基

準日において市にその住民票を移しておらず、

第１号の要件を満たし、かつ、第２号から第

４号までに掲げる要件のいずれかを満たして

おり、その旨を市に申し出たものについては、

基準日時点の住民票において当該者と同一世

帯である者から代理申請があった場合でも、

不支給決定とする（申出が、当該者の基準日

時点の住民票が所在する市町村（特別区を含

む。以下同じ。）に到達した時点で、当該者

に係る低所得の高齢者向けの給付金の代理申

請について、支給決定通知が既に行われてい

る場合を除く。）。 

⑴ 国民健康保険法（昭和３３年法律第  

１９２号）上、配偶者と別の世帯に属し、

国民健康保険に加入していること又は健康

保険法（大正１１年法律第７０号）、船員
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保険法（昭和１４年法律第７３号）、国家

公務員共済組合法（昭和３３年法律第  

１２８号。他の法律において準用する場合

を含む。）若しくは地方公務員等共済組合

法（昭和３７年法律第１５２号）の規定に

よる配偶者の被扶養者となっていないこと。 

⑵ その配偶者に対し、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護等に関する法律（平

成１３年法律第３１号）第１０条の規定に

よる保護命令（配偶者からの暴力を理由に

避難している者にあっては、同条第１項第

１号の規定による接近禁止命令又は同項第

２号の規定による退去命令。その同伴者に

あっては、同条第３項又は第４項の規定に

よる接近禁止命令）が出されていること。 

⑶ 婦人相談所による「配偶者からの暴力の

被害者の保護に関する証明書」（地方公共

団体の判断により、婦人相談所以外の配偶

者暴力相談支援センターが発行した証明書

を含む。）が発行されていること。 

⑷ 基準日の翌日以後に住民票が市へ移され、

住民基本台帳事務処理要領（昭和４２年 

１０月４日付け自治振第１５０号自治省行

政局長等通知）による支援措置の対象と 

なっていること。 

３ 基準日において、第１号又は第２号のいず

れかに該当する者については、当該者分の低

所得の高齢者向けの給付金につき、以下の各

号で規定する当該者の養護者から代理申請が

あった場合でも不支給決定とする（市におい

て、当該者の入所等の事実を把握した時点で、

当該者に係る低所得の高齢者向けの給付金の

代理申請について、支給決定通知が既に行わ

れている場合を除く。）。 

⑴ 障害者（障害者基本法（昭和４５年法律

第８４号）第２条第１号に規定する障害者

をいう。）のうち、養護者（障害者虐待の

防止、障害者の養護者に対する支援等に関

する法律（平成２３年法律第７９号）第２

条第３項に規定する養護者をいう。）から

虐待を受けたことにより、同法第９条第２

項の規定による入所又は入居（以下「入所

等」という。）の措置が取られている者

（２箇月以内の期間を定めて行われる入所

等をしている者を除く。） 

⑵ 高齢者（高齢者虐待の防止、高齢者の養

護者に対する支援等に関する法律（平成 

１７年法律第１２４号）第２条第１項に規

定する高齢者をいう。）のうち、養護者

（同条第２項に規定する養護者をいう。）

から虐待を受けたことにより、同法第９条

第２項の規定による入所等の措置が取られ

ている者（２箇月以内の期間を定めて行わ

れる入所等をしている者を除く。） 

（低所得の高齢者向けの給付金の支給等に関

する周知等） 

第９条 市長は、低所得の高齢者向けの給付金

支給事業の実施に当たり、支給対象者の要件、

申請の方法、申請受付開始日等の事業の概要

について、広報その他の方法による住民への

周知を行う。 

（申請が行われなかった場合等の取扱い） 

第１０条 市長が前条の規定による周知を行っ

たにもかかわらず、支給対象者から第５条第

２項の申請期限までに第６条の規定による申

請が行われなかった場合、当該支給対象者が

低所得の高齢者向けの給付金の支給を受ける

ことを辞退したものとみなす。 

２ 市長が第８条の規定による支給決定を行っ

た後、申請書の不備による振込不能等があり、

市が確認等に努めたにもかかわらず、申請書

の補正が行われず、支給対象者（その代理人

を含む。）の責に帰すべき事由により支給が

できなかったときは、当該申請が取り下げら

れたものとみなす。 

（不当利得の返還） 
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第１１条 市長は、低所得の高齢者向けの給付

金の支給を受けた後に支給対象者の要件に該

当しなくなった者又は偽りその他不正の手段

により低所得の高齢者向けの給付金の支給を

受けた者に対しては、支給を行った低所得の

高齢者向けの給付金の返還を求める。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第１２条 低所得の高齢者向けの給付金の支給

を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供し

てはならない。 

（その他） 

第１３条 この要綱の実施のために必要な事項

は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

別記（第２条及び第８条関係） 

 

１ 支給対象者 

 次に掲げる者に対して、低所得の高齢者向

けの給付金を１人につき３万円支給する。 

⑴ 低所得の高齢者向けの給付金は、亀岡市

臨時福祉給付金支給事業実施要綱（平成 

２６年亀岡市告示第６１号。以下「実施要

綱」という。）の別記１（支給対象者）の

⑴（実施要綱の別記１の⑴のエを除き、⑸

及び⑹の適用を受ける場合を含む。）に定

める平成２７年度臨時福祉給付金の支給対

象者のうち、平成２８年度中に６５歳以上

となる者（昭和２７年４月１日以前に生ま

れた者）（他の市町村において、低所得の

高齢者向けの給付金が支給される者を除

く。）に支給する。 

⑵ ⑴の規定にかかわらず、基準日において、

次のいずれかに該当する者には、低所得の

高齢者向けの給付金は支給しない。 

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）第６条第１項に規定する被保護者

（基準日に保護が停止されていた者及び

基準日の翌日から平成２８年４月１日ま

での間に保護が廃止され、又は停止され

た者を除く。） 

イ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）による支援給付

（以下このイにおいて「支援給付」とい

う。）の受給者（基準日に支援給付の支

給が停止されていた者及び基準日の翌日

から平成２８年４月１日までの間に支援

給付の支給が廃止され、又は停止された

者を除く。） 

ウ ハンセン病問題の解決の促進に関する

法律（平成２０年法律第８２号）第１５

条第３項の規定によるハンセン病療養所

非入所者給与金の受給者（援護加算（ハ

ンセン病問題の解決の促進に関する法律

施行規則（平成２１年厚生労働省令第 

７５号）第１５条第３項に規定する援護

加算をいう。以下このウにおいて同

じ。）の受給者に限り、基準日に援護加

算の認定を停止されていた者及び基準日

の翌日から平成２８年４月１日までの間

に援護加算の認定を廃止され、又は停止

された者を除く。） 

エ ハンセン病問題の解決の促進に関する

法律第１９条の規定による援護（以下こ

のエにおいて「援護」という。）を受け

ている者（基準日に援護が停止されてい

た者及び基準日の翌日から平成２８年４

月１日までの間に援護が廃止され、又は

停止された者を除く。） 

⑶ ⑴の規定にかかわらず、低所得の高齢者

向けの給付金の支給が決定される日におい 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 96 

第８５５号平成２８年４月１５日発行 

て、日本国籍を有しない者のうち、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の 

４５の表の上欄に掲げる者に該当しないものには、低所得の高齢者向けの給付金を支給しない。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３８号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成２８年３月１６日から

平成２８年３月２９日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２８年３月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１（１）路線番号   ０６０７９ 

 （２）路 線 名   湯ノ花温泉線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

小幅員
延  長 備  考 

大幅員

亀岡市薭田野町佐伯浦亦24番の1先から 

亀岡市薭田野町芦ノ山流田5番の5先まで 
前 

6.95ｍ
2,631.66ｍ 

 

34.00ｍ

亀岡市薭田野町佐伯浦亦24番の1先から 

亀岡市薭田野町芦ノ山流田5番の5先まで 
後 

6.95ｍ
2,631.66ｍ 

34.00ｍ
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２（１）路線番号   １１１０７ 

 （２）路 線 名   大井側道３号線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

小幅員
延  長 備  考 

大幅員

亀岡市大井町並河観並35番の1先から 

亀岡市大井町南金岐重見25番先まで 
前 

5.29ｍ
754.12ｍ 

 

14.09ｍ

亀岡市大井町並河観並35番の1先から 

亀岡市大井町南金岐重見25番先まで 
後 

5.29ｍ
754.12ｍ 

14.37ｍ

 

３（１）路線番号   １２００２ 

 （２）路 線 名   川関小林線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

小幅員
延  長 備  考 

大幅員

亀岡市千代川町川関中土井27番の1先から 

亀岡市千代川町小林西芝4番の2先まで 
前 

4.38ｍ
2,866.15ｍ 

 

9.45ｍ

亀岡市千代川町川関中土井27番の1先から 

亀岡市千代川町小林西芝4番の2先まで 
後 

4.38ｍ
2,866.15ｍ 

9.45ｍ

 

４（１）路線番号   １３０３６ 

 （２）路 線 名   堂ノ前秋吉線 

 （３）道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

小幅員
延  長 備  考 

大幅員

亀岡市馬路町堂ノ西1番の5先から 

亀岡市馬路町秋吉21番の2先まで 
前 

5.18ｍ
292.22ｍ 

 

8.95ｍ

亀岡市馬路町堂ノ西1番の5先から 

亀岡市馬路町秋吉21番の2先まで 
後 

5.18ｍ
292.22ｍ 

8.95ｍ

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３９号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２８年３

月２４日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成２８年３月１６日から

平成２８年３月２９日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２８年３月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１（１）路線番号   ０６０７９ 

 （２）路 線 名   湯ノ花温泉線 

 （３）道路の区域 

区         間 
小幅員

延  長 備  考 
大幅員

亀岡市薭田野町佐伯浦亦24番の1先から 

亀岡市薭田野町芦ノ山流田5番の5先まで 

6.95ｍ
2,631.66ｍ 

 

34.00ｍ

 

２（１）路線番号   １１１０７ 

 （２）路 線 名   大井側道３号線 

 （３）道路の区域 

区         間 
小幅員

延  長 備  考 
大幅員

亀岡市大井町並河観並35番の1先から 

亀岡市大井町南金岐重見25番先まで 

5.29ｍ
754.12ｍ 

 

14.37ｍ

 

３（１）路線番号   １２００２ 

 （２）路 線 名   川関小林線 

 （３）道路の区域 

区         間 
小幅員

延  長 備  考 
大幅員

亀岡市千代川町川関中土井27番の1先から 

亀岡市千代川町小林西芝4番の2先まで 

4.38ｍ
2,866.15ｍ 

 

9.45ｍ
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４（１）路線番号   １３０３６ 

 （２）路 線 名   堂ノ前秋吉線 

 （３）道路の区域 

区         間 
小幅員

延  長 備  考 
大幅員

亀岡市馬路町堂ノ西1番の5先から 

亀岡市馬路町秋吉21番の2先まで 

5.18ｍ
292.22ｍ 

 

8.95ｍ

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４０号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定によ

り、下記の国民健康保険被保険者証は無効としたので告示する。 

 

   平成２８年３月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀０１２６－７５０２３ 

１ 保 険 者   亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

 

２ 交付した日   平成２６年４月１日 

 

３ 無効になる日  平成２８年３月１５日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４１号 

 

 亀岡市次世代育成推進市民協議会設置要綱

（平成２３年亀岡市告示第１２２号）は、廃止

する。 

 

   平成２８年３月１７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４２号 

 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第 

４１６条第３項の規定により、平成２８年度分

固定資産税に係る土地価格等縦覧帳簿及び家屋

価格等縦覧帳簿の縦覧期間及び縦覧場所を次の

とおり定める。 

 

   平成２８年３月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間  平成２８年４月１日から 

        平成２８年５月３１日まで 

        （閉庁日を除く） 

 

２ 縦覧場所  亀岡市安町野々神８番地 

        亀岡市総務部税務課 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第４３号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成２８年３月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域に放置さ

れていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成２８年３月２４日（木） 

午後１時～午後３時 

４ 撤去し、保管した台数  ８台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができる。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要であ

る。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担する。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引き取りのない自転

車は、関係法令の規定により処分する。 
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※ 連絡先 まちづくり推進部 土木管理課 電話 0771（25）5043 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４４号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市総務部税務課において保管し、

送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２８年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏名又は名称 

1 
督促状 平成27年度 
1期 2期 3期 4期 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

2 
督促状 平成28年1月分 
市府民税（特別徴収） 省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４５号 

 

 亀岡市官学共同研究会設置要綱等の一部を改

正する告示を次のように定める。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市官学共同研究会設置要綱等

の一部を改正する告示 

 

（亀岡市官学共同研究会設置要綱の一部改正） 

第１条 亀岡市官学共同研究会設置要綱（平成

１２年亀岡市告示第１４３号）の一部を次の

ように改正する。 

 第６条中「市民協働課」を「市民力推進

課」に改める。 

 （亀岡市政モニター設置要綱の一部改正） 

第２条 亀岡市政モニター設置要綱（昭和５５

年亀岡市告示第７３号）の一部を次のように

改正する。 

 第８条中「企画管理部」を「市長公室」に

改める。 

 （亀岡市防犯カメラ取扱要綱の一部改正） 

第３条 亀岡市防犯カメラ取扱要綱（平成２４

年亀岡市告示第１６４号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条第２号中「設置」を「装置」に改め

る。 

 第３条、第７条第２項及び第８条第２項中

「安全安心まちづくり課」を「自治防災課」

に改める。 

 （亀岡市総合教育会議設置要綱の一部改正） 

第４条 亀岡市総合教育会議設置要綱（平成 

２７年亀岡市告示第４１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第７条中「夢ビジョン推進課」を「企画調

整課」に改める。 

（京都市西京区・亀岡市住民交流推進協議会

設置要綱の一部改正） 

第５条 京都市西京区・亀岡市住民交流推進協

議会設置要綱（平成１２年亀岡市告示第  

１４４号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「市民協働課」を「市民力推進

課」に改める。 

（亀岡市まちづくり協働推進委員会設置要綱

の一部改正） 

第６条 亀岡市まちづくり協働推進委員会設置

要綱（平成２０年亀岡市告示第９５号）の一

部を次のように改正する。 

 第８条中「市民協働課」を「市民力推進

課」に改める。 

（亀岡市地域公共交通会議設置要綱の一部改

正） 

第７条 亀岡市地域公共交通会議設置要綱（平

成１９年亀岡市告示第４３号）の一部を次の

ように改正する。 

 第７条中「政策推進室政策推進課」を「ま

ちづくり推進部政策交通課」に改める。 

（亀岡市生活安全推進協議会設置要綱の一部

改正） 

第８条 亀岡市生活安全推進協議会設置要綱

（平成１０年亀岡市告示第１２４号）の一部

を次のように改正する。 

 第６条中「安全安心まちづくり課」を「自

治防災課」に改める。 

（亀岡市セーフコミュニティ推進協議会設置

要綱の一部改正） 

第９条 亀岡市セーフコミュニティ推進協議会

設置要綱（平成１８年亀岡市告示第１７７

号）の一部を次のように改正する。 

 第８条中「安全安心まちづくり課」を「自

治防災課」に改める。 

（亀岡市都市農地活用推進協議会設置要綱の

一部改正） 
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第１０条 亀岡市都市農地活用推進協議会設置

要綱（平成７年亀岡市告示第３５号）の一部

を次のように改正する。 

 別表中「夢ビジョン推進課長」を「企画調

整課長」に、「まちづくり推進部桂川・道路

整備課長」を「土木建築部桂川・道路整備課

長」に、「まちづくり推進部建築住宅課長」

を「土木建築部建築住宅課長」に改める。 

 

   附 則 

 

 この告示は、平成２８年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４６号 

 

 亀岡市じん臓機能障害者通院交通費助成金交

付要綱（平成１３年亀岡市告示第２９号）の一

部を次のように改正する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第３条を次のように改める。 

 （助成額） 

第３条 通院交通費の助成額は、実際に要した

通院交通費月額に対し別表で定める助成額の

算定基準により算定するものとする。 

 第４条中「医師にタクシー利用の必要性を証

明した書類を交付された」を「医師が必要と認

めた」に改める。 

 第５条中「通院に要した交通費の額の範囲内

で調整する」を「実際に要した通院交通費の額

から当該給付額を控除した額を通院交通費の額

として助成金を算定する」に改める。 

 第６条中「通院証明書」を「次に掲げる書

類」に改め、同条に次の各号及び１項を加える。 

⑴ 通院証明書 

⑵ タクシー利用の必要性を医師が証明した

書面（タクシーを利用する者に限る。） 

⑶ 領収書等の交通費を明らかにする書面

（タクシーを利用する者に限る。） 

⑷ 自家用車の利用状況を明らかにする書面

（自家用車を利用する者に限る。） 

２ 前項各号に掲げる書類について、次の各号

のいずれかに該当する場合は、当該各号に定

める書類の添付を省略できるものとする。 

⑴ 通院先の医療機関等から亀岡市に通院実

績の報告があった場合 前項第１号の通院

証明書 

⑵ ９月に前項第２号の書面を添えて申請書

を提出し、通院交通費の助成を受けた者が、

当該年度の３月に申請書を提出する場合  

前項第２号の書面 

⑶ 身体障害者手帳の「障害名」欄において、

次のいずれかの部位に定める等級の表示が

ある場合 前項第２号の書面 

ア 視覚障害 １級 

イ 両下肢の機能 １級及び２級 

ウ 体幹機能 １級及び２級 

エ 移動機能 １級及び２級 

オ 心臓機能 １級 

⑷ その他特別に市長が認める場合 市長が

認める書面 

 第７条中「（不交付）」を削り、「（別記第

２号様式）」の次に「又は亀岡市じん臓機能障

害者通院交通費不交付決定通知書（別記第３号

様式）」を加える。 

 第８条中「若しくは」を「又は」に改める。 

 附則の次に次の別表を加える。 
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別表（第３条関係） 

通院交通費月額の内訳
及び助成額の上限等 

助成額の算定基準 

月
額
の
内
訳 

５，０００円以下
の部分 

なし 

５，００１円以上
の部分 

当該部分の額の２分の１とし、１０円未満の端数は切り捨て
る。ただし、当該助成額の月額が１００円未満の場合は、そ
の全額を切り捨てる。 

助成額の上限 月額２０，０００円 

 

 別記第１号様式及び別記第２号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第１号様式（第６条関係） 

                                  年  月  日 

 

（宛先）亀岡市長 

 

              申請者（請求者） 

                住   所 

                氏   名                 ㊞ 

                電 話 番 号 

               （助成対象者） 

                氏   名 

                身体障害者      第       号 

                手   帳      種       級 

 

 

亀岡市じん臓機能障害者通院交通費助成金交付申請（請求）書 

 

 亀岡市じん臓機能障害者通院交通費助成金交付要綱に基づき、下記のとおり助成金を交付

くださるよう申請（請求）します。 

 

記 

 

１ 申請（請求）額                  円 

            （     年   月から     年   月まで） 

 

２ 利用交通機関等内訳（自宅から医療機関） 

区 分 利用交通機関 区   間 
交通機関運賃（円） 道 程（㎞） 

(自家用車利用) 改正前 現 行 

往 復  から  

往 復  から  

合 計   改正前      円  現行      円（  月  日改正）  

 

３ 振込先 

金融機関・支店名  

口座 種別・番号  

口 座 名 義  
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 別記第２号様式の次に次の１様式を加える。 

第２号様式（第７条関係） 

 

 亀岡市指令  第    号 

 

 

 

                                      様 

 

 

 

      年  月  日付けで申請のじん臓機能障害者通院交通費の助成については、

亀岡市じん臓機能障害者通院交通費助成金交付要綱に基づき、         円を交付

します。（     年   月分から     年   月分までの   箇月分） 

 

 

 

      年   月   日 

 

 

 

                          亀 岡 市 長   □印  

 

 

 

 

（教示） 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算
して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌
日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は
亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対す
る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。
ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請求
に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 
 なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、そ
の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審
査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 
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   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

第３号様式（第７条関係） 

 

 亀岡市指令  第    号 

 

 

 

                                      様 

 

 

 

      年  月  日付けで申請のじん臓機能障害者通院交通費の助成については、

亀岡市じん臓機能障害者通院交通費助成金交付要綱に基づき、次の理由により交付しません。

 

 

      年   月   日 

 

 

                          亀 岡 市 長   □印  

 

 

理由 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算
して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌
日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は
亀岡市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 
 なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対す
る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。
ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請求
に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 
 なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、そ
の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審
査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 
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 亀岡市告示第４７号 

 

 亀岡市骨髄ドナー助成金交付要綱を次のよう

に定める。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市骨髄ドナー助成金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、骨髄・末梢血幹細胞（以

下「骨髄等」という。）の移植の推進及びド

ナー登録の促進を図るため、公益財団法人日

本骨髄バンク（以下「骨髄バンク」とい

う。）が実施する骨髄・末梢血幹細胞提供 

あっせん事業（移植に用いる造血幹細胞の適

切な提供の推進に関する法律（平成２４年法

律第９０号）第２条第５項に規定する事業を

いう。以下同じ。）において骨髄等の提供を

行った者に対する亀岡市骨髄ドナー助成金

（以下「助成金」という。）の交付に関し、

亀岡市補助金等交付規則（昭和４１年亀岡市

規則第５号）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

 （対象者） 

第２条 助成金の交付の対象となる者は、骨髄

バンクが実施する骨髄・末梢血幹細胞提供 

あっせん事業により骨髄等の提供を行った者

で、次に掲げる要件のいずれにも該当するも

のとする。 

⑴ 骨髄等の提供を行った日（以下「骨髄等

提供日」という。）において亀岡市内に住

所を有すること。 

⑵ 他の自治体等が実施する同種の助成金等

を受けていないこと。 

 （助成金の額） 

第３条 助成金の額は、次に掲げる骨髄等の提

供に係る通院、入院又は面談（骨髄等の採取

のための手術及びこれに関連した医療処置に

よって生じた健康被害のためのものを除く。

以下「通院等」という。）の日数に２万円を

乗じて得た額とし、１回の骨髄等の提供につ

き１４万円を限度とする。 

⑴ 健康診断のための通院 

⑵ 自己血採血のための通院 

⑶ 骨髄等の採取のための入院 

⑷ その他骨髄バンク又は医療機関が必要と

認める通院等 

 （交付申請） 

第４条 助成金の交付を受けようとする者（以

下「申請者」という。）は、骨髄等提供日か

ら１年以内に、亀岡市骨髄ドナー助成金交付

申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類

を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 骨髄バンクが発行する骨髄等の提供を 

行ったことを証する書類 

⑵ 骨髄等の提供に係る通院等をしたこと及

び当該通院等をした日を証する書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定及び通知） 

第５条 市長は、前条の規定による申請を受理

したときは、速やかにその内容を審査の上、

助成金の交付の可否を決定し、亀岡市骨髄ド

ナー助成金交付（不交付）決定通知書（別記

第２号様式）により申請者に通知するものと

する。 

 （請求及び交付） 

第６条 申請者は、前条の規定による助成金交

付決定通知書を受けたときは、市長に請求書

を提出するものとし、市長は、これに基づき

速やかに助成金を交付するものとする。 

 （助成金の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正な手段により

助成金の交付を受けた者に対して、当該助成
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金の全部又は一部を返還させることができる。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事

項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年４月１日から実施す

る。 
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５
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。
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月
 
 
日
 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
亀
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長
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額
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

円
 

 ２
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交
付
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）
 

１
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服
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。
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 亀岡市告示第４８号 

 

 かめおか市民活動推進センター設置要綱（平

成２１年亀岡市告示第１４４号）の一部を次の

ように改正する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第５条第７号中「、市長」を「市長」に改め

る。 

 第６条第２項第２号中「第２及び」を削る。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年７月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４９号 

 

 行政不服審査法の施行に伴う関係告示の整備

に関する告示を次のように定める。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

行政不服審査法の施行に伴う関係

告示の整備に関する告示 

 

（亀岡市道路整備事業補助金交付要綱の一部

改正） 

第１条 亀岡市道路整備事業補助金交付要綱

（昭和５２年亀岡市告示第１４号）の一部を

次のように改正する。 

 別記第３号様式及び別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６０日以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以
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内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市交通安全施設整備事業補助金交付要

綱の一部改正） 

第２条 亀岡市交通安全施設整備事業補助金交

付要綱（平成２年亀岡市告示第５０号）の一

部を次のように改正する。 

 別記第３号様式及び別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６０日以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、
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この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市浄化槽設置整備事業費補助金交付要

綱の一部改正） 

第３条 亀岡市浄化槽設置整備事業費補助金交

付要綱（平成４年亀岡市告示第１１号）の一

部を次のように改正する。 

 別記第３号様式中 

「 

１ この決定に不服がある場合は、行政

不服審査法（昭和３７年法律第１６０

号）の規定により、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して 

６０日以内に、亀岡市長に対して異議

申立てをすることができます（なお、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６０日以内であっても、

この決定の日の翌日から起算して１年

を経過すると、異議申立てをすること

ができなくなります。）。 

２ この決定の取消しを求める訴えをす

る場合は、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、こ

の決定があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に、亀岡市を

被告として（訴訟において亀岡市を代

表する者は亀岡市長となります。）提

起することができます（なお、この決

定があったことを知った日の翌日から

起算して６箇月以内であっても、この

決定の日の翌日から起算して１年を経

過すると処分の取消しの訴えを提起す

ることができなくなります。）。ただ

し、異議申立てをした場合には、この

取消しの訴えは、その異議申立てに対

する決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、提起す

ることができます。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の
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取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市木造住宅耐震診断士派遣事業実施要

綱の一部改正） 

第４条 亀岡市木造住宅耐震診断士派遣事業実

施要綱（平成１８年亀岡市告示第１２３号）

の一部を次のように改正する。 

 別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服がある場合は、行政

不服審査法（昭和３７年法律第１６０

号）の規定により、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して 

６０日以内に、亀岡市長に対して異議

申立てをすることができます（なお、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６０日以内であっても、

この決定の日の翌日から起算して１年

を経過すると、異議申立てをすること

ができなくなります。）。 

２ この決定の取消しを求める訴えをす

る場合は、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、こ

の決定があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に、亀岡市を

被告として（訴訟において亀岡市を代

表する者は亀岡市長となります。）提

起することができます（なお、この決

定があったことを知った日の翌日から

起算して６箇月以内であっても、この

決定の日の翌日から起算して１年を経

過すると処分の取消しの訴えを提起す

ることができなくなります。）。ただ

し、異議申立てをした場合には、この

取消しの訴えは、その意義申立てに対

する決定があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、提起す

ることができます。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に
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対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市身体障害者訪問入浴サービス事業実

施要綱の一部改正） 

第５条 亀岡市身体障害者訪問入浴サービス事

業実施要綱（平成１８年亀岡市告示第１５３

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第３号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市障害児（者）日常生活用具給付事業

実施要綱の一部改正） 

第６条 亀岡市障害児（者）日常生活用具給付
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事業実施要綱（平成１８年亀岡市告示第  

１６０号）の一部を次のように改正する。 

 別記第３号様式及び別記第５号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

 別記第６号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内で、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議
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申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

 別記第７号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 
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「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市障害者更生訓練費給付事業実施要綱

の一部改正） 

第７条 亀岡市障害者更生訓練費給付事業実施

要綱（平成１８年亀岡市告示第１６２号）の

一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお
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いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市国民健康保険出産育児一時金受領委

任払実施要綱の一部改正） 

第８条 亀岡市国民健康保険出産育児一時金受

領委任払実施要綱（平成１９年亀岡市告示第

４５号）の一部を次のように改正する。 

 別記第３号様式中「６０日」を「３箇月」

に改める。 

（亀岡市狩猟免許取得支援補助金交付要綱の

一部改正） 

第９条 亀岡市狩猟免許取得支援補助金交付要

綱（平成１９年亀岡市告示第１１８号）の一

部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを
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提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市農業振興助成金交付要綱の一部改正） 

第１０条 亀岡市農業振興助成金交付要綱（平

成１９年亀岡市告示第１３６号）の一部を次

のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の
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取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市林業振興及び森林環境対策事業補助

金交付要綱の一部改正） 

第１１条 亀岡市林業振興及び森林環境対策事

業補助金交付要綱（平成１９年亀岡市告示第

１５０号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定があった日の

翌日から起算して１年を経過すると異

議申立てをすることができなくなりま

す。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」
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に改める。 

 （亀岡市母子家庭等自立支援高等職業訓練促

進給付金等事業実施要綱の一部改正） 

第１２条 亀岡市母子家庭等自立支援高等職業

訓練促進給付金等事業実施要綱（平成１９年

亀岡市告示第１５５号）の一部を次のように

改正する。 

 別記第２号様式及び別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す（なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内に、亀岡市を被告とし

て（訴訟において亀岡市を代表する者

は亀岡市長となります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます

（なお、この決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６箇月以内で

あっても、この決定の日の翌日から起

算して１年を経過すると処分の取消し

の訴えを提起することができなくなり

ます。）。ただし、上記１の異議申立

てをした場合には、当該異議申立てに

対する決定があったことを知った日の

翌日から起算して６箇月以内に、処分

の取消しの訴えを提起することができ

ます。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市障害者自立支援医療特別対策事業実

施要綱の一部改正） 

第１３条 亀岡市障害者自立支援医療特別対策

事業実施要綱（平成２０年亀岡市告示第１７
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号）の一部を次のように改正する。 

 別記第５号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す（なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内に、亀岡市を被告とし

て（訴訟において亀岡市を代表する者

は亀岡市長となります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます

（なお、この決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６箇月以内で

あっても、この決定の日の翌日から起

算して１年を経過すると処分の取消し

の訴えを提起することができなくなり

ます。）。ただし、上記１の異議申立

てをした場合には、当該異議申立てに

対する決定があったことを知った日の

翌日から起算して６箇月以内に、処分

の取消しの訴えを提起することができ

ます。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市自治会等掲示板設置事業等補助金交

付要綱の一部改正） 

第１４条 亀岡市自治会等掲示板設置事業等補

助金交付要綱（平成２０年亀岡市告示第３８

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま
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す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定があった日の

翌日から起算して１年を経過すると異

議申立てをすることができなくなりま

す。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市木造住宅耐震改修事業費補助金交付

要綱の一部改正） 

第１５条 亀岡市木造住宅耐震改修事業費補助

金交付要綱（平成２０年亀岡市告示第４１

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第３号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った
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日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

 （亀岡市妊婦健診費用助成要綱の一部改正） 

第１６条 亀岡市妊婦健診費用助成要綱（平成

２０年亀岡市告示第５３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別記第３号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」
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を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市小規模土地改良事業補助金交付要綱

の一部改正） 

第１７条 亀岡市小規模土地改良事業補助金交

付要綱（平成２１年亀岡市告示第６０号）の

一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取り消しの訴えを提起す

ることができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以
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内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市辺地共聴施設デジタル化整備事業補

助金交付要綱の一部改正） 

第１８条 亀岡市辺地共聴施設デジタル化整備

事業補助金交付要綱（平成２１年亀岡市告示

第１１１号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式及び別記第３号様式中 

「 

この決定に不服があるときは、この決

定があったことを知った日の翌日から起

算して６０日以内に、亀岡市長に対して

異議申立てをすることができます。（な

お、決定があったことを知った日の翌日

から起算して６０日以内であっても、決

定があった日の翌日から起算して１年を

経過すると異議申立てをすることができ

なくなります。） 

また、この決定の取消しを求める訴え

は、この決定があったことを知った日の

翌日から起算して６箇月以内に、亀岡市

を被告として（訴訟において市を代表す

る者は市長となります。）、提起するこ

とができます。（なお、決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６箇月

以内であっても、決定のあった日の翌日

から起算して１年を経過すると処分の取

消しの訴えを提起することができなくな

ります。） 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した
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場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市高齢者自立支援住宅改修費補助金交

付要綱の一部改正） 

第１９条 亀岡市高齢者自立支援住宅改修費補

助金交付要綱（平成２２年亀岡市告示第５３

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てする

ことができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」
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に改める。 

（亀岡市支えあいまちづくり協働支援金交付

要綱の一部改正） 

第２０条 亀岡市支えあいまちづくり協働支援

金交付要綱（平成２２年亀岡市告示第１５７

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服がある場合は、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます（なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市犯罪被害者等見舞金支給要綱の一部

改正） 

第２１条 亀岡市犯罪被害者等見舞金支給要綱

（平成２４年亀岡市告示第３５号）の一部を

次のように改正する。 

 別記第３号様式中 

「 

１ この決定に不服がある場合には、こ

の決定があったことを知った日の翌日
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から起算して６０日以内に、亀岡市長

に対して異議申立てをすることができ

ます。なお、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の申立

てをした場合は、当該異議申立てに対

する決定があったことを知った日）の

翌日から起算して６箇月以内に、亀岡

市を被告として（訴訟において亀岡市

を代表する者は、亀岡市長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起す

ることができます（なお、この決定が

あったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内であっても、この決定

の日の翌日から起算して１年を経過す

ると処分の取消しの訴えを提起するこ

とができなくなります。）。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市重度障害児（者）在宅生活支援事業

費補助金交付要綱の一部改正） 

第２２条 亀岡市重度障害児（者）在宅生活支

援事業費補助金交付要綱（平成２４年亀岡市

告示第６４号）の一部を次のように改正する。 

 別記第３号様式及び別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て
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に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市家庭用取水施設等整備事業費補助金

交付要綱の一部改正） 

第２３条 亀岡市家庭用取水施設等整備事業費

補助金交付要綱（平成２４年亀岡市告示第 

６６号）の一部を次のように改正する。 

 別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す（なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の翌日から起

算して１年を経過すると異議申立てを

することができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内に、亀岡市を被告とし

て（訴訟において亀岡市を代表する者

は、亀岡市長となります。）、処分の

取消しの訴えを提起することができま

す（なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６箇月以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると処分の取

消しの訴えを提起することができなく

なります。）。ただし、上記１の異議

申立てをした場合には、当該異議申立
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てに対する決定があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市飲用水水質検査費補助金交付要綱の

一部改正） 

第２４条 亀岡市飲用水水質検査費補助金交付

要綱（平成２４年亀岡市告示第６７号）の一

部を次のように改正する。 

 別記第３号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す（なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の翌日から起

算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内に、亀岡市を被告とし

て（訴訟において亀岡市を代表する者

は、亀岡市長となります。）、処分の

取消しの訴えを提起することができま

す（なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６箇月以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると処分の取

消しの訴えを提起することができなく

なります。）。ただし、上記１の審査

請求をした場合には、当該審査請求に

対する決定があったことを知った日の

翌日から起算して６箇月以内に、処分

の取消しの訴えを提起することができ

ます。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、
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この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（簡易な改修から始める安全なわが家の耐震

改修事業費補助金交付要綱の一部改正） 

第２５条 簡易な改修から始める安全なわが家

の耐震改修事業費補助金交付要綱（平成２４

年亀岡市告示第１７２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第４条を次のように改める。 

 （補助対象者） 

第４条 簡易耐震補助金の公布の対象となる

者は、次に掲げる要件のいずれにも該当す

る者とする。 

⑴ 居住の用に供する木造住宅の所有者、

賃借人その他権原に基づき当該住宅に居

住する者又は居住する予定者であること。 

⑵ 市税等を滞納していない者であること。 

 別記第１号様式中 

「□ 建築年月を確認できるもの」を 

「□ 建築年月日を確認できるもの（確認

通知書・登記事項証明書・固定資産

証明書等） 

 □ 市税の納税（完納）証明書等   」

に改める。 

 別記第３号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６０日以内であっても、この決
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定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市ものづくり産業雇用支援助成金交付

要綱の一部改正） 

第２６条 亀岡市ものづくり産業雇用支援助成

金交付要綱（平成２５年亀岡市告示第５７

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ
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ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市小規模災害復旧事業補助金交付要綱

の一部改正） 

第２７条 亀岡市小規模災害復旧事業補助金交

付要綱（平成２６年亀岡市告示第１４４号）

の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式及び別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日から起算

して１年を経過すると異議申立てをす

ることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す
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る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市不妊及び不育症治療費助成金交付要

綱の一部改正） 

第２８条 亀岡市不妊及び不育症治療費助成金

交付要綱（平成２６年亀岡市告示第２１９

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第３号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある
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ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市ものづくり産業経営安定化支援助成

金交付要綱の一部改正） 

第２９条 亀岡市ものづくり産業経営安定化支

援助成金交付要綱（平成２６年亀岡市告示第

２４５号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６０日以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」 

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 
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（亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助

金交付要綱の一部改正） 

第３０条 亀岡市自主防災会防災資機材整備事

業補助金交付要綱（平成２７年亀岡市告示第

３８号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式及び別記第４号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す（なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の翌日から起

算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内に、亀岡市を被告とし

て（訴訟において亀岡市を代表する者

は、亀岡市長となります。）、処分の

取消しの訴えを提起することができま

す（なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６箇月以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると処分の取

消しの訴えを提起することができなく

なります。）。ただし、上記１の審査

請求をした場合には、当該審査請求に

対する決定があったことを知った日の

翌日から起算して６箇月以内に、処分

の取消しの訴えを提起することができ

ます。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市景観形成助成金交付要綱の一部改正） 

第３１条 亀岡市景観形成助成金交付要綱（平

成２７年亀岡市告示第４４号）の一部を次の

ように改正する。 

 別記第２号様式及び別記第５号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この
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決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市障害者日中一時支援・生活サポート

事業実施要綱の一部改正） 

第３２条 亀岡市障害者日中一時支援・生活サ

ポート事業実施要綱（平成２７年亀岡市告示

第４８号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議
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申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市障害者ガイドヘルパー派遣事業実施

要綱の一部改正） 

第３３条 亀岡市障害者ガイドヘルパー派遣事

業実施要綱（平成２７年亀岡市告示第４９

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過
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すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」 

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市難聴児補聴器購入費等助成事業実施

要綱の一部改正） 

第３４条 亀岡市難聴児補聴器購入費等助成事

業実施要綱（平成２７年亀岡市告示第５０

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第３号様式及び別記第６号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 
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２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市創業支援助成金交付要綱の一部改正） 

第３５条 亀岡市創業支援助成金交付要綱（平

成２７年亀岡市告示第５４号）の一部を次の

ように改正する。 

 別記第２号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを

提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ
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とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

（亀岡市障害者総合支援法利用者負担額減免

取扱要綱の一部改正） 

第３６条 亀岡市障害者総合支援法利用者負担

額減免取扱要綱（平成２７年亀岡市告示第 

１５２号）の一部を次のように改正する。 

 別記第５号様式中「６０日」を「３箇月」

に改める。 

（亀岡市障害児通所給付費利用者負担額減免

取扱要綱の一部改正） 

第３７条 亀岡市障害児通所給付費利用者負担

額減免取扱要綱（平成２７年亀岡市告示第 

１５３号）の一部を次のように改正する。 

 別記第５号様式中「６０日」を「３箇月」

に改める。 

（亀岡市防犯カメラ設置事業補助金交付要綱

の一部改正） 

第３８条 亀岡市防犯カメラ設置事業補助金交

付要綱（平成２７年亀岡市告示第１６７号）

の一部を次のように改正する。 

 別記第２号様式及び別記第３号様式中 

「 

１ この決定に不服があるときは、この

決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に、亀岡市長に

対して異議申立てをすることができま

す。なお、この決定があったことを 

知った日の翌日から起算して６０日以

内であっても、この決定の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると異議申立

てをすることができなくなります。 

２ この決定については、この決定が 

あったことを知った日（上記１の異議

申立てをした場合は、当該異議申立て

に対する決定があったことを知った

日）の翌日から起算して６箇月以内に、

亀岡市を被告として（訴訟において亀

岡市を代表する者は、亀岡市長となり

ます。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、この決定

があったことを知った日の翌日から起

算して６箇月以内であっても、この決

定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。 

                   」

を 

「 

１ この決定について不服がある場合は、

この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３箇月以内に、亀岡市

長に対して審査請求をすることができ

ます。 

２ この決定については、上記１の審査

請求のほか、この決定があったことを

知った日の翌日から起算して６箇月以

内に、亀岡市を被告として（訴訟にお

いて亀岡市を代表する者は亀岡市長と

なります。）、処分の取消しの訴えを
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提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６箇月以内に提起するこ

とができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、

この決定（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった

日の翌日から起算して１年を経過した

場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができな

くなります。なお、正当な理由がある

ときは、上記の期間やこの決定（審査

請求をした場合には、その審査請求に

対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審

査請求をすることや処分の取消しの訴

えを提起することが認められる場合が

あります。 

                   」

に改める。 

 

   附 則 

 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から実施

する。 

（経過措置） 

２ この告示の実施の日前にされた処分等に係

る手続その他の行為については、なお従前の

例による。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第５０号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２８年４

月２日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において、平成２８年３月３１日か

ら平成２８年４月１３日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２８年３月３０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 
番 号 路  線  名 

 
 

起        点  

 
延 長 

 小幅員

終        点  大幅員

12007 小 川 今 津 １ 号 線 

 

 
亀岡市千代川町今津２丁目１５番の６先  

 
562.21m 

5.60m

亀岡市千代川町今津３丁目２６番の９先 55.00m

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第５１号 

 

 亀岡市未熟児養育医療給付要綱（平成２５年

亀岡市告示第５２号）の一部を次のように改正

する。 

 

   平成２８年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 別表備考第１項第２号ウ中「第５項」を「第

６項」に改め、同号エ(ｲ)中「第２項及び第６

項」の次に「、第４１条第２４項」を加える。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２７

年度の申請分から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第５２号 

 

 亀岡市子育て世帯臨時特例給付金支給事業実

施要綱（平成２６年亀岡市告示第６２号）は、

廃止する。 

 

   平成２８年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第５３号 

 

 亀岡市電気自動車等普及促進事業補助金交付

要綱（平成２８年亀岡市告示第１６号）は、廃

止する。 

 

   平成２８年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 
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訓 令 
 

 亀岡市訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市総合計画策定推進委員会設置規程等の

一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市総合計画策定推進委員会設

置規程等の一部を改正する訓令 

 

（亀岡市総合計画策定推進委員会設置規程の

一部改正） 

第１条 亀岡市総合計画策定推進委員会設置規

程（平成２６年亀岡市訓令第４号）の一部を

次のように改正する。 

 第７条中「夢ビジョン推進課」を「企画調

整課」に改める。 

（亀岡市行政改革推進本部設置要綱の一部改

正） 

第２条 亀岡市行政改革推進本部設置要綱（昭

和６０年亀岡市訓令第３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第７条中「夢ビジョン推進課」を「企画調

整課」に改める。 

（亀岡市会計管理者の権限に属する事務の専

決等に関する規程の一部改正） 

第３条 亀岡市会計管理者の権限に属する事務

の専決等に関する規程（平成１８年亀岡市訓

令第４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第３項中「副課長」を「会計課副課

長」に改め、同項を同条第４項とし、同条第

２項中「（以下「課長」という。）」及び同

項第７号を削り、同項を同条第３項とし、同

条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 財産管理課長は、物品調達基金の物品の

交付及び振替収支に関することを専決する

ことができる。 

 第３条中「課長又は主管担当課長」を「主

管課長又は主管担当課長」に、「副課長又

は」を「主管副課長又は」に改める。 

（亀岡市職員の政策研究に関する要綱の一部

改正） 

第４条 亀岡市職員の政策研究に関する要綱

（平成２１年亀岡市訓令第１１号）の一部を

次のように改正する。 

 第３条中「一に」を「いずれかに」に改め

る。 

 第５条第４項中「夢ビジョン推進課長」を

「企画調整課長」に改める。 

 第１６条中「夢ビジョン推進課」を「企画

調整課」に改める。 

（第４次亀岡市総合計画～夢ビジョン～進行

管理実施要綱の一部改正） 

第５条 第４次亀岡市総合計画～夢ビジョン～

進行管理実施要綱（平成２５年亀岡市訓令第

５号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第２号中「亀岡市総合計画進行管理

部会設置規則（平成２３年亀岡市規則第３２

号）」を「亀岡市総合計画審議会部会設置規

則（平成２６年亀岡市規則第２号）」に、

「亀岡市総合計画進行管理部会を」を「進行

管理部会を」に改め、同条第３号を次のよう

に改める。 

⑶ 策定推進委員会 

 亀岡市総合計画策定推進委員会設置規

程（平成２６年亀岡市訓令第４号）に定

める亀岡市総合計画策定推進委員会をい

う。 

 第８条中「推進委員会」を「策定推進委員
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会」に改める。 

 第１１条中「夢ビジョン推進課」を「企画

調整課」に改める。 

 （亀岡市広報広聴取扱要綱の一部改正） 

第６条 亀岡市広報広聴取扱要綱（平成１４年

亀岡市訓令第２１号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条中「企画管理部長」を「市長公室

長」に改める。 

 （亀岡市公用車使用規程の一部改正） 

第７条 亀岡市公用車使用規程（平成８年亀岡

市訓令第６号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条及び第１５条中「会計課長」を

「財産管理課長」に改める。 

 第１６条中「すべて会計課長」を「全て財

産管理課長」に改める。 

 第２３条第１項中「総務課長、財政課長、

会計課長」を「財政課長、総務課長、財産管

理課長」に、同条第３項中「会計課長」を

「財産管理課長」に改める。 

 第２５条中「会計課」を「財産管理課」に

改める。 

 第２６条第２項中「会計課長」を「財産管

理課長」に改める。 

（亀岡市コンプライアンス推進本部設置要綱

の一部改正） 

第８条 亀岡市コンプライアンス推進本部設置

要綱（平成２４年亀岡市訓令第９号）の一部

を次のように改正する。 

 第８条中「企画管理部」を「市長公室」に

改める。 

（亀岡市職員等の公益通報に関する要綱の一

部改正） 

第９条 亀岡市職員等の公益通報に関する要綱

（平成２５年亀岡市訓令第６号）の一部を次

のように改正する。 

 第６条第２項第２号中「企画管理部長」を

「市長公室長」に改める。 

 第１４条中「企画管理部」を「市長公室」

に改める。 

（亀岡市工事請負業者選定事務処理要領の一

部改正） 

第１０条 亀岡市工事請負業者選定事務処理要

領（昭和４５年亀岡市訓令第５号）の一部を

次のように改正する。 

 第５条第２項中「農地整備課長、ものづく

り産業課長」を「ものづくり産業課長、農地

整備課長」に改め、同条第６項中「洩らして

は」を「漏らしては」に改める。 

 第７条第２項中「農地整備課長、ものづく

り産業課長」を「ものづくり産業課長、農地

整備課長」に改め、同条第１０項中「洩らし

ては」を「漏らしては」に改める。 

（亀岡市建設工事事故調査委員会設置要綱の

一部改正） 

第１１条 亀岡市建設工事事故調査委員会設置

要綱（平成１６年亀岡市訓令第２０号）の一

部を次のように改正する。 

 第３条中「契約検査課長、総務課長、財政

課長、農地整備課長、ものづくり産業課長」

を「財政課長、契約検査課長、総務課長、も

のづくり産業課長、農地整備課長」に改める。 

（亀岡市公共工事等入札・契約制度検討委員

会設置要綱の一部改正） 

第１２条 亀岡市公共工事等入札・契約制度検

討委員会設置要綱（平成１９年亀岡市訓令第

２１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「夢ビジョン推進課長」を「企画

調整課長、財政課長」に、「財政課長、農地

整備課長、ものづくり産業課長」を「ものづ

くり産業課長、農地整備課長」に改める。 

 （亀岡市交流会館事務処理規程の一部改正） 

第１３条 亀岡市交流会館事務処理規程（平成

２４年亀岡市訓令第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第３条中「市民協働課長」を「市民力推進
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課長」に改める。 

（亀岡市大規模小売店舗立地検討連絡協議会

設置要綱の一部改正） 

第１４条 亀岡市大規模小売店舗立地検討連絡

協議会設置要綱（平成１３年亀岡市訓令第２

号）の一部を次のように改正する。 

 別表中「夢ビジョン推進課長」を「企画調

整課長」に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

 亀岡市訓令第２号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市事務処理規程の一部を改正する訓令を

次のように定める。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市事務処理規程の一部を改正

する訓令 

 

 亀岡市事務処理規程（昭和５８年亀岡市訓令

第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第８条を次のように改める。 

 （企画管理部長の専決事項） 

第８条 次の事項は、企画管理部長が専決する。 

⑴  特 に 規 定 す る も の の ほ か 、 １ 件    

５ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上       

２０，０００，０００円未満の支出負担行

為の決定に関すること。 

⑵  １ 件 １ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上    

２，０００，０００円未満の負担金、補助

及び交付金の決定に関すること（財産区特

別会計に関するものを除く。）。 

⑶  １ 件 ５ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上    

２０，０００，０００円未満の債務負担行

為を伴う契約の締結及び長期継続契約の締

結に関すること。 

 第８条の次に次の１条を加える。 

 （総務部長の専決事項） 

第８条の２ １件２０，０００，０００円以上

の市税の収入命令に関することは、総務部長

が専決する。 

 第１１条の次に次の１条を加える。 

 （土木建築部長の専決事項） 

第１１条の２ １件３，０００，０００円以上

２０，０００，０００円未満の工事箇所及び

工事目的の定まっている工事の施行の決定並

びに契約に関することは、土木建築部長が専

決する。 

 第１５条を次のように改める。 

第１５条 削除 

 第１６条を削り、第１７条を第１６条とし、

同条の次に次の１条を加える。 

 （企画調整課長の専決事項） 

第１７条 市政運営に必要な資料（別に定める

ものを除く。）の収集及び調査に関すること

は、企画調整課長が専決する。 

 第２０条を削り、第１９条を第２０条とし、

第１８条を第１９条とし、第１７条の次に次の

１条を加える。 

 （財政課長の専決事項） 

第１８条 次の事項は、財政課長が専決する。 

⑴ 予算の配当並びに予算の目及び節の流用

に関すること。 

⑵ 公債の元利金償還に関すること。 
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 第２１条（見出しを含む。）中「安全安心ま

ちづくり課長」を「自治防災課長」に改める。 

 第２２条を次のように改める。 

第２２条 削除 

 第２６条に次の１号を加える。 

⑷ 国民年金に関すること。 

 第２７条第１８号を削る。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

 

 

 亀岡市訓令第３号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市物品購入等調整委員会設置要綱の一部

を改正する訓令を次のように定める。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市物品購入等調整委員会設置

要綱の一部を改正する訓令 

 

 亀岡市物品購入等調整委員会設置要綱（平成

１７年亀岡市訓令第９号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第２条第１号中「５０万円」を「８０万円」

に改め、同条第３号中「亀岡市物品等供給契約

に係る指名停止等措置要綱」の次に「（平成 

１６年亀岡市告示第１８９号）」を加える。 

 第３条中「５０万円」を「８０万円」に、

「かかる」を「係る」に改める。 

 第４条中「契約検査課長、総務課長、財政課

長」を「財政課長、契約検査課長、総務課長」

に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行す

る。 
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 亀岡市訓令第４号 

 

                                      庁中一般 

 

 亀岡市特別障害者手当等事務取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市特別障害者手当等事務取扱規程の一部を改正する訓令 

 

 亀岡市特別障害者手当等事務取扱規程（平成８年亀岡市訓令第３号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 別記第１号様式中 

「 

認 定 年 月 日  
認 定 番 号  

支給開始年月  

                                          」 

を 

「 

認 定 年 月 日  認 定 番 号  

支給開始年月  個 人 番 号       

                                          」 

に、 

「 

続 柄  

同 居 別 居  

                       」 

を 

「 

続 柄  

同 居 別 居  

個 人 番 号       

                       」 

に改める。 

 別記第３号様式から別記第９号様式までを次のように改める。 
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り
ま
す

の
で
、
直

ち
に
福
祉

事
務
所

に
届
け
て

く
だ

さ
い
。
 

６
 

有
期

認
定
を

受
け

た
方

は
、

次
期

診
断

書
提

出
期

日
ま

で
に

必
ず

新
た

な
診

断
書
を

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。
診

断
書
が

期
日

ま
で

に
提
出

さ
れ

な
い

時
は
、

そ
の

翌
月

分
か

ら
手

当
を

受
け
る

こ
と

が
で

き
な

く
な

り
ま

す
。
 

７
 

こ
の

認
定

に
不

服
が

あ
る

と
き

は
、

こ
の

通
知

書
を

受
け

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
３

箇
月

以
内

に
、
書

面
で
、

京
都

府
知
事
に

対
し

て
審

査
請
求
を

す
る
こ

と
が

で
き

ま
す
。
 

た
だ

し
、

こ
の

通
知

書
を

受
け

た
日

の
翌
日

か
ら

起
算

し
て

３
箇

月
以

内
で
あ

っ
て

も
、
こ

の
処

分
の

日
の

翌
日
か

ら
起
算

し
て
１
年

を
経
過
し

た
と
き

は
、
審
査
請

求
を
す
る

こ
と

が
で
き
ま

せ
ん

。
 

８
 

こ
の

処
分
の

取
消

し
を

求
め

る
訴

え
（

取
消

訴
訟

）
は

、
こ

の
通

知
書

を
受

け
た

日
の

翌
日

か
ら
起

算
し

て
６

箇
月
以

内
に

、
亀

岡
市
を

被
告

と
し

て
（
訴

訟
に

お
い

て
亀

岡
市

を
代

表
す

る
者

は
亀

岡
市
長

と
な

り
ま

す
。）
、

提
起

す
る
こ
と

が
で
き
ま

す
。
 

た
だ

し
、

こ
の

通
知

書
を

受
け

た
日

の
翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
箇

月
以

内
で
あ

っ
て

も
、
こ

の
処

分
の

日
の

翌
日
か

ら
起
算

し
て
１
年

を
経
過
し

た
と
き

は
、
取
消

訴
訟

を
提
起

す
る

こ
と
が
で

き
ま

せ
ん

。
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第８５５号平成２８年４月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
５
号
様
式
（
第
１
５
条
関
係
）
 

  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日

   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
様
 

   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
亀
岡

市
福
祉
事

務
所
長
 
□印

 

   

 
 
 
 
 
手
当
支

給
停
止
解
除
通

知
書
 

  
あ

な
た
の
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
手
当

に
つ

い
て

は
、
下

記
の

と
お

り
支

給
停
止

解
除

し
ま

し
た
の

で

通
知
し
ま
す
。
 

 

認
定

番
号
 
 

 

氏
名
 
 

住
所
 
 

支
給

停
止

解
除
 

の
理

由
 
 

支
給

停
止

解
除
 

の
年

月
 
 

  
こ

の
処
分
に

不
服
が
あ

る
と
き

は
、
こ
の

通
知

書
を

受
け
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算
し

て
３

箇
月

以
内
に

、

書
面
で
、
京
都
府
知

事
に
対
し
て
審

査
請
求

を
す
る

こ
と
が
で

き
ま
す

。
 

 
た

だ
し
、
こ

の
通

知
書

を
受
け

た
日
の
翌

日
か

ら
起

算
し
て

３
箇

月
以

内
で

あ
っ
て

も
、

こ
の

処
分
の

日

の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
１
年
を
経
過

し
た
と

き
は
、

審
査
請
求

を
す
る

こ
と
が

で
き
ま
せ

ん
。
 

 
こ

の
処
分
の

取
消

し
を

求
め
る

訴
え
（
取

消
訴

訟
）

は
、
こ

の
通

知
書

を
受

け
た
日

の
翌

日
か

ら
起
算

し

て
６

箇
月
以
内

に
、

亀
岡

市
を
被

告
と
し
て

（
訴

訟
に

お
い
て

亀
岡

市
を

代
表

す
る
者

は
亀

岡
市

長
と
な

り

ま
す
。
）、

提
起
す
る

こ
と
が
で
き
ま

す
。
 

 
た

だ
し
、
こ

の
通

知
書

を
受
け

た
日
の
翌

日
か

ら
起

算
し
て

６
箇

月
以

内
で

あ
っ
て

も
、

こ
の

処
分
の

日

の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
１
年
を
経
過

し
た
と

き
は
、

取
消
訴
訟

を
提
起

す
る
こ

と
が
で
き

ま
せ
ん
。
 

第
６
号
様
式
（
第
１

６
条
関
係
）
 

  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日

   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
様
 

   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
亀
岡

市
福
祉
事

務
所
長
 
□印

 

   

 
 
 

 
 
手

当
支
給

停
止
通
知

書
 

  
あ

な
た
の
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
手
当

に
つ

い
て

は
、
下

記
の

と
お

り
支

給
停
止

し
ま

し
た

の
で
通

知

し
ま
す
。
 

 

認
定

番
号
 
 

 

氏
名
 
 

住
所
 
 

支
給

停
止
の

理
由
 
 

支
給

停
止
の

期
間
 
 

  
こ

の
処
分
に

不
服
が
あ

る
と
き

は
、
こ
の

通
知

書
を

受
け
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算
し

て
３

箇
月

以
内
に

、

書
面
で
、
京
都
府
知

事
に
対
し
て
審

査
請
求

を
す
る

こ
と
が
で

き
ま
す

。
 

 
た

だ
し
、
こ

の
通

知
書

を
受
け

た
日
の
翌

日
か

ら
起

算
し
て

３
箇

月
以

内
で

あ
っ
て

も
、

こ
の

処
分
の

日

の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
１
年
を
経
過

し
た
と

き
は
、

審
査
請
求

を
す
る

こ
と
が

で
き
ま
せ

ん
。
 

 
こ

の
処
分
の

取
消

し
を

求
め
る

訴
え
（
取

消
訴

訟
）

は
、
こ

の
通

知
書

を
受

け
た
日

の
翌

日
か

ら
起
算

し

て
６

箇
月
以
内

に
、

亀
岡

市
を
被

告
と
し
て

（
訴

訟
に

お
い
て

亀
岡

市
を

代
表

す
る
者

は
亀

岡
市

長
と
な

り

ま
す
。
）、

提
起
す
る

こ
と
が
で
き
ま

す
。
 

 
た

だ
し
、
こ

の
通

知
書

を
受
け

た
日
の
翌

日
か

ら
起

算
し
て

６
箇

月
以

内
で

あ
っ
て

も
、

こ
の

処
分
の

日

の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
１
年
を
経
過

し
た
と

き
は
、

取
消
訴
訟

を
提
起

す
る
こ

と
が
で
き

ま
せ
ん
。
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第８５５号平成２８年４月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
８
号

様
式

（
第
１

９
条
関
係

）
 

 
 

 
 
 
手

当
 

再
認
定
通
知

書
 

 

受
給

者
番

号
 
 

氏
名
 
 

住
所
 
 

診
断

書
 

認
定

結
果
 
 

次
期

診
断

書
 

提
出

期
日
 
 

支
給

手
当

月
額
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
円
 

支
給

開
始

年
月
 
 

   
 
 

 
 

 
 

手
当

の
受
給

資
格

に
つ

い
て

は
、

再
審
査
の

結
果

、
上

記
の

と
お
り
認
定

し
ま

し
た

の
で
通

知
し
ま

す
。
 

    
 
 

 
 
 

 
年

 
 
月
 
 

日
 

     
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

亀
岡
市
福

祉
事
務

所
長
 
 

 
 
 

 
 

 
□印

 

     
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
様
 

◎
 
裏

面
の

注
意
を

よ
く
読
ん

で
く

だ
さ
い

。
 

第
７
号

様
式

（
第
１

７
条
関
係

）
 

 

障
害
児

福
祉

手
当
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

特
別
障

害
者

手
当
 

被
災
非
該

当
通

知
書
 

経
過
的

福
祉

手
当
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 

氏
名

 
 

住
所

 
 

被
災

状
況

 

非
該

当
の

理
由

 

 

  
 

 
 

 
年

 
 

月
 
 
日

付
け

で
被

災
状

況
書

の
提
出
が

あ
り

ま
し

た
が

、
上

記
の

と
お

り
支

給

停
止

を
解
除
す

る
こ
と

に
該
当
し

ま
せ
ん

の
で
通
知

し
ま
す

。
 

 
こ

の
処

分
に

不
服

が
あ

る
と

き
は

、
こ

の
通

知
書

を
受
け
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

３
箇

月
以

内

に
、

書
面
で
、

京
都
府

知
事
に
対

し
て
審

査
請
求
を

す
る
こ

と
が

で
き

ま
す
。
 

 
た

だ
し

、
こ

の
通

知
書
を
受

け
た

日
の

翌
日

か
ら
起

算
し
て

３
箇

月
以

内
で

あ
っ
て
も

、
こ

の
処

分

の
日

の
翌
日
か

ら
起
算

し
て
１
年

を
経
過

し
た
と
き

は
、
審

査
請

求
を

す
る
こ

と
が
で
き
ま

せ
ん
。
 

 
こ

の
処

分
の

取
消

し
を
求
め

る
訴

え
（

取
消

訴
訟
）

は
、
こ

の
通

知
書

を
受

け
た
日
の

翌
日

か
ら

起

算
し

て
６

箇
月

以
内

に
、

亀
岡

市
を

被
告

と
し

て
（

訴
訟
に
お

い
て

亀
岡

市
を

代
表
す
る

者
は

亀
岡

市

長
と

な
り
ま
す

。）
、
提

起
す
る
こ

と
が
で

き
ま
す
。
 

 
た

だ
し

、
こ

の
通

知
書
を
受

け
た

日
の

翌
日

か
ら
起

算
し
て

６
箇

月
以

内
で

あ
っ
て
も

、
こ

の
処

分

の
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
１

年
を

経
過

し
た

と
き

は
、

取
消

訴
訟

を
提

起
す

る
こ

と
が

で
き

ま
せ

ん
。
 

   
 

 
 
 
 

 
年
 

 
月
 
 

日
 

   
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

亀
岡
市

福
祉

事
務

所
長
 

 
 
 
 

 
 

 
□印

 
   
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
様
 

  
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
障
害

児
福

祉
手
当
 

◎
 
翌

年
８

月
以
降

に
つ
い
て

再
び

 
特
別

障
害

者
手
当
 
を

受
け

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
翌

年
の

８
月

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
経
過

的
福

祉
手
当
 

１
１

日
か
ら
９

月
１
０

日
の
間
に

所
定
の

書
類
に
よ

り
所
得

状
況

届
を

提
出
し

て
く
だ
さ
い

。
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第８５５号平成２８年４月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
９
号
様
式
（
第
１

９
条
、
第
２
３

条
関
係

）
 

  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日

   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
様
 

   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
亀
岡

市
福
祉
事

務
所
長
 
□印

 

   

 
 
 

 
 
手

当
資
格

喪
失
通
知

書
 

  
下
記
の
と
お
り
 

 
 
 
 
 
 

 
手
当

の
受
給

資
格
が
な

く
な
り

ま
し
た

の
で
通
知

し
ま
す
。
 

 

認
定

番
号
 
 

 

受
給

者
氏

名
 
 

受
給

者
住

所
 
 

受
給

資
格

が
 

な
く

な
っ
た

理
由
 
 

支
給

資
格

が
 

な
く

な
っ

た
日
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
年

 
 
 

月
 
 

 
日
 

  
こ

の
処
分
に

不
服
が
あ

る
と
き

は
、
こ
の

通
知

書
を

受
け
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算
し

て
３

箇
月

以
内
に

、

書
面
で
、
京
都
府
知

事
に
対
し
て
審

査
請
求

を
す
る

こ
と
が
で

き
ま
す

。
 

 
た

だ
し
、
こ

の
通

知
書

を
受
け

た
日
の
翌

日
か

ら
起

算
し
て

３
箇

月
以

内
で

あ
っ
て

も
、

こ
の

処
分
の

日

の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
１
年
を
経
過

し
た
と

き
は
、

審
査
請
求

を
す
る

こ
と
が

で
き
ま
せ

ん
。
 

 
こ

の
処
分
の

取
消

し
を

求
め
る

訴
え
（
取

消
訴

訟
）

は
、
こ

の
通

知
書

を
受

け
た
日

の
翌

日
か

ら
起
算

し

て
６

箇
月
以
内

に
、

亀
岡

市
を
被

告
と
し
て

（
訴

訟
に

お
い
て

亀
岡

市
を

代
表

す
る
者

は
亀

岡
市

長
と
な

り

ま
す
。
）、

提
起
す
る

こ
と
が
で
き
ま

す
。
 

 
た

だ
し
、
こ

の
通

知
書

を
受
け

た
日
の
翌

日
か

ら
起

算
し
て

６
箇

月
以

内
で

あ
っ
て

も
、

こ
の

処
分
の

日

の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
１
年
を
経
過

し
た
と

き
は
、

取
消
訴
訟

を
提
起

す
る
こ

と
が
で
き

ま
せ
ん
。
 

 

１
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
手

当
は

、
２

月
、

５
月

、
８

月
、

１
１
月

の
年
４

回
、
そ

れ
ぞ

れ
の

月
の
前

月
ま

で
の
分

を
ま
と
め
て

支
払
う

こ
と
と
な

っ
て
い

ま
す

。
 

 
ま

た
、

支
払

日
は

、
当

該
支

払
月
の
５

日
（

土
曜
日

、
日

曜
日

及
び

祝
日

等
の

場
合

は
、

そ
の
直

前
の

日
曜
日

等
で

な
い
日

）
と
な
り
ま

す
。
 

２
 

こ
の
手

当
等

を
受

け
る

に
は

、
毎
年

８
月

１
１

日
か

ら
９

月
１

０
日

の
間
に

、
あ
な

た
や
あ

な
た

の
扶

養
義
務

者
等

に
つ
い

て
の
前
年
の

所
得
状

況
を
届
け

出
る
必

要
が

あ
り
ま

す
。
 

３
 

あ
な

た
の

氏
名

や
住

所
な

ど
を

変
更

し
た

と
き

は
、

１
４

日
以

内
に

福
祉

事
務

所
に

届
け

て
く

だ
さ

い
。
 

４
 

施
設
入

所
を

し
た

り
、

障
害

を
理
由

と
す

る
年

金
を

受
給

し
た

場
合

等
、
受

給
資
格

が
な
く

な
っ

た
時

は
、
直

ち
に

福
祉
事

務
所
に
届
け

て
く
だ

さ
い
。
 

５
 

特
別
障

害
者

手
当

を
受

給
さ

れ
る
方

は
、

病
院

又
は

診
療

所
へ

３
箇

月
以
上
入

院
し

た
場
合

、
受

給
資

格
が
な

く
な

り
ま
す

の
で
、
直
ち

に
福
祉

事
務
所
に

届
け
て

く
だ

さ
い
。
 

６
 

有
期
認

定
を

受
け

た
方

は
、

次
期
診

断
書

提
出

期
日

ま
で

に
必

ず
新

た
な
診

断
書
を

提
出
し

て
く

だ
さ

い
。

診
断

書
が

期
日

ま
で

に
提

出
さ
れ

な
い
時

は
、
そ

の
翌

月
分

か
ら

手
当

を
受
け
る

こ
と

が
で
き

な
く

な
り
ま

す
。
 

７
 

こ
の
再

認
定

に
不

服
が

あ
る

と
き
は

、
こ

の
通

知
書

を
受

け
た

日
の

翌
日
か
ら

起
算

し
て
３

箇
月

以
内

に
、
書

面
で

、
京
都

府
知
事
に
対

し
て
審

査
請
求
を

す
る
こ

と
が

で
き
ま

す
。
 

 
た

だ
し

、
こ

の
通

知
書

を
受

け
た
日
の

翌
日

か
ら
起

算
し

て
３

箇
月

以
内

で
あ

っ
て

も
、

こ
の
処

分
の

日
の
翌

日
か

ら
起
算

し
て
１
年
を

経
過
し

た
と
き
は

、
審
査

請
求

を
す
る

こ
と
が

で
き
ま

せ
ん

。
 

８
 

こ
の
処

分
の

取
消

し
を

求
め

る
訴
え

（
取

消
訴

訟
）

は
、

こ
の

通
知

書
を
受

け
た
日

の
翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
箇

月
以

内
に

、
亀

岡
市

を
被
告
と

し
て

（
訴
訟

に
お

い
て

亀
岡

市
を

代
表
す
る

者
は

亀
岡
市

長
と

な
り
ま

す
。）
、
提
起

す
る
こ
と
が

で
き
ま

す
。
 

 
た

だ
し

、
こ

の
通

知
書

を
受

け
た
日
の

翌
日

か
ら
起

算
し

て
６

箇
月

以
内

で
あ

っ
て

も
、

こ
の
処

分
の

日
の
翌

日
か

ら
起
算

し
て
１
年
を

経
過
し

た
と
き
は

、
取
消

訴
訟

を
提
起

す
る
こ

と
が
で

き
ま

せ
ん

。
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 別記第１０号様式中 

「 

（ふりがな）  

受給資格者氏名  

                                   」 

を 

「 

（ふりがな）  個 人 番 号 

受給資格者氏名  

                                   」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 
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公 告 
 

 亀岡市公告第１８号 

 

 亀岡農業振興地域整備計画を変更するので、

農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年

法律第５８号）第１３条第４項で準用する同法

第１１条第１項の規定により公告し、当該農業

振興地域整備計画の変更案に当該農業振興地域

整備計画を変更しようとする理由を記載した書

面を添えて、次により縦覧に供する。 

 なお、亀岡市の住民は、当該農業振興地域整

備計画の変更案について、平成２８年４月２８

日（縦覧期間満了の日）までに意見書を提出す

ることができる。 

 また、当該農業振興地域整備計画の変更案の

うち農用地利用計画の変更案に係る農用地区域

内にある土地の所有者その他その土地に関し権

利を有する者は、当該農用地利用計画の変更案

に対して異議があるときは、平成２８年４月 

２９日（縦覧期間満了の日の翌日）から平成 

２８年５月１３日までにこれを申し出ることが

できる。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

自 平成２８年３月３０日 

至 平成２８年４月２８日 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

任免及び辞令 
 

             塚 原 泰 宏 

亀岡市介護認定審査会委員に委嘱します 

任期は平成２９年３月３１日までとします 

   平成２８年３月１日 

 

             勢 井 慎 吾 

亀岡市国民保護協議会委員の委嘱を解きます 

             中 井 督 夫 

亀岡市国民保護協議会幹事の委嘱を解きます 

             勢 井 慎 吾 

亀岡市防災会議委員の委嘱を解きます 

   平成２８年３月２１日 

 

             附 田 芳 久 

亀岡市国民保護協議会委員に委嘱します 

任期は平成２８年９月３０日までとします 

             山 本 貴 之 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は平成３０年３月２１日までとします 

             附 田 芳 久 

亀岡市防災会議委員に委嘱します 

   平成２８年３月２２日 

 

             竹 田 幸 生 

亀岡市監査委員の辞職を承認します 

             澤 田 祐 樹 

亀岡市休日急病診療所薬剤師の委嘱を解きます 

             堂   淳 子 

亀岡市休日急病診療所医師の委嘱を解きます 

             大 石 裕 之 

（各 通）        細 川 景 子 

             稲 葉 照 美 

亀岡市介護認定審査会委員の委嘱を解きます 

   平成２８年３月３１日 
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議会事務局欄 
 

規 則 
 

 亀岡市議会会議規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

       亀岡市議会議長 西口純生 

 

 亀岡市議会規則第１号 

 

亀岡市議会会議規則の一部を改正

する規則 

 

 亀岡市議会会議規則（昭和５３年亀岡市議会

規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表政策研究会の項を削る。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

規 程 
 

 亀岡市議会全員協議会規程を次のように定め

る。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

       亀岡市議会議長 西口純生 

 

 亀岡市議会規程第７号 

 

亀岡市議会全員協議会規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、亀岡市議会会議規則（昭

和５３年亀岡市議会規則第１号）第１６６条

第４項の規定に基づき、同規則別表に規定す

る全員協議会の運営等に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （所掌事項） 

第２条 全員協議会は、議会の運営、市政の課

題等に関し協議又は調整を行う。 

 （構成） 

第３条 全員協議会は、議員の全員をもって構

成する。 

 （会議） 

第４条 全員協議会は、議長が招集し、会議を

主宰する。 

２ 議長に事故があるとき、又は議長が欠けた

ときは、副議長がその職務を行う。 

３ 全員協議会は、議員の定数の半数以上の議

員が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。 

 （出席要求） 

第５条 議長が必要と認めるときは、説明のた

め市長その他関係者の出席を求めることがで

きる。 
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 （会議の公開） 

第６条 全員協議会は、これを公開する。ただ

し、出席議員の半数以上の同意があったとき

は、これを公開しないことができる。 

 （会議の傍聴） 

第７条 全員協議会の傍聴の取扱いは、亀岡市

議会委員会条例（昭和４８年亀岡市条例第 

４３号）第１８条に規定する委員会の傍聴の

例による。 

 （記録） 

第８条 議長は、職員をして、会議の概要等必

要な事項を記載した記録を作成させなければ

ならない。 

 （雑則） 

第９条 この規程に定めるもののほか、全員協

議会の運営等に関し必要な事項は、議長が定

める。 

 

   附 則 

 

 この規程は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市議会広報広聴会議規程を次のように定

める。 

 

   平成２８年３月２９日 

 

       亀岡市議会議長 西口純生 

 

 亀岡市議会規程第８号 

 

亀岡市議会広報広聴会議規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、亀岡市議会会議規則（昭

和５３年亀岡市議会規則第１号）第１６６条

第４項の規定に基づき、同規則別表に規定す

る広聴広報会議の運営等に関し必要な事項を

定めるものとする。 

 （所掌事項） 

第２条 広聴広報会議は、次に掲げる事項の協

議又は調整を行う。 

⑴ 議会報の発行計画、掲載事項及び編集に

関すること。 

⑵ インターネットによる議会の情報発信に

関すること。 

⑶ 議会報告会及び意見交換会の企画、運営

並びに聴取した意見等の整理に関すること。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、議会の広報

及び広聴に関すること。 

 （組織及び委員） 

第３条 広聴広報会議は、各常任委員会の副委

員長及び各会派から選出された議員をもって

構成するものとし、９人以内の委員をもって

組織する。 

２ 委員は、議長の指名により選任する。 

３ 委員の任期は、常任委員の任期の例による。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 広聴広報会議に委員長１人及び副委員

長２人を置く。 

２ 委員長及び副委員長の選出は、委員の互選

により定める。 

３ 委員長及び副委員長の任期は、委員の任期

による。 

４ 委員長は、会務を総理し、会議を代表する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事

故があるとき又は委員長が欠けたときは、委

員長があらかじめ指名する副委員長がその職

務を代理する。 

 （会議） 

第５条 会議は、委員長が招集し、会議を主宰

する。 
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２ 広聴広報会議は、委員の半数以上が出席し

なければ、会議を開くことができない。 

 （部会の設置等） 

第６条 広報広聴会議に、広報部会及び広聴部

会（以下「部会」という。）を置く。 

２ 部会の所掌事項は、第２条各号に掲げる事

項のうち委員長が会議に諮り指定する事項と

する。 

３ 部会は、委員長が指名した副委員長及び委

員をもって組織する。 

４ 部会には部会長及び副部会長１人を置くも

のとし、部会長は、副委員長をもって充て、

副部会長は、部会に属する委員の互選により

定める。 

５ 部会は、部会長が招集し、これを主宰する。 

６ 部会は、その所属する委員の過半数が出席

しなければ開くことができない。 

 （出席要求） 

第７条 委員長は、必要と認めるときは、説明

のため委員以外の者の出席を求めることがで

きる。 

 （会議の公開） 

第８条 広聴広報会議は、これを公開する。た

だし、委員長が必要と認めるときは、これを

公開しないことができる。 

 （記録） 

第９条 委員長は、職員をして会議の概要等必

要な事項を記載した記録を作成させなければ

ならない。 

 （委任） 

第１０条 亀岡市議会会議規則及びこの規程に

定めるもののほか、広報広聴会議の運営等に

関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定

める。 

 

   附 則 

 

 この規程は、公布の日から施行する。 

「掲示済」 

監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第１号 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定による監

査を実施し、同条第１１項の規定に基づき監査

の結果に関する報告を決定したので、同条第９

項の規定により次のとおり公表する。 

 

   平成２８年３月１７日 

 

       亀岡市監査委員 関本孝一 

       亀岡市監査委員 竹田幸生 

 

１ 監査の種類   平成２７年度定期監査 

 

２ 監査の期間、対象課等 

（１）平成２７年９月１０日～平成２７年１１

月９日 

○環境市民部（環境政策課、環境クリーン

推進課、市民課、保険医療課） 

（２）平成２７年１０月１３日～平成２７年 

１２月１７日 

○教育部（教育総務課、学校教育課、社会

教育課、学校給食センター、中央公民館、

図書館、文化資料館、教育研究所） 

（３）平成２７年１１月１７日～平成２８年２

月２９日 

○生涯学習部（市民協働課、人権啓発課、

スポーツ推進課） 

○総務部（総務課、自治防災課、安全安心

まちづくり課、財政課、税務課） 

○公平委員会事務局 

○監査委員事務局 
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（４）平成２８年１月１２日～平成２８年３月

１４日 

○まちづくり推進部（都市計画課、都市整

備課、桂川・道路整備課、土木管理課、

建築住宅課） 

 

３ 監査の対象 

 監査対象課等にかかる平成２７年度の財務

に関する事務の執行について 

 

４ 監査の方法 

 監査の対象について、関係諸帳簿、証拠書

類等を調査し、併せて関係各課長等への質問

を行った。 

 

５ 監査の除斥 

 関本監査委員は、亀岡駅北土地区画整理組

合理事長に従事しているため、まちづくり推

進部都市整備課所管の当該事業の監査に関し、

地方自治法第１９９条の２の規定に基づき除

斥した。 

 

６ 監査の結果 

 監査の結果は次の事項を除いては、おおむ

ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により

指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理に留意されたい。 

（１）環境市民部 

以下の各課にかかる平成２７年８月末現

在における財務に関する事務の執行につい

て、抽出して監査を行った。 

おおむね適正に処理されていたが、一部

に次のような事項が見受けられたので、適

正な事務処理をされたい。 

ア 環境政策課 

（ア）犬登録等手数料において、一部に調

定漏れ及び誤りがあった。 

調定をはじめ会計事務については、

漏れなく正確に事務処理を行うととも

に、適切にチェックできる仕組みを検

討されたい。 

（イ）犬の登録及び狂犬病予防注射済票の

交付に関する事務において、事務処理

の経過が記録されておらず、決裁もさ

れていなかった。 

事務処理規程には、「事務は、原則

として文書により決裁を受けるべき事

項に係る事務を主管する係長より順次

所属の上司の決定を経て市長又は専決

者の決裁を受けなければならない。」

と定められている。 

適正な事務処理を行う上からも、申

請書の文書受付から交付までの事務の

関与者及び決裁者を明確にするよう申

請書様式等において工夫されたい。 

イ 環境クリーン推進課 

亀岡市指定ごみ袋の作製の契約事務に

おいて、緊急性の条項を適用し、１者見

積による随意契約がされていた。 

指定ごみ袋については、適正に在庫管

理された上で、計画的に作製されるべき

ものと考えられることから、緊急性はな

じまないものと考える。随意契約につい

て、適正な根拠理由に基づき契約された

い。 

また、現在の規格であるロール式を前

提に、取扱業者が１者に限られるとして

業者選定を行っているが、一般的な袋入

り平積み式に変更した場合との利便性や

経済性も含めた比較検討が望まれる。 

ウ 市民課  

特に指摘する事項はなかった。 

エ 保険医療課 

特に指摘する事項はなかった。 

（２）教育部 
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以下の各課等にかかる平成２７年９月末

現在における財務に関する事務の執行につ

いて、抽出して監査を行った。 

おおむね適正に処理されていたが、一部

に次のような事項が見受けられたので、適

正な事務処理をされたい。 

ア 教育総務課 

（ア）亀岡市中学校修学旅行引率補助金の

交付決定書が、通知文形式により作成

されていた。 

文書事務の手引には、補助金の交付

決定通知は指令の形式によると定めら

れている。 

文書事務の手引に基づき、指令書に

より通知するよう改められたい。 

（イ）亀岡市立小中学校教員にかかる健康

診断及び結核検診業務委託について、

１者随意契約により業務委託されてい

た。昨年度は４者で見積執行し、２者

の辞退はあったものの２者の見積比較

により、業者が決定されていた。 

今年度に１者のみを受託可能と特定

した根拠が定かでなく、可能な限り競

争性を確保する中で、適正な契約事務

の執行に努められたい。 

イ 学校教育課 

特に指摘する事項はなかった。 

ウ 社会教育課 

特に指摘する事項はなかった。 

エ 学校給食センター 

アレルゲン管理システム構築業務の契

約事務において、時価に比して著しく有

利な価格を理由とする随意契約の条項が

適用されていたが、価格比較の根拠が不

十分であった。 

随意契約を適用するにあたっては、根

拠を明確にし、慎重に検討することが求

められている。今後は、プロポーザル方

式の手法も選択肢の１つとして検討し、

適正な契約事務の執行に努められたい。 

オ 中央公民館 

特に指摘する事項はなかった。 

カ 図書館 

特に指摘する事項はなかった。 

キ 文化資料館 

（ア）文化財冊子及び亀岡市史の販売にお

いて、領収書が希望者のみに交付され

ていた。 

財務規則には、出納機関は、現金を

受領したときは、領収証書を当該納入

者に交付しなければならないと定めら

れている。 

規定に基づき適正な事務処理をされ

たい。 

（イ）亀岡市史の在庫管理において、台帳

のみで在庫数の確認を行っており、現

物での在庫数の確認が行われていな 

かった。 

在庫管理は、台帳の在庫数と現物の

在庫数が合致しているかを確認するこ

とが大切である。年に一度は台帳の在

庫数と現物の在庫数の確認をされたい。 

なお、亀岡市史全巻完成後１０年が

経過したが、多くの在庫が生じている。

生涯学習かめおか財団との連携や様々

な生涯学習機会を捉えた販売方法を検

討するなど在庫の販売促進に引き続き

努められたい。 

ク 教育研究所 

特に指摘する事項はなかった。 

（３）生涯学習部 

以下の各課にかかる平成２７年１０月末

現在における財務に関する事務の執行につ

いて、抽出して監査を行った。 

おおむね適正に処理されていたが、一部

に次のような事項が見受けられたので、適
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正な事務処理をされたい。 

ア 市民協働課 

特に指摘する事項はなかった。 

イ 人権啓発課 

（ア）医療機器（交流高圧電位治療器）賃

貸借契約書において、契約規定に「上

記の物件」と記載されているが、契約

対象物件の名称、数量を特定する具体

的な記載がなかった。 

今後、契約締結において、規定内容

を確認しミスを防止されたい。 

（イ）市有地占用料において、年度当初に

調定した占用料の一部が未収となって

いた。年度途中に収納状況の確認が行

われず、年度末まで放置される可能性

がある。収納状況を適切に管理された

い。 

（ウ）馬路文化センターの使用許可手続き

において、一部の利用者に対して、１

枚の申請書で複数回の施設の予約を 

行った上で、使用回ごとに料金を分割

して収納し、使用許可書が交付されて

いた。 

他団体との均衡を失しないよう申請

書ごとに使用料を一括前納とし、使用

許可書を交付されたい。 

（エ）文化センター利用者が使用したコ 

ピー実費の収納において、利用者の利

便性・事務の効率化からセンター職員

が分任出納員として収納できるよう検

討されたい。 

ウ スポーツ推進課 

（ア）亀岡国際広場球技場野鳥の森管理委

託の契約事務において、契約書に規定

する管理委託の範囲を示す書類が添付

されていなかった。 

契約書には、管理委託する範囲は、

別に定めると規定されている。 

契約書の規定に基づき、必要な書類

を添付されたい。 

（イ）亀岡市体育協会人件費補助金の支出

について、補助金額の３／４が前期分

として前金払により５月に交付されて

いた。 

前金払は、事業完了後に支出する一

般原則に対する例外ではあるが、他の

財団等の人件費補助についても前金払

で支出されているところである。しか

し、他の財団等の前金払は、補助額の

１／２以下（３回払い・４回払い）と

なっていることから適正な前金払の額

を検討されたい。 

（４）総務部 

以下の各課にかかる平成２７年１０月末

現在における財務に関する事務の執行につ

いて、抽出して監査を行った。 

おおむね適正に処理されていたが、一部

に次のような事項が見受けられたので、適

正な事務処理をされたい。 

ア 総務課（選挙管理委員会の予算執行関

係事務を含む） 

本庁舎屋上設置の熱源チラー空気熱交

換機修繕について、本庁舎設備運転管理

業務を委託している業者と１者随意契約

により契約されていた。 

本工事は、電気設備工事であり、他の

業者を含めた競争性による入札執行を行

うことも可能であると考えられる。 

今後、増加が予測される庁舎の維持修

繕において、その執行方法については、

計画性はもとより費用効果等を検討し適

正執行に努められたい。 

イ 自治防災課 

特に指摘する事項はなかった。 

ウ 安全安心まちづくり課 

特に指摘する事項はなかった。 
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エ 財政課 

特に指摘する事項はなかった。 

オ 税務課 

督促手数料及び延滞金の収納管理表の

記入における記入漏れによる調定誤りが

あった。 

年度末の決算整理時に是正されるもの

と考えられるが、入力誤りを防ぎ、また

早期に発見するための事務改善や組織と

してその都度チェックできる体制の確立

を検討されたい。 

（５）公平委員会事務局 

平成２７年１０月末現在における財務に

関する事務の執行について、抽出して監査

を行った。 

特に指摘する事項はなかった。 

（６）監査委員事務局 

平成２７年１０月末現在における監査委

員事務局及び固定資産評価審査委員会にか

かる財務に関する事務の執行について、抽

出して監査を行った。 

特に指摘する事項はなかった。 

（７）まちづくり推進部 

以下の各課にかかる平成２７年１２月末

現在における財務に関する事務の執行につ

いて、抽出して監査を行った。 

おおむね適正に処理されていたが、一部

に次のような事項が見受けられたので、適

正な事務処理をされたい。 

ア 都市計画課 

特に指摘する事項はなかった。 

イ 都市整備課 

都市公園２箇所（亀岡運動公園・さく

ら公園）の指定管理において、月次報告

書の報告者名が指定管理者の代表者名で

なく、支配人名で提出されていた。 

基本協定書には、指定管理者は毎月終

了後１０日以内に月次報告書を市に提出

しなければならないと定められている。 

基本協定書に基づき、指定管理者の代

表者名での月次報告書の提出を求めるよ

う改められたい。 

ウ 桂川・道路整備課 

市有地占用料において、年度当初に調

定した占用料の一部が未収となっていた。

年度途中に収納状況の確認が行われず、

年度末まで放置される可能性がある。収

納状況の適切な管理に努められたい。 

エ 土木管理課 

（ア）河川占用料及び奥書証明手数料にお

いて、６月以降に調定しているもので、

長期間にわたり未収となっているもの

があった。 

確実に収納されるよう適切な管理に

努められたい。 

（イ）奥書証明手数料において、証明書の

交付後に手数料は納付されていたが、

調定がされていないものがあった。 

規定に基づき適正な事務処理をされ

たい。 

オ 建築住宅課 

（ア）市有地の目的外使用に係る使用料の

納付時期が、５箇月後の使用期間終了

後とされていた。 

財務規則には、会計年度単位等で定

めた以外の収入金の納期限は、納入通

知書を発する日から１４日以内の日と

すると定められている。 

特例的な措置を行うには、明確な理

由根拠を示し、決裁されたい。 

（イ）市営住宅等空き地保全業務委託の決

裁書において、契約検査課の合議がな

かった。 

業務委託契約の運用基準では、単価

契約であっても執行予定額が事業費 

５０万円以上のものは、契約検査課に
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合議することと定められている。 

運用基準に基づき適正な事務処理を

されたい。 

 

以上が、平成２７年度定期監査の対象とし

た部課における財務に関する事務の執行につ

いて監査した結果である。 

 

◎総括事項 

今回の監査で見受けられた以下に挙げる事

項については、今後の事務処理において留意

されたい。 

マイナンバー制度が導入され平成２８年１

月から順次利用が始まっている。 

マイナンバー制度の運用においては、交付

事務、維持管理事務、他の業務システムへの

適用、情報セキュリティ対策等にかかる人的

負担、財政負担等自治体負担の増加が将来に

おいても予想されるところである。これを機

会にマイナンバー制度導入に伴う証明書のコ

ンビニでの交付など、市民サービスの向上や

業務効率化につながる方策についても研究し

取り組まれたい。 

公金の収納事務において、調定の漏れや誤

り、調定した占用料等の収納が確認されない

まま長期間未収となっているものが複数課で

見受けられた。金額が少額であっても放置す

ることでミスの拡大や不用な事務が発生する

リスクを伴うものである。適切な収納事務を

徹底しミスを防ぐとともに、ミスを早期発見

するためのチェック体制についても検討され

たい。 

随意契約において、その適用条項が適正で

ないもの、業者選定において、１者の特命随

意契約が行われているもので、複数業者によ

る競争性のある見積執行が可能と思慮される

もの等が見受けられた。随意契約は、競争入

札を原則とする地方公共団体の契約方法の例

外として、地方自治法施行令で定める場合に

該当するときに限り行うことができるもので

ある。１者随意契約を含め安易な随意契約は、

必要以上の経費の支出や不適正な業務執行の

リスクを伴うものであり、より一層慎重で厳

正な運用を望むものである。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市監査公表第２号 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による監査を実施し、同条第１１項の規定に基づき監査の結

果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

 

   平成２８年３月１７日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 竹田幸生 

 

１ 監査の種類   平成２７年度財政援助団体等監査  

 

２ 監査の対象及び範囲 

公益財団法人亀岡市環境事業公社における次の財政的援助等に係る出納その他の事務並びに環

境市民部環境クリーン推進課における同財政的援助等に係る事務の執行について 

 平成２６年度公益財団法人亀岡市環境事業公社運営補助金 

 （ごみ収集運搬業務に係る人件費）                  336,302,319円 

 

３ 監査の期間   平成２７年９月３日から平成２７年１１月６日まで 

 

４ 監査の方法   団体及び関係課から提出された資料及び提示のあった出納関係帳票その他関

係書類に基づき、関係職員から事務の執行状況を聴取し監査を実施した。 

 

５ 団体等の概要 

（１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

 公益財団法人亀岡市環境事業公社（以下「環境事業公社」という。）は、亀岡市における

一般廃棄物の排出抑制、分別排出の徹底及び循環による資源の有効な再生利用を推進すると

ともに適正な処理を通じて、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、もって市民の健康

で快適な生活を確保し、人と環境にやさしい持続可能な循環型社会の形成に寄与することを

目的とし、主に次の事業を行っている。 

・環境意識の啓発及び環境教育の支援 

・不法投棄の防止等生活環境の保全 

・一般廃棄物の処理 

イ 組織（平成２７年３月３１日現在） 

役 員    理事長     1人    常務理事    1人 

       理事      4人    監事      2人 

       評議員     6人 



 
亀 岡 市 公 報 

 166 

第８５５号平成２８年４月１５日発行 

事務局    事務局長    1人（兼務） 

       ※常務理事は事務局長を兼務 

庶務課    課長      1人    係長      2人 

       係員      1人    非常勤嘱託   1人 

       臨時      1人 

業務課    課長      1人    係長・主幹   3人 

       業務主任    5人    係員      2人 

       非常勤嘱託   4人    臨時      1人 

資源推進課  課長      3人    課長補佐    1人 

       係長      7人    業務主任   16人 

       係員     15人    再雇用     2人 

       臨時      8人 

（２）補助金の概要 

平成２６年度に亀岡市から環境事業公社へ交付された補助金総額は435,573,968円で、うち

今回監査対象とした補助金及びその内訳は次のとおりである。 

                                    （単位：円） 

項  目 事 業 費 補 助 金 補助内容 

公益財団法人亀岡市環境事

業公社運営補助金（ごみ収

集運搬業務に係る人件費） 

336,302,319 336,302,319

亀岡市が環境事業公社に委

託するごみ収集運搬業務に

係る環境事業公社の人件費

に対する補助 

 

補助金の内訳は、主に資源推進課の職員52名分の人件費である。その他に、庶務課の職員 

6名分及び役員等の人件費は、ごみ収集運搬業務、し尿収集運搬業務及び若宮工場運転管理業

務で按分し、ごみ収集運搬業務分を補助している。 

補助金による業務内容は、家庭ごみ分別排出、資源の再生利用等を促進する事業、水環境の

保全を推進する事業、一般管理業務である。主な事業である家庭ごみ収集運搬及び適正排出促

進業務の平成２６年度の実績は、収集運搬量17,173.5ｔ、啓発シール使用枚数3,629枚、適正

排出相談件数76件である。 

 

６ 監査の結果 

監査の結果は次の事項を除いて、おおむね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務処

理において留意されたい。 

（１）環境市民部環境クリーン推進課に対する監査の結果 

補助金にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ア 補助金確定において、人件費支払内訳書等の支払い内容の明細が確認できる書類が不十分

であった。 
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支払い内容の明細等が確認できる書類の提出を求めるなど補助事業の実施内容を適切に

確認できるよう改善されたい。 

イ 休日勤務手当の月別時間集計において、公社給与規程の解釈運用に市の運用と異なる処理

が認められた。 

今後、給与事務について、市の例に準じた処理がされるよう情報提供及び連携に努めるよ

う検討されたい。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市監査公表第３号 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による監査を実施し、同条第１１項の規定に基づき監査の結

果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

 

   平成２８年３月１７日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 竹田幸生 

 

１ 監査の種類   平成２７年度財政援助団体等監査 

 

２ 監査の対象及び範囲 

公益財団法人生涯学習かめおか財団における次の財政的援助等に係る出納その他の事務並びに

生涯学習部市民協働課における同財政的援助等に係る事務の執行について 

  平成２６年度公益財団法人生涯学習かめおか財団補助金        67,974,668円 

 

３ 監査の期間   平成２７年１１月１７日から平成２８年２月２９日まで 

 

４ 監査の方法   団体及び関係課から提出された資料及び提示のあった出納関係帳票その他関

係書類に基づき、関係職員から事務の執行状況を聴取し監査を実施した。 

 

５ 団体等の概要 

（１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

公益財団法人生涯学習かめおか財団（以下「生涯学習財団」という。）は、地域住民の自

発性に基づく生涯にわたる学習要求等に応えるため、生涯学習の機会や情報の提供、住民の
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交流活動の支援、促進等必要な事業を行い、もって、生涯学習の推進及び協働のまちづくり

の推進に寄与することを目的とし、主に次の事業を行っている。 

・生涯学習の振興に関する調査研究、啓発及び普及 

・生涯学習の振興に資する国際化の推進、講座・講演会・その他先導的事業等の催しの開催

及び援助 

・生涯学習の振興に資する文化、芸術事業及び教育、スポーツ等を通じて豊かな人間性を

涵養
かんよう

する事業 

・生涯学習の振興に資する人材育成、活動支援、機会提供に関する事業 

・住民の交流活動の支援、促進をするための事業 

・生涯学習施設の管理運営事業 

イ 組織（平成２７年３月３１日現在） 

役 員    理事長     1人     副理事長     2人 

       常務理事    1人     理事       9人 

       監事      2人     顧問、名誉顧問  8人 

       評議委員   15人 

事務局    事務局長    1人     部長       1人 

       ※事務局長、部長は課長を兼務 

総務会計課  課長      1人（兼務） 主幹       1人 

       主任      2人     臨時職員     1人 

企画課    課長      1人（兼務） 主幹       2人 

       主任      1人     主査       3人 

       嘱託      1人     臨時職員     1人 

運営課    課長      1人     主幹       1人 

       主任      1人     主査       1人 

       嘱託      1人     臨時職員     6人 

（２）補助金の概要 

平成２６年度に亀岡市から生涯学習財団へ交付された補助金額は67,974,668円で、今回監査

対象とした補助金及びその内訳は次のとおりである。 

                                    （単位：円） 

項   目 事 業 費 補 助 金 補助内容 

公益財団法人生涯学習かめ

おか財団補助金 
74,304,047 67,974,668

・生涯学習かめおか財団人
件費補助 

・生涯学習かめおか財団事
業補助 

・生涯学習かめおか財団管
理費補助 

 

補助金の内訳は、主に総務会計課の職員５名分及び企画課の職員９名分の人件費

（54,080,392円）である。その他に、事業費（12,489,192円）及び管理費（1,405,084円）を
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補助している。 

補助金による事業内容は、講演会事業（コレージュ・ド・カメオカ、丹波学トーク、亀岡生

涯学習市民大学等）、文化・芸術振興事業（亀岡市美術展、亀岡市民文化祭等）、講習会事業

（ばらフェスタ等）、啓発・支援事業（花と緑のフェスティバル、生涯学習助成事業等）、国

際交流事業（ワールドフェスタ等）、調査研究事業（市民活動による事業の成立過程と財団の

役割等）である。 

 

６ 監査の結果 

監査の結果は次の事項を除いて、おおむね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務処

理において留意されたい。 

（１）生涯学習財団に対する監査の結果 

補助金にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ア 生涯学習助成事業について、生涯学習事業助成要項には理事長が助成対象者を決定すると

定められているが、決定において理事長の決裁がなかった。 

運用実態を含めて、要項等の見直し等を検討し、適切な事務処理をされたい。 

イ 生涯学習助成事業について、実績報告で提出された収支決算書の支出区分の金額が添付さ

れた領収書の金額になっておらず、誤っているものがあった。 

実績報告の支出金額について、適切に確認をされたい。 

ウ 生涯学習助成事業について、実績報告で提出された収支決算書の機材等賃借料の支出区分

において、菓子の領収書が添付されているものがあったが、謝礼用に購入したとわかる経過

を確認できる記録がなかった。 

実績報告に不明瞭な領収書の添付がないように、適正な記録処理をされたい。 

エ 時間外勤務手当について、正規の勤務時間が割り振られた日における勤務以外の勤務の時

間外勤務手当の割合は１００分の１３５であるが、正規の勤務時間が割り振られた日におけ

る勤務の時間外勤務手当で１００分の１２５の割合で支給されているものがあった。 

オ 勤務日振替簿等の勤務管理に関する書類において、鉛筆書きや確認印漏れのものがあった。 

（２）生涯学習部市民協働課に対する監査の結果 

補助金にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ア 時間外勤務手当について、正規の勤務時間が割り振られた日における勤務以外の勤務の時

間外勤務手当の割合は１００分の１３５であるが、正規の勤務時間が割り振られた日にお

ける勤務の時間外勤務手当で１００分の１２５の割合で支給されているものがあった。 

職員給与規程に基づき、適正な事務処理となるよう指導されたい。 

イ 勤務日振替簿等の勤務管理に関する書類において、鉛筆書きや確認印漏れのものがあった。 

証拠書類として不備がなく適正な事務処理となるよう指導することにより改善されたい。 

 

以上が、平成２７年度の財政的援助等に係る出納その他の事務の執行について監査した結果で

ある。 
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文書事務、補助金等の事務において、軽微な誤りが見受けられた。今後の事務処理において注

意されたい。 

施設使用料等の金銭の出納事務は、財務規程に「出納員は、金銭の出納事務を行わせるため職

員を金銭取扱員に命ずることができる。」と定められており、総務会計課職員のみが辞令により

命じられている。しかしながら、現実には利用申請等の窓口対応を行う運営課職員が取り扱って

いた。金銭については、責任を明確にし、厳重に取り扱う必要があり、適切な体制で取り扱える

よう運用の見直しをされたい。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市監査公表第４号 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定による監査を実施し、同条第１１項の規定に基づき監査の結

果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

 

   平成２８年３月１７日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 竹田幸生 

 

１ 監査の種類   平成２７年度定期監査 

 

２ 監査の対象及び期間等 

対  象 対象期間 実施期間 

教 育 部 

教 育 機 関 

曽我部小学校 

吉川小学校 

薭田野小学校 

大井小学校 

千代川小学校 

川東小学校 

保津小学校 

亀岡中学校 

別院中学校 

南桑中学校 

育親中学校 

高田中学校 

平成27年4月1日 

～平成27年8月31日 

平成27年10月9日 

～平成27年12月9日 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 171

第８５５号平成２８年４月１５日発行 

３ 監査の方法 

 各学校において、学校運営方針、各学校を取り巻く現状及び課題をはじめ特色ある活動や安全

対策の取り組み等について、学校長より聴取を行った上、平成２７年度の財務に関する事務の執

行について、とりわけ３０万円未満の教材備品の購入事務及び寄贈品の管理等に主眼を置き、関

係諸帳簿、証拠書類等を確認するなど実地調査を実施した。 

 

４ 監査の結果 

 監査の結果は、おおむね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務処

理において留意されたい。 

 

以上が、平成２７年度の財務に関する事務の執行について監査した結果である。 

学校での教材備品等の購入について、学校その他の教育機関の長に対する事務補助執行規程に

おいて校長に補助執行させる事項として、３０万円未満の支出負担行為の決定及び支出命令に関

することと定めている。 

教材備品の購入について、多くの学校においては、教材備品の購入希望品目等を各教員から聞

き取り、校長が内容を確認し、複数の業者から見積りをとり、購入品目、購入業者を校長が決定

している。教材備品の選定から購入業者の決定までの過程において、口頭で確認、決定している

ことが多く、決定経過書類が作成されていない学校が多くあった。 

決定後は業者に発注し、納品後に業者から請求があり、支出負担行為兼支出伝票（施設伝票）

に校長の決裁を受け、必要な書類を添付し、教育総務課に回付している。また、教育総務課で起

票された支出負担行為伝票兼支出伝票については、支出負担行為伝票は教育総務課に保管され、

支出伝票は会計課で保管されているが、伝票に見積書、請求書原本を添付しているため、学校で

は購入後に見積りをした業者や見積比較した金額がわかる書類が保管されてない状況も見受けら

れた。今後は、教材備品等の購入の決定過程がわかる記録文書の整備をするなど全学校で統一し

た事務が望まれる。 

寄贈品について、ほぼすべての学校において寄附台帳が整備され、記録管理されていたが、一

部の学校においては寄附台帳が整備されていなかった。寄贈品を適切に記録管理するために、寄

附台帳を整備されたい。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市監査公表第５号 

 

 地方自治法第１９９条第５項の規定による監査を実施し、同条第１１項の規定に基づき監査の結

果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表する。 
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   平成２８年３月１７日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 竹田幸生 

 

１ 監 査の種類   平成２７年度工事監査 

 

２ 監 査の対象   道改第１号 市道篠ランプ９号線外１線道路改良工事 

           ［まちづくり推進部 桂川・道路整備課］ 

 

３ 監査実施期間  平成２７年１１月９日から平成２８年２月３日まで 

 

４ 監 査の方法 

 対象工事については、契約金額1,000万円以上の工事の中から抽出した。 

 この監査に当たっては、工事技術に関する専門的知識を必要とするため、公益社団法人大阪技

術振興協会と工事監査に伴う技術調査及び技術的指導業務委託契約を締結し、関係書類の調査及

び工事現場の現地調査を実施した。この監査結果報告は、同協会技術士の調査意見を参考として

作成したものである。 

 

５ 工 事の概要 

契 約 金 額  38,131,560円（内消費税 2,824,560円） 

工 期  平成27年6月5日～平成28年3月15日 

請 負 業 者  株式会社 近畿産業 

監 査執行日  平成28年1月15日 

工 事 概 要  工事延長Ｌ＝970.0ｍ Ｗ＝12.0ｍ 

          土工         一式 

          擁壁工  重力式擁壁 Ｌ＝47.8ｍ 

          排水構造物工 側溝工 Ｌ＝206.8ｍ 

          管渠工        Ｌ＝33.0ｍ 

          集水桝工       Ｎ＝6箇所 

        防護柵工 ガードレール  Ｌ＝120.0ｍ 

        道路付属施設工 照明灯  Ｎ＝3箇所 

        交通信号機移設工     一式 

        舗装工 表層（車道）   Ａ＝2,246.2㎡ 

            表層（歩道）   Ａ＝715.1㎡ 

            排水性舗装    Ａ＝400.0㎡ 

        区画線工         一式 

        構造物撤去工       一式 
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６ 監 査 結 果 

書類調査結果は、当工事の関係書類はよく整理されていた。提示されたすべての書類を調査し、

疑問点は説明者に質問するとともに、当工事の計画・調査・仕様・積算・契約・施工管理・監

理・試験・検査等の各段階における技術的事項について調査した。 

特に指摘すべき大きな問題点は見られなかった。 

施工状況調査結果は、本調査時点における出来高は約52％程度で、交差点の改良工事が行われ

ていた。 

目視の限り設計図書並びに計画工程に従って、概ね良好な出来栄えで施工されていた。 

なお、調査した事項と留意が望まれる内容の要点を以下の各項に示した。 

（１）書類調査 

ア 工事計画について 

市道中矢田篠線は、国道9号と市道篠ランプ9号線を結ぶ延長Ｌ＝850.0ｍ、幅員Ｗ＝

12.0ｍの幹線市道として整備を進めており、既供用区間である都市計画道路中矢田篠線と

接続することにより、国道9号の慢性的な交通渋滞の解消と道路ネットワークの充実を図

るものである。 

また、本区間においては、大規模な民間宅地開発（区画整理併用）が実施されており、

同時に事業を実施することで効果・効率を高めるものである。 

当工事の全体計画は平成19年度から平成27年度の9箇年で、平成26年度末までに国道9号

～市道篠ランプ9号線付近まで約800ｍの築造工事を完了しており、当該工事において残る

約50ｍの築造工事と交差点改良工事を進め、平成28年2月24日からの供用が予定されてい

た。 

イ 設計内容について 

継続して工事が行われており、設計内容について特に問題はなかった。 

ウ 積算について 

積算システムにより積算されていた。見積りの必要なものは3者以上より徴収し、 低価

格を積算価格としていた。その他、特に問題はなかった。 

エ 特記仕様書について 

特記仕様書は標準仕様書を補足し、工事の施工に関する明細又は工事に固有な技術的要求

を定めるものである。施工条件の明示という役割もあり、工事の品質確保につながるもので

ある。特記仕様書の内容について特に問題はなかったが、今後次の事項について留意された

い。 

・特記仕様書に工事名を明記すること。 

・ページを入れること。 

・第1条に適用する仕様書が示されているが、それに本特記仕様書を加えること。 

・舗装の切断粉（泥）についての産廃処分について定めることを検討されたい。 

オ 契約について 

応札15社による条件付一般競争入札であった。 

請負契約関係書類は整備されており、特に問題はなかった。 
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また、変更契約が2回行われているが、その処理手続きは適切に行われていた。 

カ 施工計画書について 

施工計画書は、受注者がどのように施工するかの指針となるもので内容を十分審査して受

理すべきものである。 

記載内容充実のため、今後次の事項について留意されたい。 

・施工計画書にページを入れること。 

・文章の表現は「である」調に統一すること。 

・安全訓練計画を記載すること。 

・埋戻し土の転圧仕様を明示すること。 

・過積載の具体的な防止方法について記載すること。 

・緊急資材の保管場所を明示すること。 

・当該工事と関係の無い記述は削除すること。 

キ 出来形管理について 

出来形管理の社内規格値を規格値の80％として計画し、管理されている。特に問題はな 

かった。 

ク 品質管理について 

品質管理計画が作成され実施されていた。 

調査時点までの品質管理は適切に行われているのを確かめた。 

厳寒期での舗装工事は、天候の良い時期を選ぶとともに、出荷温度、締固め温度を適切に

管理し、品質確保に努められたい。 

ケ 工程管理について 

現状では工程について特に問題はなかった。 

コ 施工監理について 

段階確認計画が作成され、実施を写真で確認したが、その記録書はなかった。記録書を整

備されたい。 

サ 設計変更について 

設計変更は2回行われていた。1回目は工期変更のみで工期が118日から207日に延長されて

いた。これは地元自治会及び関係地権者との協議調整並びに公安委員会との変更協議に不測

の日数を要し、工事に着手できなかったものである。 

2回目は工期が更に延長され207日が285日になった。工事内容に変更が生じたため、工事

金額の変更も行われていた。関西電力柱移設工事との工程調整に不測の日数を要し、工事着

手が10月中旬にずれ込んだことによるものである。 

工事に着手できないと判断し、平成27年7月1日に工事中止の指示を出し、10月5日に工事

再開の指示が出されていた。工事発注前に協議が終わっているのが前提であるが、発注後の

地元との協議に時間を要したものである。しかし、協議に時間を要すると判断し、工事中止、

再開の指示が適切にされていた。 

シ 社内検査員について 

受注者において現場組織表に社内検査員が選任され、自主的な品質管理体制が取られてい
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たことは評価できる。 

（２）施工状況調査 

ア 安全管理状況について 

安全管理書類が整備されているのを確かめた。ただ、次の事項について留意されたい。 

・重力式擁壁の天端に転落防止柵を設けること。 

・通学路になっている箇所については案内標識の設置及び誘導をすること。 

・立入禁止柵を設置すること。（篠ランプ9号線NO.3、重力式擁壁端部付近） 

・道路横断が必要な工事箇所があり、作業員の近道心理が働きそうであるが、必ず信号を

守るという習慣をつけ、交通災害が起こらないよう努められたい。特に、高速道路から

出てきた車両はスピードを出している傾向があるので注意が必要である。 

イ 現場内の整理整頓について 

現場は数箇所で施工途中の状況が見られ、現場内が雑然としていた。作業をしている箇所

とそうでない箇所を明確に分け、つまずき、転倒の予防のため、現場を整然とされたい。 

ウ 現場の標識について 

現場には建設業の許可票、労災保険関係成立票、建退共制度導入者である標識、施工体系

図が掲示されていた。ただ、掲示場所が現場内であり、一般公衆の目に付くところではな 

かった。掲示場所について工夫されたい。 

 

以上が工事監査の結果である。監査執行の過程において軽易なものについては、調査実施日に

口頭で指導を行ったところである。 

工事内容としては一般的な工事といえるが、工事期間が当初の2倍以上に延長されている。工

事の発注にあたって的確な見通しが必要ではなかったかと思われる。今後の工事発注にあたって

留意されたい。 

また、冬期間でのコンクリート工事、舗装工事及び区画線工事は、品質確保に十分な配慮が必

要である。これら工事に対する計画書を作り、発注者・受注者で十分打合せを行い、良好な品質

を確保するように努められたい。 

公共工事の品質を確保するための手法として、一定額以上の工事発注に際して、ＩＳＯ取得要

件を考慮するなどの方法を検討してはどうかと考える。 

今後においても、市民の期待に応えられる社会基盤の整備に向け、環境や安全管理に留意した

公共事業を実施されることを望むものである。 

 

「掲示済」 
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教育委員会欄 
 

規 則 
 

 亀岡市立幼稚園における預かり保育の実施に

関する規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

 

   平成２８年３月２５日 

 

         亀岡市教育委員会 

           委員長 栗山正則 

 

 亀岡市教育委員会規則第３号 

 

亀岡市立幼稚園における預かり保

育の実施に関する規則の一部を改

正する規則 

 

 亀岡市立幼稚園における預かり保育の実施に

関する規則（平成２７年亀岡市教育委員会規則

第５号）の一部を次のように改正する。 

 

 別記第１号様式から別記第４号様式までを次

のように改める。 
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   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市立幼稚園保育料減免規則を廃止する規

則をここに公布する。 

 

   平成２８年３月３１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           委員長 栗山正則 

 

 亀岡市教育委員会規則第４号 

 

亀岡市立幼稚園保育料減免規則を

廃止する規則 

 

 亀岡市立幼稚園保育料減免規則（平成２７年

亀岡市教育委員会規則第６号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

教育長訓令 
 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第２号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市立の小学校及び中学校に勤務する府費

負担教職員の服務に関する規程の一部を改正す

る訓令を次のように定める。 

 

   平成２８年３月３１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 竹岡 敏 

 

亀岡市立の小学校及び中学校に勤

務する府費負担教職員の服務に関

する規程の一部を改正する訓令 

 

 亀岡市立の小学校及び中学校に勤務する府費

負担教職員の服務に関する規程（平成２年亀岡

市教育委員会教育長訓令第１号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第１０条第１項中「営利企業等従事許可申請

書」を「営利企業従事等許可申請書」に改める。 

 別記第１２号様式中「営利企業等従事許可申

請書」を「営利企業従事等許可申請書」に、

「営利企業等に従事」を「営利企業に従事等」

に、「営利企業等従事」を「営利企業従事等」

に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行す

る。 
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選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１５号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の 

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

   平成２８年３月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

１，４７３人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１６号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

   平成２８年３月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

２４，５３５人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１７号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成２８年３月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

１２，２６８人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１８号 

 

 平成２８年３月３１日に招集された亀岡市選

挙管理委員会において、次の者が委員長に選挙

された。 

 

   平成２８年３月３１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

住 所  省略 

氏 名  岡 野 宗 忠 

 

「掲示済」 
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上下水道部欄 
 

規 程 
 

 亀岡市水道布設工事監督者及び水道技術管理

者の職務に関する規程を次のように定める。 

 

   平成２８年３月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市上下水道事業管理規程第１号 

 

亀岡市水道布設工事監督者及び水

道技術管理者の職務に関する規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、水道法（昭和３２年法律

第１７７号。以下「法」という。）第１２条

に規定する水道の布設工事の監督者（以下

「布設工事監督者」という。）及び法第１９

条に規定する水道技術管理者（以下「技術管

理者」という。）の指名及び任命並びに職務

内容等に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

 （布設工事監督者の指名） 

第２条 布設工事監督者は、亀岡市上水道事業

給水条例（昭和３３年亀岡市条例第２８号。

以下「条例」という。）第５１条に規定する

資格を有する者のうちから、水道事業の管理

者の権限に属する事務を行う市長（以下「管

理者」という。）が指名する。 

 （布設工事監督者の職務） 

第３条 水道布設工事を自ら施行する場合にお

いては、布設工事監督者は、その適正な施行

を確保するために必要な技術上の監督業務を

行うものとする。 

２ 請負契約による水道布設工事を施行する場

合においては、布設工事監督者が当該工事の

工事監督となり、次に掲げる事項に関する職

務を行うものとする。 

⑴ 請負契約の相手方に対する指示及び協議

に関すること。 

⑵ 水道布設工事の施行に係る設計図書等の

作成及び交付並びに請負契約の相手方が作

成した設計図書等の承認に関すること。 

⑶ 設計図書に基づく工程の管理、水道布設

工事の立会い、水道布設工事の施行状況の

検査及び工事材料の試験、検査等に関する

こと。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、水道布設工

事の施行上必要な技術に関すること。 

 （布設工事監督補助者） 

第４条 水道布設工事を所掌する課の所属長は、

必要に応じて布設工事監督者の職務を補助す

る者（以下「布設工事監督補助者」とい

う。）を職員のうちから指名することができ

る。 

２ 布設工事監督補助者は、条例第５１条に規

定する資格を要しないものとする。 

３ 布設工事監督補助者は、布設工事監督者の

指示に従い、布設工事監督者の職務を補助す

るものとする。 

 （技術管理者の任命） 

第５条 技術管理者は、条例第５２条に規定す

る資格を有する者であって、副課長級以上の

職にある者のうちから管理者が任命する。 

 （技術管理者の職務） 

第６条 技術管理者は、次に掲げる事項に関す

る職務に従事し、並びにこれらの職務に従事

する他の職員について必要な技術的指導及び

監督を行うものとする。 

⑴ 水道施設が法第５条の規定による施設基

準に適合しているかどうかの検査に関する

こと。 
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⑵ 法第１３条第１項の規定による水質検査

及び施設検査に関すること。 

⑶ 給水装置の構造及び材質が法第１６条の

規定に基づく政令で定める基準に適合して

いるかどうかの検査に関すること。 

⑷ 法第２０条第１項の規定による水質検査

に関すること。 

⑸ 法第２１条第１項の規定による健康診断

に関すること。 

⑹ 法第２２条の規定による衛生上必要な措

置に関すること。 

⑺ 法第２３条第１項の規定による給水の緊

急停止に関すること。 

⑻ 法第３７条前段の規定による給水停止に

関すること。 

⑼ 前各号に掲げるもののほか、水道の管理

について技術上の事項に関すること。 

２ 技術管理者は、前項第１号から第６号まで

に規定する検査その他の措置を行ったときは、

管理者に対して報告しなければならない。 

３ 技術管理者は、前項第７号又は第８号に規

定する措置を行うときは、事前に管理者に通

知しなければならない。ただし、緊急の必要

がある場合であって、事前に通知を行うこと

ができないときは、措置後、直ちに管理者へ

報告しなければならない。 

 （水道技術管理者補助者の設置等） 

第７条 管理者は、技術管理者の職務を補助し、

当該職務の円滑な処理を図るため、水道技術

管理者補助者（以下「技術管理者補助者」と

いう。）を置くことができる。 

２ 技術管理者補助者は、管理者が指名する職

員をもって充てる。 

３ 技術管理者補助者の職務分担は、技術管理

者が別に定める。 

４ 技術管理者補助者は、技術管理者の命を受

け、職務を行うものとする。 

５ 技術管理者補助者は、職務のうち、特に重

要又は異例な事項については、その都度、技

術管理者に報告しなければならない。 

 （布設工事監督者及び技術管理者の育成） 

第８条 管理者は、布設工事監督者及び技術管

理者の計画的育成に努めるものとする。 

 （その他） 

第９条 この規程に定めるもののほか、必要な

事項は、管理者が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する条

例施行規程の一部を改正する規程を次のように

定める。 

 

   平成２８年３月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市上下水道事業管理規程第２号 

 

亀岡市公共下水道事業受益者負担

に関する条例施行規程の一部を改

正する規程 

 

 亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する条

例施行規程（昭和５７年亀岡市水道事業管理規

程第５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条、第１３条第３項及び第１７条中「一

に」を「いずれかに」に改める。 
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 第１８条第１項中「双方合意のうえ連署して」を削る。 

 別記第４号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４号様式（第９条関係） 

（表） 

  年度 下水道事業受益者負担金決定通知書  台 帳 番 号   

 
 

 

 

様 

様分 

 

あなたの受益者負担金を次のとおり決定しましたので亀岡市公共下 

水道事業受益者負担に関する条例第６条第３項の規定により通知し 

ます。 

          年    月    日 

                    印 

   

  期別 １期 ２期 ３期 ４期 
合計 

 

コ
ー
ド
表 

権
利
の
種
類 

1 2 3 4 5  

    年度 8月1日～8月31日 10月1日～10月31日 12月1日～12月28日 2月1日～2月末日

地
上
権 

質
権 

使
用
賃
借
権 

賃
貸
借
権 

そ
の
他 

所
有
権 

    年度 円 円 円 円 円

    年度 円 円 円 円 円

    年度 円 円 円 円 円

 負 担 区   年度 円 円 円 円 円

 単   価 円  年度 円 円 円 円 円

受益地 
負担金額 

減免事由 
減免率 徴収 

猶予 
事由 

減免額又は 
徴収猶予額

（円） 

差引負担額

（円） 
備考 

番号 土地の所在地 所有者番号 
公簿地目

権利の種類 地積（㎡） 
現況地目 （円） （％）

     ㎡ 円    円 円  

     ㎡ 円    円 円  

     ㎡ 円    円 円  

     ㎡ 円    円 円  

     ㎡ 円    円 円  

     ㎡ 円    円 円  

     ㎡ 円    円 円  

     ㎡ 円    円 円  

  合             計 ㎡ 円    円 円  

（裏） 

下水道事業受益者負担金賦課の根拠・その他について 

１ この負担金は亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する条例第６条第１項の規定により、下水道事業の受益者に賦課するものです。 

２ 負担金の納付及び負担金を完納しなかった場合 

 ⑴ 負担金は各年度表記の納期限までに納入通知書により市役所、市上下水道部下水道課、亀岡市出納取扱金融機関及び亀岡市収納取扱金融機関で納入してください。（納期の末日が土曜日、日曜

日又は国民の祝日に当たるときには、その翌日を納期の末日とします。ただし、納期のうち第３期については、その末日が土曜日に当たるときは、翌年の１月６日を、日曜日に当たるときは、翌

年の１月５日をそれぞれ納期の末日とします。）納期限を経過したものは、亀岡市上下水道部下水道課へご連絡ください。 

 ⑵ 次の割合を乗じて算出した額が延滞金となります。 

  ・納期限後１箇月以内は、特例基準割合に年１％を加算した割合（ただし、加算した割合が年７．２５％を超える場合は、年７．２５％の割合） 

  ・納期限後１箇月以後は、特例基準割合に年７．２５％を加算した割合 

  ※特例基準割合とは当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合に年１％の割合を加算した割合をいう。 

 ⑶ 督促を受け、その督促期限までに完納しなかった場合には、国税徴収法による滞納処分を受けることがあります。 

３ 口座振替について  受益者負担金の納付は便利な預金口座振替の制度がありますのでご利用ください。 

 口座振替取扱金融機関 

 

 

 

４ 負担金を一括納付した場合 

 一括納付した額に１００分の５の割合を乗じて得た額に相当する額を報奨金として交付します。ただし、その額又はその額に前回までに交付した報奨金の額を加算した額が２０，０００円に達す

るまでの額とします。なお、今回の賦課決定時に、負担金の減免、又は徴収猶予を受けられた受益者は、この制度が適用されません。 

５ 受益者に変更があった場合 

 受益者に変更（土地の売買、譲渡など）があり、当該変更に係る当事者が合意したときは、新・旧の受益者の一方又は双方が「下水道事業受益者変更申告書」を提示してください。申告書提出後

に到来する納期については、新しい受益者となった方が納入することになります。 

６⑴ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

⑵ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は亀岡市上下水道

管理者となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

⑶ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取

消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して

１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

７ この賦課通知についてのお問合せは、亀岡市上下水道部下水道課 電話番号 

               郵便番号６２１－０８１１      亀岡市北古世町１丁目２番５号 

注 管理者を置かない場合には、「亀岡市上下水道事業管理者と」とあるのは「亀岡市長と」と書き替えて使用すること。 
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第
７
号
様
式
（
第
１

４
条
関
係
）

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 （
表
）

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
（
裏
）

 

                        

注
 
管
理
者
を

置
か
な
い
場
合
に
は
、
「
亀

岡
市
上
下
水
道
事
業

管
理
者
と
」
と
あ
る

の
は
「

亀
岡
市
長
と
」
と
書

き
替
え
て
使
用
す
る
こ
と
。
 

郵
便

は
が

き
 

       
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

様
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

様
分
 

 
督
促

状
 

 
 

 
 

 
 

 
 

年
度

 
下

水
道
事

業
受

益
者

負
担

金
 

 
 
 

 
 

分
 

 
受

益
者

番
号

 
 

賦
課

年
度

 
 

 
 

 
 

年
度

 

 
台

帳
番

号
 

 
 

 
負

担
金

額
 

円
 

督
促

手
数
料

 
円

 
延

滞
金

 

次
の
割

合
を

乗
じ

て
算

出
し

た
額

が
延

滞
金

と
な

り
ま

す
。

 
・

納
期

限
後

１
箇

月
以

内
は

、
特

例
基

準
割

合
に

年
１
％

を
加

算
し

た
割

合
（

た
だ

し
、

加
算

し
た

割
合

が
年

７
．

２
５

％
を

超
え
る

場
合

は
、

年
７

．
２

５
％

の
割

合
）

 
・

納
期

限
後

１
箇

月
以

後
は

、
特

例
基

準
割

合
に

年
７
．

２
５

％
を
加

算
し

た
割

合
 

※
特

例
基

準
割

合
と

は
当

該
年

の
前

年
に

租
税

特
別

措
置

法
（

昭
和

３
２

年
法

律
第

２
６

号
）

第
９

３
条

第
２

項
の

規
定

に
よ

り
告

示
さ

れ
た

割
合

に
年

１
％

の
割

合
を

加
算

し
た

割
合

を
い

う
。

 

 
上

記
の

金
額

を
至

急
お
納

め
く

だ
さ

い
。

 

 

 
京

都
府

亀
岡

市
北

古
世
町

１
丁

目
２

番
５

号
 

 
 

 
 
 

 
市

上
下

水
道

部
下

水
道

課
 
Ｔ

Ｅ
Ｌ

 

ご
 
 

注
 
 
意

 

１
 

表
記

記
載

の
下
水

道
事

業
受

益
者
負

担
金

に
つ

き
ま

し
て

は
、
い

ま
だ

に
納

付
が

あ
り

ま
せ

ん
の

で
至

急
納
付

く
だ

さ
い

。
 

２
 

こ
の

督
促

後
１
０

日
を

す
ぎ

て
も
未

納
の

時
は

、
国

税
徴

収
法
に

よ
る

滞
納

処
分

を
受

け
る

こ
と

が
あ

り
ま

す
。

 

３
 

⑴
 

こ
の

決
定

に
つ

い
て

不
服

が
あ

る
場

合
は

、
こ

の
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
３

箇
月
以

内
に

、
亀

岡
市

長
に

対
し

て
審

査

請
求

を
す

る
こ

と
が
で

き
ま

す
。

 

⑵
 

こ
の

決
定

に
つ

い
て

は
、

上
記

１
の

審
査

請
求

の
ほ
か

、
こ

の
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
６

箇
月

以
内

に
、

亀
岡
市

を
被

告

と
し

て
（

訴
訟

に
お

い
て

亀
岡

市
を

代
表

す
る

者
は

、
亀

岡
市

上
下

水
道

管
理

者
と

な
り

ま
す

。
）
、

処
分

の
取

消
し

の
訴

え
を

提
起

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

な
お

、
上

記
１

の
審

査
請

求
を

し
た

場
合

に
は

、
処

分
の

取
消

し
の

訴
え

は
、

そ
の

審
査

請
求

に
対

す
る

裁
決

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日
か

ら
起

算

し
て

６
箇

月
以

内
に

提
起

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

 

⑶
 

た
だ

し
、

上
記

の
期

間
が

経
過

す
る

前
に

、
こ
の

決
定

（
審

査
請

求
を

し
た

場
合

に
は

、
そ

の
審

査
請

求
に

対
す

る
裁

決
）

が
あ

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

１
年

を
経

過
し

た
場

合
は

、
審

査
請

求
を

す
る

こ
と

や
処

分
の

取
消

し
の

訴
え

を
提

起
す

る
こ

と
が

で
き

な
く

な
り

ま
す

。
な

お
、

正
当

な
理
由

が
あ

る

と
き

は
、

上
記

の
期

間
や

こ
の

決
定

（
審

査
請

求
を

し
た

場
合

に
は
、

そ
の

審

査
請

求
に

対
す

る
裁

決
）

が
あ

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

１
年
を

経
過

し

た
後

で
あ

っ
て

も
審

査
請

求
を

す
る

こ
と

や
処

分
の

取
消

し
の

訴
え

を
提

起
す

る
こ

と
が

認
め

ら
れ

る
場

合
が

あ
り

ま
す

。
 

  
 
 

 
 

 
 

 
※

本
状

を
お

届
け

す
る

前
に
納

付
済

の
時

は
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

行
違

い
で

す
か

ら
ご

了
承
く

だ
さ

い
。

 

納
期
内

の
自

主
納

付
に

ご
協
力

く
だ

さ
い

。
 

納
入

取
扱

機
関

 

亀
岡
局

 

料
金

後
納

 

郵
 

便
 

ご
 
 
注

 
 
意

 

１
 

表
記

記
載

の
下

水
道

事
業

受
益

者
負

担
金

に
つ

き
ま

し
て

は
、

い
ま

だ
に
納

付
が

あ
り

ま
せ
ん

の
で

至
急

納
付

く
だ

さ
い

。
 

２
 

こ
の

督
促

後
１

０
日

を
す

ぎ
て

も
未

納
の

時
は

、
国

税
徴

収
法

に
よ

る
滞
納

処
分

を
受

け
る
こ

と
が

あ
り

ま
す

。
 

３
 

⑴
 

こ
の

決
定

に
つ

い
て

不
服

が
あ

る
場

合
は

、
こ

の
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
３

箇
月

以
内

に
、
亀

岡
市

長
に

対
し

て
審

査

請
求
を

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

 

⑵
 

こ
の

決
定

に
つ

い
て

は
、

上
記

１
の

審
査

請
求

の
ほ

か
、

こ
の

決
定

が
あ

っ

た
こ

と
を

知
っ

た
日

の
翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
箇

月
以

内
に

、
亀

岡
市

を
被

告

と
し

て
（

訴
訟

に
お

い
て
亀

岡
市

を
代

表
す

る
者

は
、

亀
岡

市
上

下
水

道
管

理

者
と

な
り

ま
す

。
）
、

処
分
の

取
消

し
の

訴
え

を
提

起
す

る
こ

と
が

で
き

ま
す

。

な
お

、
上

記
１

の
審

査
請
求

を
し

た
場

合
に

は
、

処
分

の
取

消
し

の
訴

え
は

、

そ
の

審
査

請
求

に
対

す
る
裁

決
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算

し
て

６
箇
月

以
内

に
提

起
す

る
こ

と
が

で
き

ま
す

。
 

⑶
 

た
だ

し
、

上
記

の
期

間
が

経
過

す
る

前
に

、
こ

の
決

定
（

審
査

請
求

を
し

た

場
合

に
は

、
そ

の
審

査
請
求

に
対

す
る

裁
決

）
が

あ
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算

し
て

１
年

を
経

過
し

た
場
合

は
、

審
査

請
求

を
す

る
こ

と
や

処
分

の
取

消
し

の

訴
え

を
提

起
す

る
こ

と
が
で

き
な

く
な

り
ま

す
。

な
お

、
正

当
な

理
由

が
あ

る

と
き

は
、

上
記

の
期

間
や
こ

の
決

定
（

審
査

請
求

を
し

た
場

合
に

は
、

そ
の

審

査
請

求
に

対
す

る
裁

決
）
が

あ
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
１

年
を

経
過

し

た
後

で
あ

っ
て

も
審

査
請
求

を
す

る
こ

と
や

処
分

の
取

消
し

の
訴

え
を

提
起

す

る
こ

と
が
認

め
ら

れ
る

場
合

が
あ

り
ま

す
。

 

  
 

 
 

 
 

 
 

※
本

状
を

お
届

け
す

る
前
に

納
付

済
の

時
は

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
行

違
い

で
す

か
ら

ご
了
承

く
だ

さ
い

。
 

納
期

内
の

自
主

納
付

に
ご

協
力

く
だ

さ
い

。
 

納
入
取

扱
機

関
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 別記第１４号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別記第１５号様式中「双方合意のうえ」を削る。 

 

   附 則 

 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

第１４号様式（第１７条関係） 

受益者番号  

通知書番号  

 

下水道事業受益者負担金納期限変更通知書 

                                  年  月  日 

 受益者（納付管理人） 

  住所 

  氏名              様 

 

                                      □印  

 

 亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する条例施行規程第１７条の規定により繰上徴収す

るため次のとおり納期限を変更します。 

年度 期 別 負 担 金 額 当 初 の 納 期 限 変更後の納期限 備 考 

 第  期      円   年  月  日

  年  月  日  

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

 第  期      円   年  月  日

合     計      円  

納 期 限 
変 更 理 由 

 

 

 

 

 

納 付 場 所 亀岡市上下水道部下水道課 

１ この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算
して３箇月以内に、亀岡市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この決定については、上記１の審査請求のほか、この決定があったことを知った日の翌
日から起算して６箇月以内に、亀岡市を被告として（訴訟において亀岡市を代表する者は
亀岡市上下水道管理者となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。な
お、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁
決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、その審査請
求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をする
ことや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由がある
ときは、上記の期間やこの決定（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）
があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の
取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

注 管理者を置かない場合には、「亀岡市上下水道事業管理者と」とあるのは「亀岡市長と」
と書き替えて使用すること。 



 
亀 岡 市 公 報 

 186 

第８５５号平成２８年４月１５日発行 

 

告 示 
 

 亀岡市上下水道部告示第１号 

 

 公共下水道の供用及び汚水の処理を開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条

の規定に基づき、次のとおり告示する。 

 その関係図書は、平成２８年３月１６日から平成２８年３月３０日までの期間、亀岡市上下水道

部下水道課において、縦覧に供する。 

 

   平成２８年３月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 供用及び汚水の処理を開始する年月日 

平成２８年３月３１日 

２ 供用及び汚水の処理を開始する区域 

古世町（西向林・西内坪）、中矢田町久保垣内、北古世町２丁目、安町中畠、上矢田町東垣内、

余部町（塞又・谷川尻）、曽我部町中状使 重利（山ノ下・軍垂） 穴太（口山・藤ノ木）  

春日部大谷、薭田野町佐伯（岩谷ノ内稲荷谷・八王寺・飼条）、千代川町湯井艮筋 小林（下

戸・西芝）、篠町篠下西山 浄法寺中村 夕日ヶ丘３丁目 馬堀伊賀ノ辻、西つつじケ丘五月

台２丁目、東つつじケ丘都台、大井町西部土地区画整理事業区域内の各一部 

３ 供用及び汚水の処理を開始する排水施設の位置 

路線名 起点 終点 

府道郷ノ口余部線 大井町並河新戸１７番３先 余部町大塚７６番２先 

府道郷ノ口余部線 余部町大塚７６番２先 大井町並河南台４１番３先 

国道９号線 大井町並河南台４１番３先 余部町塞又８０番４先 

市道上佐伯線 薭田野町佐伯飼条２番３先 薭田野町佐伯斉ノ神３９番先 

４ 供用及び汚水の処理を開始する排水施設の合流式又は分流式の別 

分流式 

５ 汚水の処理を開始する終末処理場の位置及び名称 

（１）位 置：京都府亀岡市三宅町八田１番地 

（２）名 称：亀岡市年谷浄化センター 

 

「掲示済」 
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任免及び辞令 
 

             井 木 悦 夫 

             石 山 耐 子 

             太 田 達 也 

             串 﨑 哲 史 

             竿 田 嗣 夫 

（各 通）        櫻 井 邦 男 

             原 田 禎 夫 

             藤 岡 美紀子 

             松 本 行 雄 

             湊   妙 子 

             山 下   昇 

亀岡市上下水道事業経営審議会委員に委嘱しま

す 

任期は平成３０年３月１日までとします 

   平成２８年３月２日 

市立病院欄 
 

規 程 
 

 亀岡市立病院処務規程等の一部を改正する規

程を次のように定める。 

 

   平成２８年３月２５日 

 

      亀岡市病院事業管理者職務代理者 

      亀岡市立病院長 玉井和夫 

 

 亀岡市病院事業管理規程第２号 

 

亀岡市立病院処務規程等の一部を

改正する規程 

 

 （亀岡市立病院処務規程の一部改正） 

第１条 亀岡市立病院処務規程（平成１６年亀

岡市病院事業管理規程第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第１項中「並びに地域連携室」を 

「、地域連携室及び地域医療情報センター」

に、 

「       

         

       」を 

「       

              

 

            」に改める。 

 第３条中第５項を第６項とし、第４項を第

５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次

に次の１項を加える。 

３ 地域医療情報センターの分掌事務は、在

宅医療の調整に関することとする。 

医事課 

 医事係 

地域連携室

医事課 

 医事係 

地域連携室 

地域医療情報センター 
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（亀岡市立病院職員の職の設置に関する規程

の一部改正） 

第２条 亀岡市立病院職員の職の設置に関する

規程（平成１８年亀岡市病院事業管理規程第

４号）の一部を次のように改正する。 

 別表第２項中「係長」の次に「、主幹」を

加える。 

（亀岡市立病院職員の給与に関する規程の一

部改正） 

第３条 亀岡市立病院職員の給与に関する規程

（平成１６年亀岡市病院事業管理規程第２６

号）の一部を次のように改正する。 

 別表第３の４医療職給料表⑶職務級別基準

表中 

「 

４級 看護師長の職務 

                   」 

を 

「 

４級 

 

看護師長の職務 

主幹の職務 

                   」 

に、 

「 

５級 副看護部長の職務 

                   」 

を 

「 

５級 

 

副看護部長の職務 

困難な業務を行う主幹の職務 

                   」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

「掲示済」 

 

公 告 
 

 亀岡市立病院公告第２号 

 

 平成２８年２月２４日に実施した亀岡市立病

院職員採用試験の結果、次のとおり合格者を決

定し、職員採用候補者名簿に登録したので公告

する。ただし、登録有効期限については、平成

２８年７月３１日までとする。 

 

   平成２８年３月８日 

 

      亀岡市病院事業管理者職務代理者 

      亀岡市立病院長 玉井和夫 

 

（候補者受験番号） 

・試験区分 看護助手 

   １  ５  ６ 

 

「掲示済」 
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